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インターネ ッ トの普及をはじめ とす る情報通信の高度化 によって、ネ ッ トワークを通 じて、双

方向、高速、マルチメデ ィアの情報流通が実現 され るこ とにより、情報 の自由な創造 ・発展 ・共

有化 がグ ローバル なレベルで行 われ始 めてい る。

これによ り企業活動や就業形態、国民生活、地域社会、国際社会等のあ らゆ る分野で、大 きな

変革が起 きつつあ る。特 に、従来 の工業化社会で は不利 な立場 に置かれていた個人 ・小規模組織 、

過疎地域、開発途上国等 に、 これ までの立場 を逆転 させ る可能i生も与 えつつある。21世 紀 を目前

に 「世界情報 通信革命」 とも呼ぶべ き大 きな変革が始 まりつつあ るといえる。

本章で は、 この ような 「世界情報通信革命」が既 に幕 を開 けつつあ る現状 を、紹介 ・分析 して

い くこ ととす る。

世界の情報通信 においては、グ ローバルネ ッ トワーク としての インターネ ットの急速 な普及や、

米国の1996年 電気通個 去の成立、EUの1998年 を期限 とす る音声電話サ ー ビス ・電気通信 インフ

ラの完全 自由化、アジア ・太平洋地域各国 における移動通信の本格的な導入やアジアサ ッ トによ

る国境 を越 えた衛星放送等、ダ イナ ミックな進展 ・変革が起 こっている。海外においては、 この

よ うな国内市場 における企業間の活発 な競争、業種 を越 えた提携 を通 じたダ イナ ミズムが、ボー

ダ レス経済 の中の激 しい国際競争 に対応す る競争力強化 を促 し、企業のグ ローバルな戦略的展開

の動 きに結びつ いている。

この ような世界の情報通信のダ イナ ミックな展開の中で、我が国において も、産業 ・経済活動

に関 して、情報通信 を活用 した新 しいビジネ ス ・スタイルが登場 し、小規模組織で もグ ローバル

なビジネス展開を可能 とし、規模 の格差 を越 える活力が もた らされている例があ る。 また、情報

通信産業 自身の成長 ・変化 も著 しく、新規産業創出を もた らすな ど、我が国経済の成長 に大 きな

貢献 を している。

一方
、情報通信 の高度化 は、産業 ・経済活動 のみな らず、社会生活 に対 して も、大 きな変革 を

もた らしている。 テレワー クの登場 によるライフスタイルの変化 などであ る。 また、 これ らの情

報通信手段 によ り、過疎地域、地方都市等 において も活力が出て きている。物理的 な国土空間を

越 えた情報空間が出現 し、新 しい国土概念 が展開 しつつある と言 える。

以上 の ように、情報通信の高度化が もた らす社会 の変革の大 きさを考 えると、 その変革 をより

望 ましい方向へ導 き、促進 す るために、社会の各分野で積極的 に国際的視野の下 に、情報通信の

高度化 を推進 してい くこ とが重要であ る。

特 に米国 とは情報化の状況 に格差があ り、情報通信市場のダ イナ ミズムの創出等 を通 じて、情

報通信の高度化 を一層推進 してい く必要があ り、 そのために、郵政省 として も情報通信 の高度化

に向けた 「中期計画」の策定、「第2次 清報通信改革」の推進等 に取 り組んで いる。
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第1節 世界の情報通信のダイナミックな展開

∠

情報通信の高度化 は、世界の大 きな潮流 となっている。 インターネ ッ トの爆 発的な普 及をは じ

め とす る情報通信のグ ローバル化が、経済 、国民生活等、各分野の構造変革 を生 じさせつつあ る。

一 方で
、 この ような社会の変革 に対応す るだ けでな く、さ らにそれを推進 す るた めに、各国は、

競争促進等の国内情報通信市場改革の政策 を推進 している。 これ らの動 きがあ いまって、「世 界

情報通信革命」 とで も呼ぶべ き変革が始 まっている。

本節で は、グ ローバルネッ トワーク としてのインターネ ッ トの普及、欧米 にお ける情報通信市

場 の構 造変革、 アジア ・太平洋地域の情報通信市場の拡大及び世界情報通信市場 における戦略的

展開の状況 を我が国の状況 と比較 しつつ概観す る。

1グ ローバル ネ ッ トワーク と しての イ ンターネ ッ トの 急速 な普及

(1)イ ンターネ ッ トの普及状況

インターネ ッ トは、世界中のコンピュータ ・ネ ッ トワー クをつ なげたグ ローバル なネ ッ トワー

クで あ り、 ここ数年、爆発的な膨張 を続 けてい る。

インターネ ッ トによ り、ネ ッ トワー クにつながっている者はだれで も、都市 ・地方、国 内 ・国

外 といった地理的 な制約な しに、世界中の人々 と情報交換がで きる。 また、 インターネ ッ トを利

用す るこ とで、 中小企業 や個 人で も大企業 と同 じレベルで、全世界が相手の活動 を行 うこ とが可

能 となる。

インターネ ッ トは、 このよ うに全世界 に変革 を もた らす もの として、「世 界情報通信革命」 を

先導す る ものの一つであ る と言 えるだ ろう。

1996年1月 現在、全世界で は約947万 台(a28)のホス トコンピュータが インターネ ッ トに接 続 され、

その利用者 は1億 人(注29)に迫 ろ うとしているが、なお その勢 いは衰 えるこ となく増加 を続 けてい る。

ここで は、 これまでのインターネ ッ トの歴 史を振 り返 り、劇的 な増加 を続 けるインターネ ッ ト

の普及状況 について概観する。

ア インターネッ トの歴史

インターネ ッ トの起源は、1969年 に米国防総省高等研究計画局(ARPA)が 軍事研 究 目的で

開始 した分散型情報ネ ッ トワー クARPAnetと されてい る。 このネ ッ トワー クには軍事研究以外

の一般 の研究者 も参加で き、 インターネ ッ トの設計 やアーキテクチャの研究が進 め られて きた。

インターネ ッ トの標準 プ ロ トコルであ るTCP/IPも ここでの研究成果で あ る。1983年 には

ARPAnetか ら軍事専 用ネ ッ トワークが分離 した。1986年 には全米科学財団(NSF)がNSFnet

の運用 を開始 し、ARPAnetは1989年 にこのNSFnetに 引 き継がれ るこ とになった。

その後NSFnetは1995年4月 に運用 を終了す るまでの問、米国の コンピュー タネ ッ トワークに

おけ る最 も重要 なバ ックボーンであ り、 この高速 ・大容量のNSFnetに 、大学 や研究機関 の コン
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第1節 世界の情報通信のダイナミックな展開醐暉醐圏

ピ ュー タネ ッ トワー クが次 々 に接 続 さ れ、 イン ター ネ ッ トは さ らに拡 大 して いっ た。 しか し、

NSFnetの 運 営母 体 は政 府機 関で あ り、NSFが 定 めた運 用基準 「認 め られ てい る利 用法(AUP:

theAcceptableUsePolicy)」 に よ り、私 的 あ るいは商業 的 な利 用 は禁 じ られ てい た。

このAUPは 、企 業 が インター ネ ッ トを利 用 す る際 の障壁 になっ て いたが、 や が て大 きな転機

が訪 れ るこ とに なった。1991年 に米 国 のネ ッ トワー ク会社 が集 ま り、 インター ネ ッ トの ビジネ ス

利 用 へ の道 を開 くため商 用 イ ンター ネ ッ トの相互 接 続 に関 す る組織(CIX:CommercialInter-

neteXchange)を 設立 した。 これ に よ り企 業 はNSFnetのAUPに 抵 触 す る こ とな くビジネ ス

として インター ネ ッ トを利 用 す るこ とが可 能 にな り、 その後 、企業 や個 人の コン ピュー タを イン

ター ネ ッ トに接続 す るイ ンター ネ ッ ト ・サ ー ビス ・プ ロバ イダ も次 々 と誕生 してい る。

一 方
、我 が国 にお け るイ ンターネ ッ トの起 源 は、1984年 に開始 された東 京大 学、 東 京工 業大 学 、

慶 応 大 学 問 をUUCP方 式(注30}で結 ん だJUNETの 実験 に始 ま る。 このJUNETは 、1986年

には米 国 のUSENETと 接 続 され、世 界 中 とメール等 で や り取 りが で きる よ うに なった。 イン

ターネ ッ ト上 の 日本 語環境 の整備 もJUNETで の大 きな成 果で あ る。

JUNETを 発 展 させ専 用線 によ る本格 的 な接 続 を行 うた め、1987年 にはWIDEプ ロジェ ク

トが 発足 した。1988年 に は東京 大 学 と東 京工 業大 学 との 間がIP接 続 〔`1311され、 さ らに1989年 には

NSFnetと の 間 で 国 際専 用 回線 に よ りIP接 続 され た。1988年 以 降、TISN(東 京 大 学 系)、

SINET(学 術情 報 セ ン ター)等 の研 究情報 ネ ッ トワー クが次 々に誕 生 した。 また、地 域 の学

術研 究 活動 を 目的 と した地域 ネ ッ トワー ク も誕 生 し、我 が 国 にお いて もインター ネ ッ トは、学 術

研 究用 のネ ッ トワー ク と して成 長 していっ た。一 方、商 用 インター ネ ッ トサ ー ビス は1992年 か ら

始 ま り、 昨今 の ニー ズの高 ま りを背 景 にインター ネ ッ ト ・サ ー ビス ・プ ロバ イダ が続 々 と誕生 し

た。 また、1994年 には大 手パ ソ コン通信 ネ ッ トとの間で も相 互接 続 され、 インター ネ ッ トを通 じ

たネ ッ トワー ク コ ミュニ テ ィは確 実 な広 が りをみせ て い る(第3-1-1表 参 照)。

第3-1-1表 イ ンタ ーネ ッ トの歴 史

米国
ARPAが 分 目型 情 報 ネ ッ トワー クARPAnet)の 実 験1969

を 開 始

日本

lTCP/IPの 原型が公開

ARPAnetがTCP/IPの 採用 を決定

ARPAnetか ら軍事専用 ネッ トワークが分離。 ネー

ムサーバ 開発

NSFnet運 用 開始

ARPAnet消 滅 しNSFnetに 吸 収 、㎜ 開発(欧 州)

CIX設 立 。 イ ンター ネ ッ トの商 用 利 用 が本 格 化

ISOC設 立 。 接 続 ホス トが100万 を 突 破

WWWブ ラ ウザMosaic登 場

Co㎜erceNet設 立 。NetscapeNavigator登 場 。

仮 想 商 店 街誕 生

NSFnetが バ ック ボー ンサ ー ビス を終 了

インターネットワールドエキスホ.'96開 催(世 界25か 国 以 上 が 参

加)。 接 続 ホスト947万(1月 現 在)

1974

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

UUCPを 用 い たJUNETス タ ー ト

J㎜Tが 米国のUSENETと 接続
WIDEプ ロジェク ト発足

学術 ネ ッ ト続 々 と誕生
WIDEが米国のNS　 と接続 ↓鯉 も

インターネット・サービ ス・フ.ロバ"イダ の 設 立 始 まる

JPNIC発 足

商 用 パ ソ コ ン ネ ッ トと接 続 。JUNET解 散

電子商取引ブーム到来
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

イ イ ンターネッ ト普及の背景

現在で も、 その勢 いは衰 えるこ とな く指数関数的 に増加す るインターネ ッ トで あ るが、 インタ

ーネ ッ トは政府主導で もな く
、一部の企 業主導で もな く、多数の学術研究ネ ッ トワー クや商用ネ

ッ トワー クを相互 に接続 して きた こと、すなわち、誰 もが接続で きるオープ ンなネ ッ トワー クだ

か らこそ、 ここまで成長 した とも言われてい る。

ここでは、 インターネ ットの普及状況 を示す指標 として、 インターネ ッ トに接続 され るホ ス ト

コンピュータ数を用 いて、普及 の弾み となった出来事 についてデータ等 を用 いなが ら検証 す る。

第3-1-2図 によると、1991年 か らホ ス トコンピュータ数の立 ち上が りが 目立つ ようになっ

てきたが、 この1991年 は、米国 において商用サービスの促進 を目的 としたCIXが 設立 された年

で もあ る。 このCIXの 設立によ り、企業 に対 しては本格的なインターネ ッ トの商用利用の道 が

開 けた。 また、多 くの商用 インターネ ッ ト・サービス ・プ ロバ イダ も誕生 し、以前 よ りも簡単に

インターネ ッ トに接続で きるよ うになった こ とで、 インターネッ トが よ り身近 な ものにな り、学

術研究分野以外での利用が飛躍的 に伸 びてい る(第3-1-3図 参照)。

第3-1-2図 イ ンターネ ッ トに接続 されるホ ス トコンピュータ数の推移

(千台)
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一〇一 日本

1987
WIDEプ ロジ ェクト発足(ID

1986

JUNET<一>USENET接 続 実験(日)

1992

商 用サ ー ビス開 始(日)

1984

JUNET実 験 開 始(日)

1986

NSFnet運 用 開 始(米)

1995

CommerceNet設 立(米)

1983

ARPAnetか ら軍 事

ネットワークが 分離(米)

1994

NetscapeNavigaitor登 場(米)

1993

Mosaic登 場(米)

1992

1SOC設 立(米)

1982

ARPAnetがTCP/IP採 用(米)

1991

CD(設 ウ:(米)

1989

WWW開 発(欧)

NetworkWizards(http://wwwnwcom)に よ り作 成

　
198119821983198419851986198719881989199・199119921993

199419951996

(年)

年月

ホスト数(全 世 界)

ホスト数(日 本)

1981.8

0.2

1982.5

0.2

1983.3

0.6

1984.10

1。0

1985、io

2.0

1986.2

2.3

ig86.Il

5.1

1987.12

28.2

(単位:千 台)

1988.7

33.0

1988.!0

56.0

1989.1

80.0

年月

ホスト数(全 世 界 〕

ホスト数(日 本)

1989.7

130、0

1989.10

159.0

1990.10

313.0

1991.1

376.0

1991.7

535,0

6.7

1991.10

617.O

8.2

1992.1

727.O

8.6

1992.4

890.0

12.4

1992.7

992.0

15.8

1992.10

1136.0

20.4

1993.1

1313.0

23.2

年 月

ホスト数(全 世 界)

ホスト数(日 本)

1993.4

1486.0

25.9

1993.7

1776.0

35、6

ユ993.10

2056.0

43.7

1994.1

2217.O

42.8

ユ994.7

3212.0

72。4

1994.10

3864.0

82.6

1995.1

4852.0

96.6

1995.7

6642.0

159.8

1996.1

9472.0

(注)日 本国内のデー タの うち 「一」 で示す ものについては採取 で きなか った もの である
。
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第3-1-3図 分野別の インターネ ッ ト接続ホス トコンピュータ数の推移

(千台)

2,500
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1,000
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口 その他

ロ軍関係

圃政府機関
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ロ学術機 関
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1991年1gg2年1993年1994年1995年1996年

7月7月7月7月7月1月

NetworkWizards(http://www.nw.com)に よ り作 成

(注)本 図 に お い て は 、 グ ロ ー バ ル ド メ イ ン(主 と して 米 国 の ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ数)

だ け の 集 計 で あ り 、 企 業 はcom、 学 術 機 関 はedu、 ネ ッ トワ ー ク運 営 団 体 はnet、

政 府 はgov、 軍 関 係 はmil、 そ の 他 はorg、us、intで 始 ま る ドメ イ ン の ホ ス トコ ン

ピ ュ ー タ数 の 合 計 で あ る 、

(単 位:千 台)

年月

企業

学術機関

ネ ッ トワー ク運 営 団 体

政府機関

軍関係

その他

1991.7

144

206

2

36

26

15

1992.7

278

327

7

63

33

26

1993.7

461

540

18

110

88

41

ユ994.7

775

856

31

169

130

83

1995.7

1,743

1,411

300

274

225

316

1996.1

2,431

1,793

759

312

259

501

また、1993年 ごろか らホ ス トコン ピュー タ数の 増 加 に一 層 弾 みが つ い て い るが 、 この1993年 は 、

米 イ リノイ大学 のNCSA(NationalCenterforSupercomputingApplications)が 、WW

W〔 注32)の機 能 を十 分 に引 き出す ブ ラウザ ソ フ トMosaicを 開発 し、 無償 で 公開 した年 で もあ る。

この ブ ラ ウザ の登場 に よ り、 インター ネ ッ ト上 で の テ キ ス ト、 静止画 、 さ らには映 像 といっ たマ

ル チ メデ ィア情 報 の取 扱 いが劇 的 に改善 され、画面 に表示 された絵 や表示 が強 調 された単語 を ク

リックす るだ けで 、ハ イパ ー リンクが張 られた コン ビ。ユー タか らコンピュー タへ飛 び回 りデー タ

を検 索 す るこ とが可 能 となっ た。 また、 こ ういった ソフ トをイ ンター ネ ッ ト上 で簡 単 に入手で き

た こ とも利 用者 の拡大 を促 し、WWWに よ る企 業 や政 府 の、 さ らには個 人の1青報 発信 が活 発化 し

て いっ た(第3-1-4図 参 照)。

さ らに、1994年 以 降 もホ ス トコ ン ピュー タ数 は増 加 を続 けて い るが、 こ うした背景 に は、

① イン ターネ ッ トの研 究者 や利 用者 が次 々 と魅 力的 なアプ リケー シ ョン を生 み 出 し続 けて きた

こ と、 また、 これ らが インター ネ ッ ト上 でPDS(パ ブ リッ ク ・ドメ イン ・ソ フ ト)と して無

償 で 公 開 され、 誰 もが これ らを手軽 に利 用で きた こ と
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

第3-1-4図WWWの トラ ヒック量の推移

(1012ハ"イ ト)
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+NSFNetの 全 トラピックに

お けるWWW比 率

5

0

1月4月7月10月1月4月7月10月1月4月

1993年1994年1995年

MeritNetworkInformationCenterServicesのnsfnet/statisticsに よ り作 成

(注)本 図 は 、NSFN・ ・の サ ー ビ ・ 男・」ト ラ ・ ・ ク 量 のrb・ ・ec・un・ 」(ト ー タ ノレ ト ラ ヒ ッ ク を バ

イ ト数 で カ ウ ン ト した もの)を 用 い て 集 計 し た 。

(単 位:バ イ ト、%)

WWW

トラヒノク量

WWW
比率

1993年

1月

1.22×108

0.0

4月

8.12×109

0.1

7月

4.87xlol

0.7

10月

1.22×1011

1.2

1994年

1月

2.69×10u

2.6

4月

6.72×10亘

4.7

7月

1.06×101

6.6

10月

2.15×101

10.2

1995年

1月

3.38×101

17.7

4月

3.52×101

26.3

②WWW等 を利用すれば、大企業でな くて も、 中小企業や個 人で さえ簡単に全世界 に向 けて情

報発信がで きるこ と

③ インターネ ッ トには無数 の魅力 ある情報があ り、世界中の誰 もが その情報 を得 るこ とがで き

ること

④ 最 近で は、仮想商店街等のインターネ ッ トを利用 したビジネ スに向 けた取組が本格化 して き

た こ と、 また、 こ うしたサービスの実現 に不可欠 な認証技術、電子現金等が実用化 に向 けた活

発な取 り組みが行われていること

等があ る。

ウ データか ら見たイ ンターネ ッ トの普及状況

(勃 イ ンターネ ッ ト接続ホス トコンピュータ数の状況

米NetworkWizards社 が公表 す るインターネ ッ トに接続 されて い るホ ス トコンピュー タ数

(1996年1月 現在)に つ いて、主 な国別 に見 る と、米 国が約605万5千 台(全 体 の63.9%)と 圧

倒的 に多 く、2位 以下 を大 きく引 き離 している。一方、我が国は約26万9千 台で世界第6位 で あ
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るが、 数 の上 で は米 国 の20分 の1以 下 で あ り、 また、 ドイ ツ、英 国 の約6割 とな って い る。

また、1996年1月 まで の1年 間の 成長 率 を見 る と、 日米欧 の各 国 と もお お むね倍 増 して い るが 、

イ ン ドネ シア(13.3倍)、 シ ンガ ポ ール(4 .34倍)、 中国(3.77倍)の よ うに、主 要 先進 国 よ りさ

らに大 き く増 加 してい る国 もあ る。さ らに過去3年 間 の成 長 を見 る と、ニ ュー ・ジー ラン ド(26 .1

倍)、 シンガ ポ ー ル(16.7倍)、 日本(11.6倍)、 南 ア フ リカ共 和 国(11.1倍)、 イ ン ド(9 .97倍)

の成長 が 目ざ ま しい(第3-1-5図 参 照)。

第3-1-5図 国別のインターネ ッ ト接続ホス トコンピュータ数 と成 長率

ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ数

イ ン ド

中 国

イ ン ドネ シ ア

タ イ

メ キ シ コ

香 港

シ ン ガ ポ ー ル

台 湾

韓 国

南 アフ リカ共和国

ニュー ・ジー ラン ド

フ ラ ン ス

日 本

オ ー ス トラ リア

カ ナ ダ

英 国

ドイ ツ

米 国

口鷹 礪謬
1996年1月 までの口

3年 間の成長率

(千 台)6,00060050040030020010000510152025(倍)

NetworkWizards(http://www.nw.com)に よ り作 成

(注)本 図 は 北 中 米 、欧 州 、ア ジ ア 、太 平 洋 地 域 、ア フ リカ の 中 か ら 主 な 国 を 選 ん で 作 成 し た も の で あ る 。

こ の う ち 米 国 は 、ドメ イ ン 名 がcom、edu、net、gov 、mil、org、us、intで 分 類 さ れ る ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ

数 を 合 算 した 。

(単位:千 台 、倍)

"国
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オー ス トラ リア
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1

1

1
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00
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3間

6.42
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7,07

5

11

5

26

11

04

61

30

ll

08

(単 位:千 台 、倍)

韓 玉
ム湾

シ ンガ ポ ー ル

香港
メ キ シ コ

タ イ

イ ン ド不 シ ア

中国

イ ン ド

ホ ス ト

(1996年1月)

29

25

23

18

14

4

2

2

1

成長竿
1年 間

1.6

1.7

4.3

1.4

2.1

2.4

13.3

3.8

2.2

3間

8.3

6.3

16,7

5,1

11.1

10.0

続 い て、第3-1-5図 で取 り上 げた各 国 にお ける経 済 規模 か ら見 たホ ス トコン ピュー タ数(ホ

ス トコン ピュー タ数/GNP)に つ いて は、 ホ ス トコ ンピュー タ数で は米 国 に大 き く劣 るニ ュー ・

ジー ラン ドが トップで＼ 次 いで オ ー ス トラ リア、 さ らに米 国、 カ ナダ が ほ ぼ同 じ水準 で続 いて い

る。 一 方、我 が国 は、総 数 で は世 界 第6位 で あ るが、 これ を経 済 規模 か ら見 る と、 ホ ス トコ ン ピ

ュータ数 で は我 が 国 よ り少 な い フ ランス、 ニュー ・ジー ラン ド、 南 ア フ リカ共 和 国、韓 国、 台湾 、

シンガ ポー ル、香 港 よ りも低 い水 準 となっ て い る(第3-1-6図 参 照)。
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-1-6図 経済規模 とイ ンターネ ッ ト接続ホ ス トコンピュータ数の関係
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NetworkWizards(httpl//www.nw.com)

BankAtlas」 に よ り 作 成

1,000 10,000

(千 台)

、世 界銀 行 「TheWorld

(注)ホ ス トコ ンピュー タ数 は1996年1月 現在 、GNPは1993年 現 在の

デー タを用いた。

国名

叔ト数

ホスト委妙GNP

米国

6,055

668

(単 位:千 台 、台/10兆 ドル)

ドイツ

453
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英国

452
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カナダ

373

649

才一ストラリア
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69
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ホスト数/GNP
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138
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54

1,200
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48
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韓国

29

87
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25

ll2

シンカ"ホ 。一ル

23

411

国名

ホスト数

ホスト数/GNP

香港 メキシコ

18 14

169 42

タ イ

4

34

イ ン ドネ シ ア

2

17

中国

2

4

イン ド

1

3

さ らに、各 国 の 人 口規模 か ら見 た ホ ス トコン ピュー タ数(ホ ス トコ ンピ ュー タ数/人 口)に つ

い ては・圧 倒 的 な台 数 を誇 る米 国 が トップで 、以 下 オー ス トラ リア、 ニ ュー ・ジー ラン ド、 カナ

ダ と続 いて い る。 一 方・我 が 国 は・経済 規模 か ら見 た場合 と同様 、低 い水準 となっ て い る(第3

-1-7図 参照) 。

(イ)イ ン ターネ ッ トの グ ローバ ル 化

イン ター ネ ッ トが・全世 界 に その広 ま りをみ せ て い る こ とを示 す の が 第3-1-8図 で あ る
。

!995年6月 現在 ・インター ネ ッ トとIP接 続 が可能 な国 は世 界65か 国で あ り、電 子 メー ル に よ る情

報 交 換 が可 能 な国 まで 考慮 す る と・ア ジ ア とア フ リカ の一 部 の地 域 を除 い て、全世 界 は、イン タ_

ネ ッ トとい うコ ミュ ニ テ ィで 一 つ につ なが っている(世 界173か 国 の間 で 電 子 メール の交 換 が 可 能)
。
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第3-1-7図
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NetworkWizards(http://www.nw.com)、 国 連 「Populationand

VitalStatisticsReport」 に よ り 作 成

(注)ホ ス トコンピュー タ数は1996年1月 現 在、人口は1993年 現 在の

データを用いた

嘩 位:千 台、台/百万人)
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2

2
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また、1995年 の運営終 了まで米国の最 も重要 なバ ックボーンで あったNSFnetに 多種多様 なネ

ッ トワー クが次々 と接続 され、 インターネ ッ トがネ ッ トワー クのネ ッ トワーク として発展 してい

った こ とを述べたが、 その過程 を示すのが第3-1-9図 である。1988年 以降ネ ッ トワーク数は

毎年倍増べ一 スで増 え続 け、1995年3月 末 までの6年 間に10(陪 以上 に増加 した。 また、国数 も

6年 間で9倍 を超 える勢 いで増加 している。

(ウ)イ ンターネ ッ トの利用主体

インターネ ットの商用利用が可能 とな り、学術研究 目的以外の利用者が飛躍的 に増加 してきた

ことを述べ たが、 ここでは、利用 目的別の ドメイソ 鵬 数 によ りインターネ ッ トの利用主体 の傾

向 を見 る。我が国では、企業の占める割合 は58.8%で 、大学等 の学術機関 は14.0%と なってい る。

一方
、米国で は、企業の 占め る割合 は82.0%で 、大学等の学術機関 は4.3%と なってお り、企業

ユースが多い傾 向は我が国以上 に顕著であ る(第3-1-10表 参照)。
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

第3-1-8図 インターネ ッ トの国際接続状 況
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出 所:LarryLandweberandtheInternetSociety.(ftp:〃ftp.cs.wisc.edu/conectivity -table)

(注)1Bitnet:IBMの メ イ ン フ レ ー ム 同 士 で 電 子 メ ー ル を 送 れ る ネ ッ ト ワ ー ク 。

2FidoNet:BBS問 で メ ー ル を 配 信 す る た め の ネ ッ トワ ー ク 。

国 インターネッ トの利用形態

ここ数年のインターネ ッ トの急成長は、WWWと そのブ ラウザの登場 に負 うところが大 きい と

言われているが、NSFnet上 を流 れたWWWの トラヒックの シェアが どう変化 したか その推移 を

見 る。1993年1月 時点ではファイル転送(ftp-data)の トラヒックが、全 トラヒックの半分近 く

を占めていたが、1994年 か らWWWの トラヒックが増 え始 める と、相対的 にファイル転送の シェ

ァが小 さ くな り、1995年4月 にはWWWの トラヒックがファイル転送の トラヒックを上 回った(第

3-1-11図 参照)。

また、WWWサ ーバ数(注34)は急速 に増 加 を続 け、全サーバ に占めるWWWサ ーバ の割 合 も増

大 している(第3-1-12図 参照)。

㈲ インターネッ ト・サービス ・プロバ イダ数の状況

7年12月 末現在 、インターネ ッ ト・サービス ・プ ロバ イダ としてサー ビス してい る第二種電気

通信事業者 は278社(届 出べ一 ス)で あ り、 これは第二種電気通信事業者全体 の約1割 にあた る。

また、第一種電気通信事業者 につ いてはKDD1社 のみであ る。 また、6年3月 以降の事業者数

の推移 を見 る と、7年 夏 ごろか ら急速 に増加 しているこ とが分 かる(第3-1-13図 参照)。

(2)イ ンターネ ッ トの ビジネスへの活用

インターネ ッ トをビジネ ス分野で活用 しよ うという動 きは、 まず米国 において、 その商用利用

への道が開 けた1991年 に始 ま り、我が国 においてはインターネ ッ ト・サー ビス ・プ ロバ イダ の設

立 が本格化 した1992年 末 ごろか ら始 まった。 インターネ ッ トが もた らす情報や そのネ ッ トワー ク

の広範 庄を活用す ることは、企業 に とって大 きなビジネ スチャンスを もた らす という判断 の下、
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第3-1-9図NSFnetへ の 接 続 状 況
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28,578

70
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第3-1-10表 日米の ドメイ ン数の比較

日本

分類
企業 CO

学術機関ac

団体 or

政府 0

ネ ッ トワー クad

特殊
都県名/都市名

合計

ドメイ ン数

2,294

547

589

148

78

3

237

3,896

構成比率
58.9%

14.0%

15.1%

3.8%

2.0%

0.1%

6.0%

米国

分類
企業 com

学術機関 edu

団体 or

政府 OV

ネ ッ トワ ー クnet

合計

ドメイン数

31,036

1,646

3,198

271

1,720

37,871

構成比率
82.0%

4.3%

8.4%

0.7%

4.5%

NetworkWizards(http://㎜.nw.com)に よ り作 成

JPNICデ ー タによ り作 成

(注)ド メイン数 につ いて、 日本は1996年2月1日 現在、米国は1995年1月 現在の数値である。

よ り有利 な競争力を獲得 しようと、 インターネ ッ トを自社の情報戦略 システムの中に位置付 け、

ビジネ スに活用す る企業 も現 れた。 また、インターネ ッ トを利用 してグ ローバルに市場 を拡大す

る中小企業や、新 しいアイデアをインターネ ッ トによ り具象化 してビジネスを興 す個 人さえ現れ

た。

こうして、世界中でインターネ ッ トへ接続す る企業が増加す ることで、 インターネ ッ トの情報

が さらに豊富 に蓄積 され、 それを求 めて、 ます ます多 くの企業 がインターネ ッ トへ接続す るとい

う図式で、企業 によるインターネ ッ トの利用が急速 に拡大 してい る。
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-1-11図 サー ビス別 トラ ヒック量の推移
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1993年1994年1995年

MeritNetworkInformationCenterServicesのnsfnet/statisticsに よ り 作 成

(注)本 図 は 、NSFNetの サ ー ビ ス 別 ト ラ ピ ッ ク量 の 「bytecount」(ト ー タ ル トラ ヒ ッ ク を バ イ ト

数 で カ ウ ン ト し た もの)を 用 い て 集 計 した 。

(単位:%)

ア 企業におけるイ ンターネ ッ トの利用状況

企業 において、ネ ッ トワーク化された情報の戦略的重要性 は、十分 に認識 されている ところで

あ る。市場動向、競合他社の状況、最新の技術成果、新製品の情報等、戦略的な決定 を行 う上で

新鮮かつ重要 な情報源は、社内か ら得 られるよりも、社外か ら得 られる場合の方が多 い。企業 の

インターネ ッ トの利用は、情報管理戦略 に寄与す る資源 を社外か ら得 るこ とを目的 に始 まった と

言 えよう。

インターネ ッ トをビジネスに活用す るための資源 として とらえる と、企業 は、

① 政府 晴報、研究報告、企業広報、各種糸瑞寸情 報等 の膨大 な情報 を、 インターネ ッ トを通 じて

容易に得 ることがで きる。

② インターネ ッ ト内 には数多 くの言寸論 グループが形成 されてお り、 自分 の業務や関心 があ る主

題 に関係 した討論グループで、最新 の情報 を得た り、自力で解決す るには困難 な問題 に対 してア
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第1節 世界の情報通信のダイナミックな展開一

第3-1-12図WWWサ ーバ数の推移
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(注)WWWサ ー バ 比 率 は 、.comサ イ トに お け る 全 サ ー バ に

対 す るwWWサ ー バ の 比 率 で あ る 。

(単 位:台 、%)

年月

W冊サーバ数

W冊サーバ比率

1993,6

130

1.5

1993.12

623

4.6

1994.6

2,738

13.5

1994.12

10,022

18.3

1995.6

23,500

31.3

1996.1

90,000

50.2

ドバ イ ス を受 けた りな ど、 インタ ーネ ッ トを通 じて情 報 を共有 し問題 を解決 す るこ とがで きる。

③ イン ターネ ッ ト上 の 討論 グル ー プや電 子 メール等 を通 じて、顧 客や ビジネ ス ・パー トナー と、

よ り緊 密 なつ なが りを確 立で きる。

といっ た行動 を とるこ とがで きる。

最 初 は、専 らこ う した情 報 を得 るた めに インター ネ ッ トが利 用 され て きたが 、利 用者 の拡大 を

背 景 に、最近 で は イ ンターネ ッ トその もの をビ ジネ スあ るいは ビジネ ス支援 の ツール として活 用

す る企 業 も増 え、 ビ ジネ スイ ンフ ラ としての イ ンターネ ッ トの利 用 が幕 を開 けよ うと してい る。

郵 政 省 が7年9月 に 行 っ た 「平 成7年 度 通 信 利 用 動 向調 査(企 業 対 象 調 査)」 〔臓351に よ り、

最近 の我 が国 にお け る企 業 の インター ネ ッ ト利 用状 況 を見 る と、 自社 で インター ネ ッ トを利 用 し

て い る企 業 の割 合 は11.7%で あっ た。 また、現在 は利用 して いな いが具 体的 な利 用 予 定 が あ る と

い う企 業 は19.4%で 、既 に利 用 して い る企 業 と合 わ せ る と、31.1%の 企業 で 利 用 が見 込 まれ て い

る。

これ を企 業属 性 別 に見 る と、 産業 別 の利 用 率で は、 「不動 産 業」(20.9%)、 「サ ー ビス業 ・その

他」(19.2%)、 「金融 ・保 険 業 」(16.2%)等 で 高 くなっ て い る。 また、利 用 見 込 み(「利 用 して い

る」 と 「具体 的 な利 用予 定 が あ る」の割 合 の合計)で は、 「不動 産業 」(42.7%)、 「金 融 ・保 険業」

(39.2%)、 「サ ー ビ ス業 ・その 他」(37.3%)、 「製 造業 」(37.1%)等 で 高 くなっ て い る。一 方、

従 業 員 数 別 の利 用 率 で は、従 業 者2,000人 以 上 が一 番 多 く34.3%で 、利 用 見 込 みで は60.6%に 及
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-1-13図 我が国のイ ンターネッ ト ・サ ービス ・プ ロバ イダ数の推移
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(注)イ ンターネ ッ ト・サ ービスを提 供す る第一種電気 通信 事業者 と第二種電 気

通信事業者(届 出ベ ース)と の合計 を示す。
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第3-1-14図 イ ンターネ ッ トの利 用率及び今後の利用予定
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ロ利用 している ロ具体的な利用予定がある

「平成7年 通信利用動向調査(企 業対象調査)」(郵 政省)に より作成

んで い るが、従 業 員 の少 ない企 業で もイ ンターネ ッ トの利 用 が進 展 して い る(第3-1-14図 参

照)。
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(単 位:%〉
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31.1

また、 自社 で インター ネ ッ トを利 用 す る企業 の うち、全社 的 に利用 して い る企 業 は18.1%で あ

り、81。9%の 企 業 は、一 部 の事業 所又 は一 部 の部 門で利 用 して い る(第3-1-15図 参 照)。

自社で イ ンター ネ ッ ト利 用 す る企 業 にお いて、 イ ンターネ ッ トを利用 で き る端 末数 は、1社 平均

263.9台 、 イ ンター ネ ッ トの ア ドレスは、1社 平均813.4ア ドレス となっ て い る。

第3-1-15図 イ ンターネ ッ ト利用企業における社内でのイ ンターネッ ト利用度

全体的に利用

18.1%

一部 の事業所
、部門で利用

81.9%

N=199

出所:「 平成7年 通信利用動向調査(企 業対象調査)」(郵 政省)

さ らに、 イ ンタ ーネ ッ トの利 用 用 途 を見 る と、 「と りあ えず利 用 して様 子 を見 て い る」 とい う

企 業 が43.1%と 最 も多 く、 「取 引 先 との打 合 せ等 にメー ル を利 用 して い る」(40.8%)、 外 部 デ ー

タベ ー ス にア クセ ス して業 務 に利用 して い る」(37.3%)と 続 き、 「活用 方法 は社 員個 々 に任 せ て

い る」 とい う企 業 も25.7%と なっ て い る(第3-1-16図 参 照)。

イ イ ン ターネ ッ ト活用 方法 の類 型化

イ ンターネ ッ トの ビジネ ス分 野 にお け る活 用形 態 を類 型 化 す る と第3-1-17図 の よ うに な る。

即 ち電子 メー ル等 の 「コ ミュニ ケー シ ョン」機 能 、 電子 ニ ュー スやWWW上 で の ホー ムペ ー ジの
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

第3-1-16図 企業 におけるイ ンターネ ッ トの利用 用途

WWWサ ー バ等を設置 して情 報提

供 、宣伝媒体 と して利用 してい る
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その他
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出 所:「 平成7年 通信利 用動 向調査(企 業 対象調査)」(郵 政省)

354045(%)

第3-1-17図 インターネ ッ トの ビジネスへの活 用の流れ
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社内 コ ミュニ ケー ション

社内情報共有 ・情報提 供

各種業務

企業内

「情 報 流 通 サ ー ビ ス 」

電子出版 ・電子新聞

デ ィレク トリサ ービス

広告サ ービス

「電 子商取 引」

仮想店舗 ・仮想商店街

電子取引(EDI、CALS)

「電 子 金融」

電子現金

オンラインバンキング

電子決済

企業外

開設等 の 「1青報公開 ・情報提供」機能のビジネ スへの活用 に始 まり、現在では、 インターネ ッ ト

の環境下で社内業務 システムを構築す る 「イン トラネ ッ ト」 という形での活用 も盛 ん になる一方

で、 インターネ ッ トその もの をビジネ スあ るいはビジネ ス支援 の ツール として活 用す る電子 出

版 ・電子新聞、デ ィレク トリサ ービス等 のF肩 報流通サー ビス」、仮 想店舗 ・仮 想商店徴 電子

取引等 の 「電子商取 引」、電子決済 あ るいは電子現金等 の 「電子金融」の ような社外 に向 けた活

用へ と範 囲が拡大 している・以下では、 こうしたビジネスの活用形態 の流 れ に応 じた インターネ

ッ トの利用状況 について事例 を挙げて紹介す る。

(ア)コ ミュニケーシ ョン

社外の人 とのコ ミュニケー ション手段 として、電子 メール を導 入す る企業が増加 してい る斌

電子 メール をや り取 りす るために採用 しているシステムは、現在、 自社で設置 した独 自仕様 のL

ANシ ステムや外部のパ ソコン通信 ネ ッ ト等 を利用す るケー スがほ とん どであ る。
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第1節 世界の情報通信のダイナミックな展開 闘 闘團關

しか し、最近では外部 とのや り取 りを電子 メールで行 う場合 に、外部のパ ソコン通信ネ ッ ト等

を利用す る以外の選択肢 として、 インターネ ッ トを使った電子 メールを利用す るケー スが増 えて

きている。 また現在で は、大手のパ ソコン通信ネ ッ トはインター ネッ トとも相互接続 され、 イン

ターネ ッ ト利用者 とのメールの交換、 さらにはインターネ ッ トを介 して他のパ ソコン通信ネ ッ ト

の利用者同士で もメール交換 が可能 にな るな ど利倒 生が向上 している。

(イ)情 報公開 ・情報提供

現在、企業 に とってインターネッ トの利用が魅 力的なのは、 インターネッ ト上 にホー ムペー ジ

を開設 し、企業の外部への情報公開 ・情報提供がで きるところにあ る。 インターネッ トを利用 し

ている企業の中には、 自社のホームページを開設 し、自 らの企業 の紹介、商品情報 の提供、経営

情報 の開示 を積極 的に行ってい るところ もあ る。現在の ところ、我が国の企業においては、 こう

いった情報公開 ・情報提供 にインターネ ッ トを利用す る場合が多い。例 えば、 自社 の製品 情報等

を多 くの利 用者 に提供 した り、あ るいは完成度の高 いホームペー ジを提供 して自社の インターネ

ット関連技術の優位 陛を訴 えるための 自社の広告 とした り、CI情 報発信の手段 として利用 して

いる企業 もあ る。

第3-1-18図 ホ ームページへのアクセス数の推移
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(情報公開 ・情報提供の利用事例)

ここで は、 インターネ ッ ト上 にホー ムペー ジを開設 して情報公 開 ・情報提 供を行 ってい る、東

京都 のあ る食品会社の事例 を紹介 す る。 この会社のホームページのメニューは、 リクルー ト情報、

協 賛 しているF1レ ースの情報、 自社商品の紹介等であ る。特 に、F1レ ースの情報 は国内外で

人気 を得てお り、多 くの アクセスを得 ている。F1レ ースの開催 に合 わせてアクセス数は増加傾

向を示 し、数か月の問に月間 アクセス数は十数万件 に急増 してお り、 その半数 は海外 か らの もの

で あ る(第3-!-18図 参照)。

大量のアクセスがあ るこ とによって、インターネ ッ トは、新 たな広告媒体 としての有効性 を示

してお り、 また、アクセ スの中には、電子 メール によるユーザ ーの意見等 も含 まれているこ とか

ら、 インターネ ッ トの インタ ラクティフ牲 は、ユーザーの反応 を商品企 画へ活用で きるとい う意

味で注 目されている。

さ らに、企業 による情報公開 ・情報提供だけでな く、国や地方公共団体あ るいは非営利組織 も

積極 的にインターネ ッ トを通 じて情報 を提供 している。郵政省では、6年9月 にホームペー ジを

開設 し、 インターネ ッ トにより通信 白書、郵政省の施策、電気通信審議 会答 申等の情報 を広 く提

供 して きたが、インターネ ッ トの利用者の拡大等 を背景 にアクセス回数 は増加す る傾向 にあ る(第

3-1-19図 参照)。

第3-1-19図 郵政省のホームペ ージへのアクセス数の推 移
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(ウ)イ ン トラネッ ト

インターネ ッ トが企業 に導 入されるためには、 インターネ ッ トの電子 メール、電子会議、電子

掲示板等のサービスや インター ネッ ト上で動 く業務 アプ リケー ションが魅 力あ るものであ るこ と

が不可欠で ある。

これまで は、社内での情報共有、ペーパー レスの手段 としては、数多 くのベ ンダー による独 自

規格 のLANを 企業 ご とに構築す る形態が主流であ り、企業内に限定 したシステム としてインタ

ーネ ッ トが導入 され ることは少なかった
。 しか し、異な る企業間でオープンな業務環境 を求 める

機会が増 えてお り、最初か らシー ムレスな企業間のネ ッ トワー ク構築環境 を作 るために、企業内

の情報 システムを構築す る際 にもオープ ンネ ッ トワー クを前提 とす るシステムを構築す る機会が

増 えて くる もの と考 えられ る。

この ように、 インターネ ッ トで利用 されている環境 と同 じクライアン ト・サーバ型の社内LA

Nを 構築 し、WWWサ ーバ とブ ラウザ ソフ トを使 って社内 コミュニケー ション、社内情報の共有 ・

提供、各種業務 システムを実現す る仕組みをイン トラネ ッ トと呼んで いる。

(イン トラネ ッ トの利用事例)

ここで は、先行的 にイン トラネ ッ トの形態で社内情報 システムを構築 し、利用 を推進 している、

大 阪府のあるガ ス会社の事例 を紹介す る。 この会社で は、情報の効率的 な共有によ り生産性や質

その ものを向上 させ るこ とが重要な課題 となっていた。 これ までの クライアン ト・サーバ型のシ

ステムでは、パー ソナル コンピュータ個 々にソフ トウェアを配布す る必要があ り、 その操作方法

もそれぞれ異 なっていた。 その解決策 の一つ としてWWWを べ一 スとす るイン トラネ ットを構築

し、各個 人のパ ソコン上 のブ ラウザ ソフ トによ り社内の業務 システム も利用で きる仕組みを構築

した。 この会社で は、高速全文検索専用エ ンジン とWWWサ ーバ をゲ イ トウェイ接続 し、過去20

年以上 にわたる技術データをクライアン ト・サーバ型か らイン トラネッ ト型 に再構築 して利用を

始 めた。 これに要 した開発費は従来の1割 程度で、開発期間は1か 月程度であった。利用者は通

常のブラウザ を用 いて、社内の どこか らで も社外 のWWWへ のアクセス と同様 の操作で利用で き、

図表 やプ ログ ラム等 も含めて瞬時 に検索結果 を得 るこ とがで きる。 さ らに、異音同意語検索等 も

可能で ある。

この会社で は、同様の仕組みを適用で きる業務 としては他 にも様 々なものを検討 している。例

えば、 これ まで紙で ファイル されている書類 は、規程類、通達、仕様書等、様 々な ものがあ り、

一部の部署の規程類だ けで も数万ペー ジ もあ る。 さ らに付随す る画像データ も膨大で あ り、 これ

までのクライアン ト・サーバ型 のシステム等で はこれ らを電子化 して も、検索が困難で あ り使い

勝手が悪 いため、 イン トラネッ トの形態が非常に有効であ る。 また、 この会社では、書類 や画像

データだ けで な く、社 内ニュース(ビ デオ情報)の ような映像データ も試験的 にWWWサ ーバ に

蓄積 ・公開 している。

今後 は、利倒 生の よいイン トラネ ッ ト環境 が実現 しつつあ るため、定型の文書のか な りの部分

を電子化 を前提 として作成す る方向であ り、真のペーパー レス化が確実 に進み、業務利用 におけ

る生産性 向上が期待 されている。

(エ)情 報流通サー ビス

インターネ ッ トの ビジネ スで の活用が拡大 して きている大 きな分野 として、情報公開 ・情報提

供 を基盤 とした情報 充通サー ビスの分野がある。情報流通サー ビスには、 インターネ ッ ト上でi青

報 を収集、配信 して付加価値 を生み出す電子出版 ・電子新聞、 インターネ ッ ト上 の膨大 な情報へ
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の適切 なアクセ ス手段 を提 供す るデ ィレク トリサービス、 アクセス頻度の高いホームペー ジの ス

ペー スを広告媒体 として売 り出す広告サー ビス等、 インターネ ッ ト上で コンテン トを流通・運用

す るサー ビスが ビジネ ス として現 われは じめている。

このよ うな情報流 通サー ビスによるビジネスは、 インターネ ッ ト上 にバ ラエ ティに富んだ1青報

が行 き交 い、利用者が多い米国 において数多 く展開 してい る。例 えば＼ 電子出版 ・電子新 聞で は・

米国のあ る会社が発行す るコンピュータ誌 に付加価値 を付 けた電子版 をインターネ ッ ト上 で発刊

し、会員制の有料購読サー ビスを行 ってい る。 また、デ ィレク トリサ ービスで は、米国のベ ンチ

ャー企業が、英語 を中心 とした情報検 索を行 うサー ビスを無料で提供 しているが、 このよ うな会

社 がデ ィレク トリサー ビス単独 に運営す るベ ンチ ャー として存続で きるの は、ホー ムペー ジを訪

れ る利用者 に向けた画面 スペースを企業広告 スペー ス として販売 して収入 を得 ているためであ る。

一方
、我が国においてはビジネ ス事例 はあ まり見 られず、現在 は、将来 ビジネ ス化 を図 ろ うと

す る企業が、 ビジネスで活用で きる基本的なサー ビスメニュー を開発 して無料で公開す るこ とに

より、運営の ノウハ ウを蓄積 している段階であ る。例 えば、デ ィレク トリサービスで は、WWW

の 日本語1青報の検索 を求 める利用者 に対 して、 日本の企業 や大学が様 々な 日本語デ ィレク トリサ

ー ビスを無料で提供 しているが、現在の ところアクセス数の絶対量が少 な く、広告収入 はほ とん

ど得 られないため、単独の事業 としては成立 していない。む しろ、情報公開 ・提供 の手段の一つ

として利用す る企業が多い。

け)電 子商取引

インターネ ッ トが今後のニュー ビジネスのために活用 され る分野で、例 えば、商取 引の分野が

注 目されている。 インターネ ッ ト上で電子商取引を行 う際 には、取引情報のや り取 りに高 い信頼

性が求 め られ る。 しか し、現状 のインターネ ッ トは、ネ ッ トワー ク自身のセキュ リティ機 能が十

分で ないため、高 い信頼性 を確保 す るための特別な仕組や手段 をネ ッ トワー ク上 のソフ トウェア

で確 保す るか、 あるいは その ような取 引情報 をファクシ ミリ等の他の手段 を用いてや り取 りす る

かの どち らかの選択 を しなければ ならない。

この分野 において、 当初 は後者の方法 によ りビジネスが立 ち上がったが、最近で はインターネ

ッ トのよ うなオープンなネ ッ トワークにおいて も、 ネ ッ トワーク上 のソフ トウェアによるセキュ

リティを確保 す るための技術 を利用す るこ とによ り、電子商取 引で きる範 囲は急速 に広がって き

ている。 この ような技術 を活用すれば、例 えば、購 入の際 もその場で直 ちにクレジッ トカー ドに

よるオンラインの決済が可能 となる。

こうしたインターネ ッ ト上 のオンライン決済 の試みについては既 に海外で 多 くの実験が行 われ

てお り、代表的 な取 り組 み としては、米国 にお いて進 め られて いる企業 コンソー シァムにょ る

CommerceNetが あ る。 このプ ロジェク トには、 コン ピュータ、半導体 メーカー、銀行、パ ソ

コンの通信販売 会社等、約140社(1996年3月 時点)が 参加 し、イ ンターネ ッ トを利 用 した、商

品情報の流通、製品の共同開発や部品メーカー等への発注、資金決済等 のデータ交換 を行 うた め

の技術開発や実証実験が進 め られている。

また、我が国 において も、出版社や シンクタンク等 をは じめ とす る様 々な企業が、WWWサ ー

バ上 に仮想商店街 を相次 いで立 ち上げ始 めている。

(仮想商店街の利用事例)

ここで は、仮想商店街のサー ビスに取 り組 む東京都のあ るシン クタンクの事例 を紹介す る。 こ

の会社で は、仮想商店街 に出店す る参加企 業か ら商品情報 を受 け取 り、ホームページへの登録作
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業 を行 っている。 システムの保有及び運営 はこの会社が行 うため、参加企業はシステムを保有す

る必要 はない。この仮想商店街 のシステム構成 と、買い物 の手順 は第3-1-20図 の とお りで ある。

第3-1-20図 仮 想商店街のシステム構成例

ID発 行

個人認証

消

費

者

仮想商店街

オ ー ダ ー 受注情報

商品情報

商品発送

出

店

企

業

決済

カー ド会社

銀行振 り込み

郵便為替 ・振替

会 員 登 録 か ら買 物 ま で の 手 順

・消 費 者 は仮 想 商 店 街 に ア クセ ス し、 会 員 登録 をす る.、

(氏 名 、住 所 、電 話 番 号 、 メー ル ア トレスの 登録 とパ ス ワー ドの 設 定)
・登録 内容 を送 信 す る と 「仮 登 録 」 とな り、後 日仮 想 商 店 街 よ り本 人 確 認 の電 話 が 入 る.
・本 人確 認 の 後 、IDが 電 子 メ ール で 送 られ 、登 録 完rと な る 。
・仮 想 商 店 街 の ホ ー ムペ ー ジ内 の 商 品 を購 入す る場 合 は 、

ID番 号 とパ ス ワ ー ド、 ク レ ジ ッ ト番号 、商 品 送 り先 等 を 入 力す る こ とに よ っ て注 文 が で き る。

(ID番 号 とパ ス ワ ー ドに よ って個 人 認証 を行 う)
・セ キ ュ リテ ィー確 保 の ため に 、 セ キ ュ ア モ ー ドのWWWブ ラウ ザ を利 用 して い る。

そ れ以 外 は 、 フ ァク シ ミ リで の 注 文 とな る 、

インターネ ッ トを仮想商店街 とい う形で利用す ることによ り、

① 出店企業 に とっては、

・通 常の店舗販売 と比較 して低 コス トで商品販売がで き、商品情報 も頻繁 に変 え られ るこ と

・販売チ ャンネル、広告チャンネルの制約がないため、中小企業、あ るいは個人で も参加で き

るこ と

・販売対象が限定されず、 日本全国、あ るいは全世 界のマーケッ トを相手 にで きること

② 消費者 に とっては、必要 な時 に欲 しい物 を注文で きるとい う利便性があ ること

といった利点があ る。 また、 この仮想商店街 を運営す る会社 としては、 インターネッ トを用 いた

仮想商店街 のビジネスでブ ラン ドが確立 され ることが、今後の事業展開で大 きな経営資源 となっ

ている。

(ガ 電子金融

金融分野 においてインターネッ トを利用す る魅力は、家庭 に居 なが らに して、いつで も、銀行

の決済、資金の移動がで きるよ うになるこ とであ る。 また、将来 インターネ ッ トを介 して自由に

出 し入れで きる電子現金の利用が可能 になれば、小銭 を持 ち歩 く必要がない といったメリッ トも

大 きい。 また、 インターネ ッ トに対す る波及効果 として、デ ジタル コンテン トの売買、小額取引

等の可能 性が大 きく広が るこ とが考 えられ る。
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(電子現金の利用事例)

ここでは、オ ランダのあ る会社が提案 した電子現金 による利用実験の取組 を紹介す る。 この会

社の提案す る電子現金の最大 の特徴 は、ICカ ー ドを利用せず、 ソフ トウェアだ けで電子現金 を

実現 した こ とで あ り、 かつ支払 いのプライバ シー は守 られてい るこ とで あ る。 この会社で は、19

94年10月 か らネ ッ トワーク上だ けで利 用で きる仮想通貨 による電子現金の実験 を開始 した。 この

実験で は、参 加希望者 に100サ イバーバ ックス(サ イバ ーバ ックスは仮想通貨の単位)を 配布 し、

インターネ ッ ト上 に開設 した店舗 を通 じてデ ジタル商品 を売買で きるようになっている。 この実

験 は、1995年 末の時点で、約6万 人が参加す る大規模 な もの となっている。

さ らに、米 ドル との交換 を保証す る電子現金の実験 も開始 された。米国のあ る銀行で は、前述

の会社が提案 した電子現金方式 の技術 ライセンスを受 け、1995年10月 か らインターネ ッ ト上 での

電子現金 による預金の引 き出 しと預 け入れサービスを始 めた。 このサービ スには、1995年12月 末

時点で、数千 人の消費者 と20店舗 ほ どが参加 している。

コラム7

インターネットに接続する簡易端末

最近、 インターネ ッ トをは じめ としたネ ッ トワークの利用 を前提 に、機能 を絞 り込んで低価格

化 を図った端末の販売計画が家電メーカー等か ら相次 いで発表 されてい る。 「インターネ ッ トに

接続す る簡易端末」 といわれるこれ らの端末 を通 して、インターネ ッ トの多彩 なホームペー ジや

インターネ ッ ト経 由の電子メールが今 まで よ り簡単 に利用で きるようにな る。

「インター ネッ トに接続す る簡易端末」 は
、現在 開発 されてい るもの を含 める と次の三つ に分

類で きる。

〔インターネ ッ ト・セ ッ トトップ〕

ビデオゲー ム機の機能 に、家庭用テレビに接続す る機能及び電話回線や専用線 回線 を通 じてイ

ンターネ ットに接続す る機能 をプラス したタイプで、簡便 にインターネ ッ ト接続 を可能 に し、 ホ

ームペー ジを探索で きるセ ッ トトップ ・ボ ックスで あ る。 これによ り、家庭用のテレビで、 イン

ターネ ッ トのホームペー ジを放送番組 を見 る感覚で楽 しむ ことがで き、 自分の好 きな情報 を世界

中のWWWサ ーバか ら入手す ることがで きる。

〔ネ ッ トワー クPDA〕

低価格で、移動体通信 を利用 してインターネ ッ トヘ アクセ ス可能な次世代型のPDA(携 帯型

情報通信端末)の タイプであ る。外 出先か らで も会社のデータベースを利用す るな どの使 い方 も

可能であ る。

〔ウェ ッブ ・クライアン ト〕

インターネ ッ トに接続 された安価 な端末で、プ ログラムや ソフ トウェア等 は、ネ ッ トワークか

ら直接ダ ウンロー ドして使 うタイプであ る。従来のパ ソコンか ら、ネ ッ トワー ク接続以外 の機 能

(フロッピーデ ィスク駆動装置及びハー ドデ ィスク装置、 メモ リ)を 取 り去 り、機能 を最小限 に

した装備 となる。
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2欧 米の精報通僧粥場の構造変:革一

(1)情 報通 信サ ー ビスの 動 向

電 話回線 数 、携 帯 ・自動車 電 話 の契 約 数、 ケー ブル テ レ ビの加 入数及 びパ ソ コン保有 数 によ り

欧 米地 域で の情 報通 信 サー ビ スの現状(1994年)を 見 る と第3-1-21～26図 の とお りで あ る。

米 国 、英 国、 ドイ ツ及 び フ ラン スにお け る100人 当た りの 電話 回線 数 は、米 国が60.2回 線 と高 く、

次 いで フ ラン スの54.7回 線 、英 国 の48.9回 線 、 ドイ ツの48.3回 線 で あ り、 いず れ も我 が 国(48.0

回線)よ り高 い水準 となっ てい る。

第3-1-21図 国 別 電 話 回線 数

(100人 当 た り)(1994)

(回線)

第3-1-22図 国別携帯 ・自動車電話の契約数

(100人 当た り)(1994)
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第3-1-23図
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第3-1-25図 国別ケ ーブルテ レビの加入数
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第3-1-26図 国別パ ソ コン保有 数
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(台)

25

20

15

10

5

米国 ドイツ フランス 英国 日本

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」

(ITU)に よ り作 成

0

30

25

20

15

10

5

0

英 国 日 本

米国 フ ランス 英国 ドイツ 日本

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」

(ITU)に よ り作成

(単位:台)

国名

加入数

米 国
23.2

ド イ ツ

18.0

フ ラ ン ス

2.8 1,6 8.3(18>

国名

台数

米 国
29.8

フ ラ ン ス

15.9

英 国

15。2

ド イ ツ

14.4

日 本

12.0

()は 、都市型 ケーブルテ レビ

100人 当た りの携 帯 ・自動車 電 話 の契 約 数 で は、米 国 が9.3、 英 国 が6.5で あ り、我 が 国(3.4)

よ り高 く、 ドイ ツが3.1と 我 が国 と同 じ水準 にあ る。 また、1990年 か ら1994年 にか け ての 年 平均

伸 長率 は、 ドイ ツが74.0%と 急 成長 して い る。

100人 当 た りの ケー ブ ル テ レ ビの加 入数 で は、米 国 が23.2、 ドイ ツが18.0と 高 くなっ て お り、

我 が 国(8.3)よ り も高 水準 とな っ て い る。 また、 フ ラン スが2.8、 英 国 が1.6と 我 が 国 の都 市 型

ケー ブル テ レビの加 入数(L8)と 同 レベ ル 又 は それ以上 となっ て い る。

100入 当た りのパ ソ コン保 有 数 で は、 米 国 が29.8台 と高 く、次 いで フ ラ ン スが15.9台 、英 国 が

15.2台 、 ドイツが14.4台 で あ り、 いず れ も我 が国(12.0台)よ り高 い水準 となっ て い る。

惣臆塾鶴鯉幽230



第1節 世界の情報通信のダイナミックな展開蕩

(2)主 要 な情報通信政策及び情報通信市場のダイナ ミックな展開 ・再編

各国の情報通信政策 を見 ると、米国では旧AT&T分 割 を始め とす る競争促進政策が採 られて

お り、同国の情報通信市場 においてはダ イナ ミックな動 きが見 られる。 また、EUに お いては、

電気通信の完全 自由化への動 きが急速 に進展 してきている。

ア 米国

(ア)主 要な情報通信政策

米国で は、1984年 のAT&T分 離 ・分割(`136}等の情報通信 市場 にお ける競争促進政策 が採 られ

てきてい る。 その結果、長距離通信分野(以 下国際通信 を含 む。)で は、AT&T分 割以降、A

T&T、MCI、 スプ リン ト等のキャ リア問での競争が促進 され、AT&Tの 市場 占有率 は、売

上高でみ ると1984年 に約90%で あったが1994年 には約55%に 低下 して きてい る。 また、競争の結

果、1983年 末 には1.85ド ルであったAT&Tの 最遠距離平 日昼間の3分 間の通話料金が1994年 末

にはLO2ド ル になるな ど料金 の低廉化 も進 んで きてい る。

長距離通信分野におけるこのよ うな競争激化の結果 を踏 まえ、1995年10月 にFCCは 、AT&

Tを 非支配的事業者 と認定 した。 これ によ り従 来、支 配的事業者 として最 長で120日 の公示期間

を経 るこ とを義務付 けられていた料金改定 について、本認定により、AT&Tは!日 の事前通知

で料金改定が可能 となった。

また、RHCの 長距離通信市場への参 入禁止 については、1982年 修正同意審決 に原則 として禁

止 され るこ とが定 められていた。 しか し、1995年2月 、司法省 はRHCが 一定の条件の もとに長

距離通信市場 に参入 し、AT&T、MCI、 スプ リン ト等 と競争す ることを奨励す る方針を発表

した。ただ し、RHCが 長距離通信市場 に参入す るためには、当該RHCの 地域通信市場 におい

て も競争状態 にあ ることが必要であ るとし、 また、RHCに 対 し、競争企業 との相互接続協定の

締結、競争企業 に変更 した場合で も加入者が以前 と同 じ電話番号 を使用で きる 「ナンバー ・ポー

タビ リティー」等の義務付 けを要求 している。

←f)1996年 電気通信法の制定

1996年2月 、!996年 電気通イ識去が制定された。本法 は、米国の情報通信 市場の競争促進 と規制

緩和を図 るもので あ り、 その主 な内容は、次の とお りであ る。

①RHCに 対 し長距離通信市場への参入を認 めるこ と

1982年 修正同意審決 によるRHCの 長距離通信市場への参入禁止 を解除 し、長距離通信市場

への参入が認 め られた。 ただ し、主な条件 として、分離子会社 によるこ と、地域 の競争条件が

整備 されていることについての承認、地域通信分野 における設備べ一 スの競争相手 との競合が

定め られた。

② 長距離通信事業者 に対 し地域通信事業へ参入す るに際 しての障壁 を除去す ること

従前は、各州 公益委員会 による制限が認 め られていたが、 こうした制限が禁止 された。

③ ケーブル テレビ事 業者 に対 し地域通信市場 への参入を認め ること

従前は、各州公益委員会 による制限が設け られていたが、 その制限が廃止 された。

④ 放送 局の所有規制 を緩和す ること

放送 メデ ィアの集中制限を緩和す るため、1企 業の所有で きる局数 につ いては、 テレビ局に

関 しては、局数制限を廃止 し、合計視聴世帯数の全国視聴世帯数 に対す る割合(カ バ レッジ)

が従前 の25%以 内か ら35%以 内に緩和 された。 また、 ラジオ局につ いては、従前のAM・FM

各18局 以 内か ら同一地域 を除 き無制限に認め られるこ ととされた。
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

また、従前 は、 テレビ局の同一地域 内ケーブル テレビの所有が禁止 されていたが、 テレビ局

とケーブルテレビ局の相互 所有が認 め られた。

⑤ 暴 力 ・わいせつ情報への対応

ケーブルテレビ事業者 に対 し、わいせつ シー ンの多い番組 につ いてはスクランブルをか ける

こ と、テレビ受像機 メーカーに対 し、暴力 ・わいせつ シーンの多い番組 をブ ロックす る機能 を

付 けること(Vチ ップの内蔵)が 義務化 された。

本法 の制定 により、米厨晴報通信市場 は、地域通信事業者 と長距離通信事業者 との相互 参入等

が原則的に可能な構造 となった。

(ウ)情 報通信市場の競争、提携等のダイナ ミックな展開

米国の情報通信市場で は、事業者間のダ イナ ミックな競争 ・提携等 の動 きが見 られ る。 ここで

は、 その動 きの代表例 を紹介す る(第3-1-27図 参照)。

第3-1-27図 米国情報通信市場 にお ける競争 ・提携等

、.幽」・ll三 ξ

AT&T

出資

出資

[コ亟=ト 出資
スフ リン ト

ε1・5乃 ・
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④
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(CNNほ か)

USウ エ ス ト

ア メ リ テ ッ ク

提 一1買 収

携

ヘ ル ・サ ウ ス

SBCコ ミュニ ケ ー シ ョンズ

GTE

ナ イネ ノク ス

ハ シ フ ィ ノク ・テ レ シ ス

=Ll層4

ヘ ル ・ア トラ ン テ ィ ノク

出資

出資

出資

買収

1胃 冶

TCI

コ ム キ ヤ ス ト

①
ABC 買収

買収

合弁会社

コ ッ ク ス ケ ー ブ ル

._.」=-一_1

2三 三二ニヒ上 望 」

タ イム ワ ー ナ ー ケー ブル

コ ンチ ネン タル ケーブル

テ レ ビジ ョン

曜 吊IIil」

20世 紀 フォックス

ウ ォル ト ・デ ィズ ニ ー

合弁会社(*)

CAA

タ イ ム ・ワ ー ナ ー

ニ ュ ー ズ

出資

郵 政 省 資 料 に よ り11成

(注>lCAA:ハ リ ウ ノトの 娯 楽 工 一 ジ ェ ン シ ー(Creative-Artists-Agency)

2合 弁 会 社(*)は 、1995年8月 に 解 ～肖 され て い る

①AT&Tの 再分割

1995年9月 、AT&Tは 、通信サービス以外の通信機 器製造及び コンピュー タ事業の2事 業

を、1997年1月 に別会社 として分離す るこ ととした(第3-1-28図 参照)。 この分割 によ り、

AT&Tで は通信事業への集中投資が図 られ ることとなる。 さ らに、同社は、将 来の地域通信

市場への参入等 に向けて、既 に七つの地域事業本部の設立 を計画 してい る。
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第1節 世界の情報通信のダイナミックな展開

AT&Tの これ らの経営判断 の背景 には、1996年 電気通管 去の制 定によ り、RHCの 長距離

通信市場への進 出が進 めば、同市場での競争が一層激化す るなど目まぐる しく変化す る市場へ

の迅速 な対応の必要性への認識があ る。

第3-1-28図AT&Tの 再 分 割

11984年 、長距離(AT&T)と7つ の地域電話会社に分割

長距離通信会社AT&T
[7つ の地域電話会社]

ア メ リ テ ソク ベ ル サ ウ ス ベ ル ア ト ラ ン テ ィ ソク

↓
ナ イネ ソクス ハ ン ブ イソク テ レ ン スSBCコ ミュ ニ ケ ー ン ヨ ンス

USウ エ ス ト

2AT&Tの 現 在の組織 [AT&T]

通信事業部門 ベ ル研 究所

(25,800人)

通f言機器製造

部門

コ ンヒュ ー タ

製造 部 門

、今回の再分害_↓
(1996年 末 ま で) 田 ↓

1通 信 会社

(名称:AT&T)

・長 距離 通信

・国 際通 信

・移 動体 通信

ク レ ジッ トカ ー ド

〔研 究 事業 部(5
,800人)〕

〔従業員数〕 12万1,000人

2通 信 機器 製 造 会社

(名称:ル ー セ ン ト
・テ ク ノロ ジーズ)

・通信 機 器の 製 造

・ベ ル研 究所

(20,000人)

13万7,000人

3コ ンピ ュー テ ィング会社

(名称:NCR)

・コ ン ピュ ー タ製 造

な ど

4ナ∫3,000ノ ＼

郵政省資料により作成

(注)今 回の再分割の構想は、1995年9月 に、AT&Tの ア レン会長が発表。

②RHCの 長距離通信市場への参入

]995年4月 、司法省 は、アメ リテ ックに対 して、AT&T及 び その他の長距離通信事業者 に

対す る地域通信市場 の開放 を条件 に、 イリノイ州 シカゴ及び ミシガン州グ ラン ド ・ラピッズに

おける長距離 再販サー ビスの試行 を認 める計画 を発表 した。さらに、1995年10月 、司法省 はUS

ウエ ス トの営業区域外の地域通信市場で の長距離通信サービスの提供 を認 めるようにワシン ト

ン連邦地裁 に申立てを行った。

③ 長距離通信事業者の地域通信市場への参入

AT&Tは 、1995年1月 、初 めてニュー ヨー ク州 の一部で地 域通信市場 に参 入 した。 さ らに、

イ リノイ州及びカ リフォルニア州で も参入許可 を各州 公益事業委員会 に求 めている。

また、 スプ リン トは、地域通信サー ビスの提供 に向けてTCI、 コムキャス ト及び コックス

ケーブルのケーブルテレビ会社3社 と合弁会社 を設立 している。

④ コンテン ト事業者等 による放送事業者等 の買収

娯楽 ・映画会社であ るウォル ト・デ ィズニー杜 は、1995年7月 、米国3大 ネ ッ トワー クの一

っで あるABCを 買収、傘下 に収 め ることで合意 した。

電機 メーカーであ るウェスティング・・ウス ・エ レク トリック社は、1995年8月 、米 国3大 ネ
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■一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

ッ トワー クの一つで あるCBSを 買収す るこ とで合意 した。

タ イム ・ワーナー社 は、1995年9月 、ケーブル テレビ番組供給会社のニュー ス専門チ ャン不

ルのCNN等 を所有す るターナー ・ブ ロー ドキャスティング ・システム社 を買収 す るこ とで合

意 した。

⑤ 電気通信事業者 と放送事業者の相互参入

AT&Tは 、直接衛星放送会社であ るDirecTV社 の株式の2.5%を ヒュー ズ社か ら取得 し、

今後5年 で 出資比率を30%ま で拡大す る権刑 を取得 した。

また、MCIは 、オー ス トラ リアのニ ューズ社 と折半 出資の直接衛星放送会社であ るASkyB

社(仮 称)の 設立 を計画 している。

⑥ 電気通信事業者 とコンテン ト事業者 との提携

AT&Tは 、1995年11月 か ら開始 したビジネ ス向 けオンライン情報提供サ ービスに、CNN

の作成 した コンテン トを流す こ ととした。

また、ASkyB社(仮 称)は 、ニ ューズ社傘下の20世 紀 フォックス社の放送 ソフ トを中心 と

して全米向 け多チャンネル放送等のサー ビスを1997年 内 に開始 す る予定であ る。

イ 欧州

(勃EUの 主要な情報通信政策

EUの 情報通信市場 においては、既 に加盟 国の多 くでは電気通信事業者の民営化 は終 了 してい

る。 また、競争導入については、加盟国によって差が あ るものの、進 展 しつつあ り、1995年12月

現在、移動通信分野で は英国で4社 、 ドイツで3社 による競争が行われて いるの をは じめ、 フラ

ンスの ほか多 くの国で2社 競争体制が とられている。 また、固定通信分野で競争 を導入 してい る

国は、英 国、 スウェーデ ン及びフィンラン ドの3か 国 となってい る(第3-1-29表 参照)。

さらに、最近、EUで は、電気通信分野への競争導入の動 きが急速 に進行 している。

電気通信サービスへの競争導入 につ いては、すべての電話サ ービスへの競争導 入の達成期限 を

原則 として1998年1月 とす るこ とが、1993年7月 にEC(当 時)閣 僚理事会で採択 された。 これ

を受 けEU加 盟国 も着実 に電気通信サー ビスへの競争導入を進 めている。

電気通信 インフラ分野への競争導 入について も、 その達成期 限を原則 として1998年1月 とす る

決議が、1994年11月 にEU閣 僚理事会で行 われた。 また、早期 のインフラ分 野への競争導入 をめ

ざすEU委 員会は、1994年12月 に音声電話 を除 く電気通信 サービスの提供 のため、ケーブル テレ

ビジョンのインフラを代替 インフラ として開放す るこ とを内容 とす るケーブル テレビジョン自由

化 に関す る委員会指令案 を採択 した。本指令案 は、EU加 盟 国等の関係機 関 との協議 を経 て、欧

州委員会で1995年10月 に採択 され、!996年1月 に発効 した。 これによ り、EU全 域 において、 ヶ

一ブル テレビ網 による新 しいマルチ メデ ィアサービスの伝送が可能 となった
。 さ らに、電力 ・鉄

道等の代替 インフラによる、音声電話を除 く電気通信サー ビスへの競争導 入 につ いては、1996年

7月 か ら実施す るとの内容を含 んだ電気通信全面 自由化指令が、1996年3月 に欧州委員会 によ り

採択 された。

(イ)英 国の主要な情報通信政策 と情報通信市場の競争 ・提携等の動向

英国では、1982年 のマーキュ リーに対す る免許の交付以降、BTと の複 占政策が とられていた

が、1991年 にDTIは 、複 占政策 を終了させ、国陪樋 信 を除 くすべ ての分野 において競争 を導 入

す る政策転換 を行 った。 この結果、複占政策の転換後 に新規事業者 の参入が増 加 し、1994年 末現

在、60の 事業者 に免許が交付 されている。
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第3-1-29表EU諸 国の電気通信 事業者の状 況(95.12現 在)

国 名

英国

フラ ン ス

ドイツ

スペ イ ン

ス ウェ ー デ ン

イタリア

オランダ

ポル トガル

ギリシャ

ベ ル ギ ー

アイル ラン ド

デ ンマ ー ク

ブ イン ラ ン ド

オ ー ス トリア

ルクセ ンブル ク

民営化の状況

民営化の有無

民営化済

時期

1984

民営化後の会社名

BT

計 画 中(フ ランス ・テレコム)

民営化済 1995

注1

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

1993

1994

1994

1994

1994

1994

1994

1994

1994

ドイ ツ ・テ レコム

テ レ フ ォニ カ

テ リア

テ レ コム イ タ リア

PTTテ レ コム

ポ ル トガルテ レコム

グ リー クテ レコム

ベ ルガコム

テ レ コム ア イ レア ン

テ レデ ンマ ー ク

テ レ コム フ ィン ラ ン ド

予定なし

予定なし

固定

通信

約60社

独 占

独 占

独 占

5社

独 占

独 占

独 占

独 占

独 占

独 占

独 占

約50社

独 占

独 占

移動

通信

4社

2社

3社

2社

2社

2社

2社

2社

2社

入札中

独 占

2社

2社

入札中

独 占

郵政省資料 によ り作成

(注)1ス ペ インでは、1924年 の設立当初か ら株式会社形態 を とっている。

2民 営化 とは、事業者の株式会社化 をい う。

しか し、現状で は電話サー ビス及び専用線サー ビス市場 におけるBTの 売上高の割合 は約90%

とマーキュ リーの約8%に 比べて圧倒的なシェア となっている。 そのため、1995年7月 、OFT

ELは 、「有効 な競争:行 動のための枠組み」 と題 す る報告書 を発表 した。本報 告書で は、BT

の反競争的行為 に対応す るため、①免許条件 に一般的に反競争的行為 を禁止す る条項 を規定す る

こ と、②反競争的行為 に関す るガ イ ドラインを策定す るこ と等 を提案 している。 この提案が実施

されない場合又 は有効 な競争が促進 されない場合には、構造 的分離 を含 めBTの 在 り方 につ いて

検討す る可能 陛がある と言及 している。

英国で は、1991年 に電気通信市場への競争導入を実施 した際、ケーブルテレビ事業者 に電話事

業への参入が認 め られたが、CATV電 話 は料金低廉化の影響 もあ り、急速 に普 及 している(第

3-1-30表 参照)。

第3-1-30表 英国におけるCATV電 話加入者の推移

CATV電 話加入者数

CATV電 話加入者数/BTの 電話加入者数

1991

0.4万

0.0%

1992

3.1万

0.1%

1993

14,4万

0.6%

1994

37.7万

1.4%

1995

87.3万

3.3%

郵政省資料 によ り作成

(注)CAT>電 話加入者数 は、各年の4月 現在 、BTの 電話加入者数は、各年の3月 時 点の数値。

ただ し、1995年のCATV電 話加入者数/BTの 電話加入者数 は、1994年3月 時点の数値で算 出。

(ウ)フ ランスの主要な情報通信政策 と情報通信市場の動向

フランス政府 は、1998年 のEU域 内での音声電話サー ビスへの競争導入 に対応す るため、 フラ

ンス ・テレコムの民営化 が不可避で あ るとし、1993年 にフランス ・テレコムの民営化計画 を閣議

決定 し、民営化 を進 めよ うとしている。 しか し、実施時期 につ いては、労働組合の反対が強 く、
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

早 くとも1997年 まで先送 りされ ることとなった。1993年9月 に移動通信分 野で、新た な事業者 に

免許が付与 され、同市場での競争が開始 された。

さ らに、 フランス政 府は、1993年10月 に移動通信 と代替 インフラの接続 を認 め る方針 を発表 し

ていたが、1995年5月 にこの方針 に基づ きフランス国鉄 の持 つネ ッ トワー クを移動通信網 と接続

す るこ とを認可 した。 これによ り、 フランスで は、インフラ分野 においてフランス ・テレコム に

よる独 占状態 か ら競争状態へ と入った。

に)ド イツの主要な情報通信政策 と情報通信市場の動向

ドイツで は、1989年 の第1次 郵電改革 によ り規制体 と事業体が分離 され、電気通信事業運営 の

主体であ るDBPテ レコムが発足 した。 さらに、DBPテ レコムは、1994年7月 に第2次 郵 電改

革 に関す る法案が成立 した ことによ り、1995年1月 か らは ドイツ ・テレコム株式会社 として新 た

に発足 した。

また、 ドイツにお ける電気通信市場の状況 をみ るとアナ ログ系移動通信、公衆 網の設置及び音

声電話サービスは、 ドイツ ・テレコムの独 占 となっているが デジタル系移動通信で は ドイツ ・

テレコム、マンネスマン ・モービル フンク及 びEプ ルスの3社 体制が とられている。

現在、ドイツで は、EUの1998年1月 か らの電気通信市場への競争導入政策 に沿 って、ドイツ ・

テレコムの独 占を崩 し競争を本格化 させ るため、新 たに交付す る事業者免許 の数 を制限 しない こ

と、地域通信市場への参入を認め るこ と等 を内容 とした通信改革法案が1996年2月 に連邦議 会 に

提出 されてい る。本法案が可決 される とドイツ ・テレコムの独 占体制が崩れ、同国 において も競

争が本格化 す るこ とにな る。

3ア ジア ・太平洋地域の惰報通信市場の拡大

ア ジア ・太 平 洋地域 は、最 近 の急激 な経 済 成 長 に伴 い、世 界経 済 を引 っ張 っ て きて お り、 情 報

通信 市場 も急 拡大 して きて い る。

ここで は、 ア ジア ・太 平洋 地域 にお け る情 報通 信 イ ンフ ラの整 備状 況 を踏 ま え、 それ らの 国 々

の情 報 通信 市 場 にお け る民営 化 ・競 争状 況 及 び情 報 通信 イ ン フラの整 備 のた めの政 策 の進 展 につ

いて概 観 す る。

(1)情 報通 信 サ ー ビスの 動 向

電 話 回線数 、携 帯 ・自動車 電 話 の契約 数 、 ケー ブル テ レビの加 入数 及 びパ ソ コン保 有 数 に よ り

ア ジァ ・太 平 洋地 域 〔」37}にお け る情 報 通 信 サ ー ビ スの 現状(1994年)を み る と第3-1-31図 ～

36図 の とお りで あ る。

100人 当た りの電 話 回線 数 は、香 港 が54.0回 線 と最 も高 く、次 いで オ ー ス トラ リア の49 .6回 線 、

シ ンガ ポー ル の47.2回 線 、 ニ ュー ・ジー ラン ドの47.0回 線 で あ り、我 が 国(48 .0回 線)と 同 レベ

ル又 は それ以 上 となって い る。一 方、 イン ドで は1.1回 線 、 イ ン ドネ シ アで は1 .3回 線 とな って お

り、 基本 的 電気 通信 イ ン フラで あ る電話 網 の整備 状 況 にお いて、 各国 間 で の格差 は大 きい。 しか

し、1984年 か ら1994年 にか けて の年平 均 伸 長 率 は、 中 国で25.7%、 タ イで18 .4%、 イ ン ドネ シ ア

で16.7%、 イン ドで13,0%、 マ レ イ シアで12.9%、 ブ ル ネ イで12.5%、 韓 国で12.2%と2け た の

伸 長 率 となっ てお り、世 界平 均 の5.2%を 大 き く上 回 っ て い る。

100人 当た りの携 帯 ・自動 車 電 話 の 契 約 数 で は、 シンガ ポ ー ル が8.4と 最 も多 く、 香港 が7 .4、
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オ ー ス トラ リアが7.0、 ニ ュー ・ジー ラ ン ドが6。5、 ブ ル ネ イが5.6で あ り、我 が 国(3.4)以 上 の

水 準 とな っ て い る。 また、1990年 か ら1994年 にか けて の年 平 均 伸 長 率 は、 中 国で204.1%、 フ ィ

リピ ンで113.2%と 大 き く拡 大 して きて い る。

100人 当 た りの ケー ブル テ レ ビの加 入数 で は、 台湾 が14.0と 高 く我 が国(8.3)以 上 の水 準 とな

第3-1-31図 国別電話回線数(100人 当た り)(1994)

(回線)

60

50

40

30

20

10

0
香港 オーストラリア シンがポール ニュー・シ'一 台湾 韓国 ア1レネイ

ラント'

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」

マレイシア タイ 中国 フィリピン インドネシア イント バプア・ 日本
ニューギニア

(ITU)に よ り 作 成

(単 位:回 線)

国名

回線数

香港

54.0

オ ー ス ト

ラ リア

49.6

シ ンガ

ポ ー ル

47.2

三ユ=
ン ー フ ノ

ド

47.0

台湾

40.0

韓国

39.7

ブ ル 不

イ

22.0

マ レ イ

シア

14.7

タ イ

4.7

中国

2.3

フ ィリ

ピ ン

1.7

イ ン ド

ネ シア

1.3

イ ン ド

1.1

パ ア ・

ニ ュ ー ギ

ニ ア

1.0

日本

48.0

第3-1-32図 国別携帯 ・自動車電話の契約数(100人 当た り)(1994)

10

8

6

4

2

0
シンガポール 香港 オーストラリア ニr・ゾー プル新 マレイシア 台湾

ランド

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」

韓国 タイ フでリピン 中国 インドネシア バプア・ イン ト 日本
ニューギニア

(ITU)に よ り 作 成

国名

契約数

シ ンガ

ポ ー ル

8.4

香港

7.4

オ ー ス ト

ラ リ ア

7.0

モ ユ=ご
ン ー フ ノ

ド

6.5

ブ ル 不

イ

5.6

マ レ イ

シア

2.9

台湾

2.7

韓国

2.2

タ イ

1.1

フ ィ リ

ピ ン

0.3

中国

0.1

イ ン ド

ネ シ ア

0.04

パ プ ア ・

ニ ュ ー ギ

ニ ア

イ ン ド 日本

3.4
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っ て い る。 また、韓 国 が5.8、 中 国が2.5で あ り、 我 が 国の都 市 型 ケー ブ ル テ レ ビの加 入数(1 .8)

の水準 以上 となっ て い る。

100人 当 た りのパ ソコ ン保 有 数 で は、 ニ ュー ・ジー ラ ン ドで19.0台 、 シ ンガ ポ ー ル で15.3台 、

香港 、 韓 国で 各11,3台 と我 が 国(12.0台)と 同 レベル 又 は それ以 上 となっ て い る。

第3-1-33図 国別電 話回線数年平均伸長率(1984～1994)

(%)

30

25

20

15

10

5

0
中国 タイ イ/卜不ソア イ〆 ト マレインア フル不イ 韓国 フィリヒ'ン 台湾 香港 シンガポール オーストラリア

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」(ITU)に よ り作 成

llZ鴇;1;ノ ジー 日本

国名

伸長率

中国

25.7

タ イ

18.4

イ ン ド

不 シ ア

16.7

イ ン ド

13.0

マ レ イ

シア

12.9

(単位:%)

ブル

ネイ

12.5

韓国

12.2

フ ィ リ

ピ ン

8.2

台湾

8.0

香港

6.6

シ ン ガ

ポ ー ル

5.8

オ ー ス ト

ラ リ ア

4.2

パ プ ア ・

ニ ュ ー ギ

ニ ア

3.6

　 ユ 　

・ジ ー

ラ ン ド

2.8

日本

3.1

第3-1-34図 国別携帯 ・自動車電話の契約数年平均伸長率(1990～1994)

(%)

250

200

150

100

50

0
中国 フィリピン 韓国 タイ フW台 湾 枡 ラリア マレイシア シン旗 … ネシ・ 卸 ヴ ー

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」(ITU)に よ り作 成

(参 考:49.2)

デ ー タ な し

↓ ↓

香 港 ハ'プ ア・ イ ン ド

ニューギ ニア

日本

国名

伸長率

中国

204.1

フ ィリ

ピ ン

113,2

韓国

86.1

タ イ

78.6

ブ ル

ネ イ

72.3

台湾

62.7

オー ス ト

ラ リ ア

61.2

マ レ イ

ンア

60.3

シ ン ガ

ポ ー ル

46.6

イ ン ド

不 ン ア

44.2

(単位:%〉
　 ユ 　

・ジ ー

ラ ン ド

43。5

香港

34.0

パ プ ア ・

ニ ュー ギ

ニ ア

イ ン ド 日本

49.2
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第1節 世界の情報通信のダイナミックな展開

第3-1-35図 国別ケーブルテ レビの加入数(100人 当た り)(1994)

20

15

10

5

0

(参 考:8.3)

台湾 韓国 中国 香港 フィリヒ.ン タイ イン ド 日本

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」(ITU)に よ り作成

(都 市 型 ケ ー ブ ル

テ レ ビ加 入 数:1.8)

国名

加入数

台湾

14.0

韓国

5.8

中国

2.5

香港

0.6

フ ィ リ ピン

0.5

タ イ

0,2

イ ン ド

0.1

日本

8.3(ユ.8)

()は 都市型ケープルテレビ

第3-1-36図 国 別パ ソ コ ン保有 数(100人 当 た り)(1994)

(台)

20

15

10

5

0
,、.ヴ.沸 柵 香港 韓国 オー・卜・り・ 台湾 ・レイ・ア タイ ・枇 ・ イ・卜… 帽 イ・卜 研 フ呵 躰

ラント'

「WORLDTELECOMMUNICATIONINDICATORS」

ニューギニア

ITU)に よ り 作 成

(単位:台)

国名

台数

〒τ
ラ葺
19.0

シンガ 香港

ポール

15.311.3

韓国

11.3

オ ー ス ト

ラ リア

10.7

台湾

8.1

マ レ イ

シ ア

3.3

タ イ

1,2

フ ィ リ

ピ ン

0.5

イ ン ド

ネ シア

0.3

中国

0.2

イ ン ド

0.1

パ プ ア ・

ニ ユ ーギ

ニ ア

ブ ル

ネ イ
日本

12.0

(2)情 報通信インフラ整備等の動向

ア 情報通信市場の状況

アジア ・太平洋地域 における電気通信事業者の状況 につ いて概観す る と第3-1-37表 の とお

りで ある。

239魏 聰購罵 驕



醐醐螺 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-1-37表 アジア ・太平洋地域の電気通信 事業者の状況(95.12現 在)

国 ・地域

フ ィ リ ピ ン

香港
マ レイシア

ニュー ・シ"一 ラ ン ト"

オ ー ス トラ リア

イン ドネシア

シ ンガ ポ ー ル

韓国

タイ

中国

ブルネイ

台湾

イ ン ド

民営化の状況

民営化の有無

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

民営化済

時期
1928

1987

1987

1990

1991

1991

1992

1993

民営化後の会社名
フィリヒ。ン・ロンク"・ テ"イ スタンス ・テレフォン

ホ ン コ ンテ レホ ン

テ レ コム ・マ レイ シ ア

テレコム 。ニュー ・シ"一 ランド

テ レス トラ

PTテ レ コム

シ ンガ ポ ー ル ・テ レコ ム

韓国通信

計画中

予定なし

予定なし

予定なし

予定なし

固定

通信

約60社

4社

3社

2社

独 占

独 占

独 占

独 占

独 占

2社

入札中

独 占

入札中

移動

通信

5社

4社

3社

数 社
3社

数 社

独 占

独 占

4社

2社

12社

独 占

8社

郵政省資料 によ り作成

(注)1民 営 化は、事業者の株式会社化 をい う。

2デ ー タ不詳 の国は、除いている。

1995年7月 現在で、同地域 においては、韓 国、香港 、マ レイシア、 シンガポール、 フィ リピン、

イン ドネ シア、オー ス トラリア、ニュー ・ジー ラン ドで既 に電気通信事業者 の民営化が行 われて

お り、タ イでは民営化が計画 されてい る。 この ように、ア ジア ・太平洋地域 において も電気通信

事業者の民営化の動 きが進展 している。

情報通信市場の 自由化 につ いて も固定通信分野では、 フィリピン(約60社)を は じめ とし、香

港(4社)、 マ レイシア(3社)等 で競争が導入 されて いる。 また、移動通信分野で は、ブルネ

イ(12社)、 イン ド(8社)、 フィリピン(5社)、 香港(4社)、 オー ス トラ リア、マレイシア(各

3社)等 多 くの国 において競争が導入 されている状況 にあ る。

イ 情報通信イ ンフラの整備のための政策等

アジァ ・太平洋地域の各国 においては、情報通信 インフラの整備状況 に格 差がみ られ る。比較

的整備 が進んで いる国では、情報通信基盤整備 を戦略的 に重視 し、 自国 を電気通信 のハブ とす る

ための政策 を とってい るところ もあ る。 さらに、比較的整備が遅 れてい る国において も、 インフ

ラ整備 のために各種支援策 を講 じつつあ る。

の ハ ブ政策

シンガ ポールでは、 自国 を世界の電気通信 のハブ とす る計画を進 め、世界 の情報通信基地 とし

ての地位 を確 立 しよう としてい る。 これは、①電気通信 インフラ とその提供 す るサービス水準 を

世界上位 の水準 に高め る、② 電気通信産業の成長、効率化 を促進す る、 な どを通 して、世界の電

気通信 のハブ機能を持つ ことを目的 としている。

同国で は、「インテ リジェン ト・ア イラン ド」 を目指 して1992年3月 、IT2000(イ ンテ リジ

ェ ン ト・ア イラン ド構想)を 発表 した。1994年 に既 に固定 電話網 の100%デ ジタル化 を達成 し、

ビデ ォ ・オン ・デマン ド等の新サー ビスを提供 してい る。1994年12月 には、 中央 ビジネ ス地 区等

の大手ホテル ・商用ビルへの光 ファイバ回線敷設が完了 してお り、今後2005年 まで にすべ ての

家庭へ光 ファイバ 回線 を敷設す る予定で あ る。また、1994年 にシンガポール ・ケーブル ビジ ョンが

設立 されてお り、2000年まで には、全国的 なケーブルテレビのネ ッ トワー クを構 築す る計画で あ る。
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また、マ レイシアにおいて も、1994年5月 、「電気通信 に関す る国家政策」 を発表 し、世 界の

電気通信のハブ となることを目指す姿勢 を示 した。同政策 によ り、電気通信 のすべ ての分野 にお

いて競争が導入 され、テレコム ・マ レイシア以外 に多 くの新事業者が出現 している。

(イ)固 定電話網の整備

中国で は、官庁 ・企業等 を中心 に電話が普及 してお り、個 人が 自宅で電話を持つ ケースは一部

であった。 しか し、近年の経済開放政策 による近代化が進 むにつれて、電気通信 に対す る需要が

急速 に増大 し、通信網の整備が急速 に進 め られている。同国で は、1990年 以降光 ファイバ網の敷

設が積極的 に進 め られてお り、北京 一南京、北京一広州 、北京一ノ・ル ピン等で敷設が完了 し、稼

働 している。

イン ドネシアで は、通信需要の増加 にこた えるため、電気通信 の開発計 画を策定 ・実行 してき

た。現在 は、1994年 か らの第6次 電気通信 開発5か 年計画の途上 であ る。 この計画では、1999年

末 まで に500万 の電話回線 を増設す るこ とを 目標 としてい る。500万 の電話回線中300万 回線 は、

PTテ レコムが ジャカルタ首都圏 とスラバ ヤで敷 設 し、残 りの200万 回線 を外国資本 を含 めた民

間 コンソー シアムで敷 設す る計画で ある。

タイで は、1990年10月 に民間委託方式 を取 る電話回線敷 設計画 が決定 され全国で300万 回線の

増設が進 め られている。

イン ドでは、1994年5月 、従来 イン ド通信省 によ り独占的に提供 されていた地域電話サー ビス

への競争導入の方針 を決定 し、外資を含む民間企業が新規参入で きるようになった。1995年1月

には、全国 を21地域 に分割 し、地域電話事業の新規免許 の入札 を開始 した。同年6月 入札 は締 め

切 られ、16社 が応札 している。

(ウ)移 動通信網の整備

シンガ ポールや香港で は、移動通信サービスが 日米欧 と同等又は それ以上 に進展 しているが、

その他の諸国 において も、最近で は、急速 に増加す る電話需要 に対応す るために、建設 コス トが

低 く、ケーブル敷 設が不十分 な地域で も通信 を可能 とす る移動通信 に注 目して きている。

中国で は1987年 に携帯電話サー ビスが開始 され、1993年 現在800以 上 の都市でサー ビスの提供

が行 われている。 このサー ビスは、アナ ログ方式が中心であ るが、中国の第二事業者であ る聯合

通信が、1995年7月 か ら北京、上海、天津及 び広州でGSMサ ービスを開始 している。

フィリピンで は、規制緩和政策 によ り、情報通信関係設備投資が促進 されてお り、 とりわけ移

動通信分野で著 しい。同国で は、静止衛星 を利用 した移動通信サー ビスを提供す るための合弁会

社 が設立 されている。 これは、近隣諸国のほか中国、 イン ド等 をカバーす る衛星 を1997年 に打 ち

上 げ、携帯電話の域外で も同衛星 を経 由す るこ とで通信 を可能 とす るものであ る。

イン ドネシァでは、1995年 に携帯電話端末 に課せ られていた35%の 奢修税 を廃止 し、携帯電話

の普及促進 を図っている。

タイで は、携 帯 ・自動車電話へ の加入者 数は、1995年6月 現在で約100万 人 に達 してい る。同

国最大のア ドバ ンス ト・インフォ ・サー ビス社 は、1997年 前半 まで に全土でGSMサ ー ビスの導

入を行 う計画で ある。

イン ドで は、1994年10月 に通信省が、ボンベイ、カル カッタ、デ リー及 びマ ドラスの4大 都市

でGSMサ ー ビスを提 供す るために設立 された8合 弁会社(各 地域2社)に 免許 を付与 した。

国 衛星及びケーブルテレビ網の整備

香港で は、1992年 に打 ち上 げ られた通信衛星 アジアサ ッ ト1号 に続 き、1995年12月 、アジアサ
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ッ ト2号 の打上 げが行 われた。本衛星 を利用 した香港 の衛星会社 による衛星 放送のカバーす る範

囲は、 アジア全域 とオー ス トラリア等の世界53か 国 ・地域 となってお り、約2億 人の視聴者 がお

り、今後 も視聴者数は増加す る と予想 されている。 また、1996年4月 には、 日本向 け放送 も行 わ

れ る計画 となっている。

中国で は、アジアサ ッ ト2号 を使用 し、ペイテレビサービスの実施が計 画 されて いる。 また、

同国では、1990年 以降ケーブルテンビが急速 に普及 して きてお り、1994年 末現在、北京 ケーブル

テレビ、上海 ケーブル テレビをは じめ約1,200の ケーブルテ レビ局が許可 され てお り、中国で の

ケーブル テレビへの加入者は、3,000万 世帯以上 となっている。

イン ドネ シアでは、島 しょ国で あるため、1976年 のパ ラパA1号 の打上 げ以来、早 くか ら国 内

通信 に衛星 を利用 してい る。今後の計画 としては、1996年 内に放送衛星 イン ドスターの打上 げが、

1999年 まで にパ ラパB5・B6の 打上 げが予定 されている。

イン ドで は、香港 の衛星会社 による衛星放送のケーブルテレビによる受信世帯が増加 して きて

いる。 ケーブルテレビのシステム数 は、1985年 ユ00であ ったのが、1992年 には、1万5,000に 増 し

ている。同国のケーブルテレビ事業者は、200～300世 帯 を対象 とした小規模事業者 が多 い。同国

で は、無認可のケーブルテレビ事業者が衛星放送 を送信 していたが、政府 は1994年10月 にケーブ

ル テレビ法 を制定 し、すべての事業者 に1994年 末 まで に登録 を義務付 け、登録 された事業者 か ら

税金を徴収す ることとした。 また、 テレポー トが、 イン ドの シリコンバ レー と呼ばれ るバ ンガ ロ

ール市周辺 を含む全国5か 所 に設置 され
、国際データ通信 、テレビ会議等 を提 供 し、 イン ドのソ

フ トウェア開発 を急成長させ ている。

4世 界の情報通信市場における戦略的展開

今 日、グ ローバ リゼー ションが進展す る中、各国の情報通信市場 にお ける競争促進政 策 とあい

まって、欧米 各国のキャ リア(自 ら設備 を保有 しサー ビスの提 供を行 っている電気通信事業者)

は、世界市場 を対象 に生 き残 りをかけて戦略的展開を進 めてい る。特 に、1984年 の旧AT&T分

割後、米国国内市場で活発な競争 を展開 して きたAT&T等 の長距離電気通信事業者やRHC等

を中心 に、欧米各国のキャ リアは、積極的な海外展開を進 めるとともに、国際 コンソー シアムの

形成 によ り大規模 な連携 を取 りなが らグループ間の競争 を進 めつっあ る。

ここで は、 まず、 日米欧 キャ リアの海外への展開状況 を明 らかにす る とともに、国際 コンソー

シアム計画 を含めた日米欧のキャ リア間の競争 ・提携等 の動 きを概 観す る
。

さ らに、情報通信市場 として急成長 しているアジア ・太平洋地域の動向を分析 す る
。

α)日 米欧 キャリアの海外展開の動向

日米欧 のキャ リアの海外投資の状況 腋)は 、第3-1-38図 の とお りで あ る。

累積海外投資額 では・AT&Tが 約7,30(臆 円、BTが 約4 ,80(臆 円、C&Wが 約3,90(臆 円、G

TEが 約2・300億円であ り・RHCで は・アメ リテ ックが約1 ,200億 円、USウ エ ス トが約1,100億

円、ベル ・ア トランティックが約1,100億 円、SBCコ ミュニケー シ ョンズが約360億 円 となって

お り、NTTの 約300億 円、KDDの 約90億 円 に比べ高 くなってい る。

これを各社の総 資産額 に占め る比率で見 る と、C&Wが34.8%、BTが20.7%と 高 い。AT&

Tが9・2%・USウ エ ス トが7・0%・ アメ リテ ックが6 .0%、GTEが5.4%、 ベル ・ア トランテ ィ
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ックが4.6%と な っ て お り、 これ に対 してKDDは1.7%、NTTは0.3%で あ り(第3-1-39

図参 照)、 米 国及 び英 国 の主要 なキ ャ リア に比 べ 海外 へ の投 資 が低 い こ とが分 か る。

また、AT&TやRHC等 の米 国 キ ャ リアは、全世 界 的展 開 に力 を注 いで い る。これ に対 して、我 が

国 の キ ャ リアは、米 国、英 国 、タ イ等 一 部地 域 に展開 して い るに とど まる(第3-1-40表 参照)。

第3-1-40表 米国及び 日本の キャ リアの主な海外進 出状況

国

名

米

国

日

本

企業名

AT&T

MCI

ス プ リ ン ト

R

H

C

アメリテック

へ"ル ・アトランティック

へ"ル ・サウス

ナイネックス

ハ。シフィック・テレシス

(エアタッチ)

SBCコ ミュニケーション

ス"

USウ エスト

NTT

KDD

進 出 地

北米 、中南米

カナタ"。 メキシコ・フ"ラ シ"ル 。

へ"ネ ス"エ ラ・アルセ"ン チン

メキシコ

メキシコ

メキシコ。カナタ"

アルセ"ン チン・チリ・ウルク"ア イ・

へ 不ス エラ

メキシコ

米国

米国

欧 州 、 ロシ ア

英 国 ・スイス ・オランダ ・スペ イン・

テ"ン マーク・ロシア・ウクライナ ・チェッコ

・ホ。一ラント"

英国

ト"イ ツ・フランス

ハンカ"リ ー ・ホ。一ランド ・ノルウェー

チェッコ ・スロウ"ア キア。イタリア

英 国 ・フランス・ド イツ・オランダ ・

デ ンマーク

英 国 ・ギ リシア・チェッコ

アジア、太平洋

中 国 ・香 港 ・韓 国 ・台 湾 ・

日 本 ・タイ・インド ネシア・インド ・

シンカ"ホ。一ル・オーストラリア・ニュー・

シ㌧ ランド

ニュー・シ"一 ラント"

ニュー ・シ"一 ラント"・ オーストラリア ・イ

ンド

ニュー ・シ"一 ラント"・ オーストラリア 。イ

ンド ・中 国

中 国 ・香 港 ・タイ・インド

英国 ～日本(FLAG)

フランス・ト"イ ツ・スへDイ ン・ホ。ルトカ"

ル ・へ"ル キ"一 ・スウェーテ"ン

英国

英 国 ・フランス・チェッコ・スロヴ ァキ

ァ・ハンカ"リ ー ・ノルウェー・ロシア

英国

英 国 ・ロシア

日本 韓 国・タイ

オーストラリア・イスラエル

インド 。イント"ネシア

タイ・イント"ネ シア ・フィリヒ。ン

モンコ"ル

郵政省資料により作成

② 日米欧キャ リア間での競争 ・提携等

ア 日米欧キャ リア間での国際コンソーシアムの形成

ボーダ レス経済 の中の激 しい国際競争に対応す る国際競争力強化 のた め、各国キャ リアはグ ロ

ーバル な戦略的展開を図ろ うとしている
。 そのため、国際間の提携 等が活発化 して きて いる。各

国キャ リア間での主な国際 コンソーシアムは、第3-1-41図 の とお りであ る。

これ らの世界的規模で展開 されている各国キャ リアによる主要 な国際 コンソー シアムにおける

出資状況をみ る と、 ワール ドパー トナーズでは、AT&Tが40%を 出資 し、 コンサ ー トには、M

CIが25%の 出資 を行 うな ど米国企業が活発 な出資を行っている。 また、英 国で は、BTが コン

サー トに75%の 出資 を行っている。 これに対 して、我が国が行っている出資は、 ワール ドパ ー ト

ナー ズにKDDが24%の 出資 を行っているに とどまる。

また、1996年2月 、 スプ リン トが50%を 出資 し、フランス ・テレコム及 び ドィッ ・テ レコムが

各25%を 出資 しグ ローバルワンが設立 された。

国際間の提携 等の動 きと各国の政策 との関係 について見 る。BTとMCIの コンソー シァムで
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あ るコンサー トの計画が1993年 に発表 された。 これ に対 し、米国司法省は、1996年6月 、英国の

電気通信市場 はフランスや ドイッに比べて開放度が高い として、BTとMCIの 提携 内容 につ い

て変更 を要求せず に承認を行っている。

また、 ドイツ とフランスのコンソーシアムであ るア トラスは、1993年 に計画が発表 されたが、

1995年7月 にEUは 、 ドイツ及び フランスの電気通信市場が 自由化 されてお らず、両国が自国内

の電気通信市場 を開放す る明確 な意思表示 を しない限 りは設 立に反対す るとの立場 を明 らかに し

ていた。 しか し、 その後両国が代替 インフラの 自由化を実施す ること等 を条件 に、EUは ア トラ

スを承認す る意向を1995年10月 に表 明 した。

第3-1-41図 各国キャ リア間での主な国際コンソーシアム

囎催
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オ ラ ン タPTT
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iiレ
::1
50・'一 ・ 一・レ:

75-一 一一一一一一一一→〉 コ ンサ ー ト 25

ユ ニ ソ ー ス60→ レ ユ ニ ワ ー ル ト40

ア トラ ス グ ロー バ ル ワ ン 50

MCI

スフ リン ト

AT&T

25

25

20 40

ワ ール ドパ ー トナ ー ズ

24 16

KDD
シ ン カ ポ ー ル

テ レ コ ム

郵政 省資 料によ り作成

(注)11996年3月 現rE、 ア トラ スは成 立 していな い

2数 値 は出資率(%)

3一 枠は 、特 に主 要な もの

イ その他の 日米欧間での競争 ・提携等

この ような国際間の大規模 な提携等の動 きとともに各国間 にお いて注 目すべ き競争 ・提携等の

動 きがみ られ る。

米国の複数のRHCは 、英国のケーブル テレビ事業 に進 出 している。ナ イネックスは、ナイネ

ックスケーブル コム(1995年1月 現在、加入世帯数で は英 国第3位)に 出資 し、 ケーブル テレビ

及び電話サ ービスの提 供を行っている。 また、USウ エ ス トは、1991年 に米国ケーブルテレビ運

営会社であ るTCIと 提携 し、テレウエス ト(1995年1月 現在、加入世帯数で は英 国第1位)を

設立 した。

また、ナ イネ ックスは、12億 ドルを投 じて地 中海 ・イン ド洋経 由で英 国か ら日本 まで を光海底

ケーブルで結ぶFLAG計 画 を推進 してい る。

米国マイクロソフ ト社は、 インターネ ッ トの利用拡大 を図 るため、 インターネ ッ トにアクセ ス
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で きるシステムの共 同開発 に向 けてMCI、NTT、 香港 テ レコム等世界4か 国 ・地域の主要

電話会社7社 と提携 した。

民 間国際衛星通信の分野で世界最大の米国パ ンナ ムサ ッ ト社 は、1995年11月 に我 が国 の第一種

通信事業者 の許可 を受 け、日刻象伝送サー ビスの提供 を開始 した。 これ まで事実上、KDDが 独 占

していた 日本か ら海外 に向 けての映像伝送 において も競争が開始 され るこ ととなった。

非静止軌道 を利用 した移動 体衛星通信サービスの構想が、米国及び欧州 を中心 に計画 されてい

る。低軌道周回衛星(LEO)を 利用す る米国のイ リジウム計画は、1990年 に計画が公表 され、

!998年 か ら商用サー ビスの開始が予定 されてい る。本計画 には、欧州、 アジア地域 か らも参画が

がみ られ、我が国 も1993年7月 に本計画に参画 している。

(3)日 米欧のアジア ・太平洋地域 への展開

アジア地域 における近年の経済成長 は目覚 ましく、通信 インフラの需要 も高 まって きている。

しか し、開発途上 国で は政府 による開発支出 としては、エネルギー及び輸送分野への支 出額 が、

依然大 きくなっている。 これに対 して、情報通信分野への支 出は、政府の開発支出 に占める比率

は概 して増加傾向 にあ るものの、 その額 自体 は依然小 さい。

そこで、通信 インフラは独立採算事業 として経済牲 に優 れたインフラ となってきているこ とも

あ り、民間活力の活用 による通信 イン フラの整備が注 目されて きている。 国営事業体 の民営化 の

実施やBOT(BuildOperate&Transfer)やBTO(BuildTransfer&Operate)に よる

通信網整備 を行 うケースが見 られ る住39)。この よ うな状況 の中、有望 な情報通信 市場で あ るアジ

ア ・太平洋地域 への 日米欧 キャ リアの事業展開が活発 となっている。

アBOT等 によるプ ロジェク トへの展開事例

(ア)イ ン ドネ シアにおける事例

イン ドネシア政府 は、国内を7地 域 に分割 し、PTテ レコムが運営す るジャカル タ首都圏 とス

ラバヤ を除 く5地 域 において外国資本を導入 した国内電話網 を整備す るこ とを決定 した
。 これ は、

15年 の運営期 間終 了後PTテ レコムが全ネ ッ トワークの所有 と運用 を引 き継 ぐものであ る。

現在 、国内電話回線敷設 に関す るコンソー シアムが各地域で作 られてお り、 日米欧 か らは、N

TT、USウ エ ス ト、 フランス ・テレコムが参加 している。なお、 これ らコンソー シアムには、

シンガポール ・テレコムが 日米欧 に対抗 して参加 している。

(イ)タ イにおける事例

タイでは、電気通信網建設に要 す る資金調達が年々困難 となって きているこ とか ら
、バ ンコク

首都圏及び地方エ リアで の増設がBTO方 式 によ り進 め られている。

バ ンコク首都圏 にお いては、1991年8月 、タイの財閥CPグ ループ とナイネ ックス との コンソ

ー シァムであ るテレコムアジア社 にライセンスが与 えられ
、1993年 か ら1997年 にか けて順次建 設

を行 う計画であ る。

また・1992年7月 ・NTTが 一部出資 しているTT&Tに ライセンスが与 え られ、1994年 か ら

1997年 にか けて順次建設を行 う計画で ある。

イ その他の 日米欧キ ャリアのアジア ・太平洋地域への展開事例

ニュー ・ジーラン ドでは、1990年 のテレコム ・ニュー ・ジー ラン ドの民営化 に際 し、アメ リテ

ック とベル ●ア トランティックが コンソー シアムを組 み落札 し、1995年 現在、同 コンソーシアム

は、 テレコム ・ニュー ・ジーラン ドの株式の約25%を 保有 している。

イン ドで は、地域 電話サー ビスへの競争導入のた め地域電話の新規免許 の入札 に対 し
、AT&
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T及 びナイネ ックス等 のRHCを 中心 とす る各国の企業が応札 してい る。 また、GSMサ ービス

につ いて、ベル ・サ ウスがマ ドラス地域で、 フランス ・テレコムがボンベ イ地域で各合弁会社 に

資本 出資す るな ど、欧米のキャ リアの展開が見 られ る。 なお、香港 のハ ッチ ソン ・テレコム、 テ

レコム ・マレイシア もGSMサ ービスの合弁会社 に出資 してい る。各社 は、1995年7月 か ら順次

営業 を開始 している。 また、同国は、 ソフ トウェア開発の上で充実 した人材 を もってお り、情報

通信 の ソフ トウェアの輸 出は高 い成長率 を示 してお り、オンラインでの輸出 も行ってい る。バ ン

ガ ロール には、米国やカナダの メーカーが ソフ トウェア開発の拠点を置 いてい る。

アジア地域では、静止衛星 を利用 した移動通信サービスを提供す るための合弁会社の設立がみ

られる。 シンガポール テレコム、中国郵電部等がシンガポールで設置 した合弁会社であ るアジア

太平洋移動 体通信(APMT)サ テライ ト社 は、パキスタンか ら日本、中国、イン ドネシア まで

をカバ ーす る計画であ る。 また、 イン ドネ シアのパ シフィック ・サ テリッ ト・ヌサ ンタラ社、 フ

ィ リピン ・ロング ・ディスタンス ・テレフォン社等の合弁会社で あるACeSは 、 アジア全域 を

カバーす るもので あ り、1998年 か らサー ビス開始の予定であ る。 日本か らも大手商社が これ らの

計画 に参加意向 を示 している。

従来の固定電話網 を敷設す るためには膨大 な経費 と時間がかか るのに対 し、PHS等 の携帯電

話は小型の基地局を設置すれば通信が可能 となるた め、開発途上 国で は通信 インフラ整備の観点

か らその導 入が進 め られて いる。 これに対応 して、1995年10月 、NTTDoCoMoは 、C&W等 と日

本の簡易型携帯電話の標準方式であ るPHSを 国際展開す るための合弁会社の設立 を発表 した。

このほか、オー ス トラ リア、香港、 シンガポールで もPHSが 採用 されることが決定 されてお り、

中国で は清華大学が自国 における実用性 を探 るための実験 を行 うため周波数使用許可 を取得 して

いる。

(注28)

米 国NetworkWizards社 の調査 による(http://www.nw.com/)。

この統計 のホ ス トコン ビ。ユー タ数 はDNS(DomainNameSystem)を 集 計 した もので あ り、 インター ネ ッ

ト・サ ー ビス ・プ ロバ イタ経 由でダ イヤル ア ッフ接 続 され るコンピュー タ等 は含 まれ ない。

(注29)

ホ ス トコンヒ。ユー タ1台 当た りの利用者 は、通例 として用 い られてい る10人 とい う仮定 を用いた。

(注30)

UUCP(Unix-to-UnixCopy)は 、UNIXマ シ ン間で ファイルを転送 す るた めのユー テ リテ ィの一 種で 、

インター ネ ッ トへの接続方法 の一つ と して用 い られ てい る。 この接続 で は インター ネ ッ トの機 能の うち電子 メ

ール とニュー スのみが利用で きる。

(注31)

IP接 続 は、 インター ネ ッ トへ の接 続方法 の一 つで あ り、 この接続で は電子 メー ル、 ニュー ス、 ファ イル転

送(FTP)、 リモー ト ・ログ イン、WWW等 、 インターネ ッ トのすべての機 能 を利 用で きる。

(注32)

WWW(WorldWideWeb)は1989年 にスイスの欧州合同原子核研究機関(CERN)で 開発された・・イパ
ーテキス トベースの概念に基づ く分散型情報 システムである。
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(注33)

ドメイン とは、ネ ットワークを人間の理解 しやすいようにグループ分 けした、一部のネッ トワー クグループ

を指す。 インターネ ットでは ドメイン全体を国別の ドメインに分割 して、 それを利用主体別(企 業、学術機関

等)の ドメインに分割 し、さらに会社別の ドメインに分割 している。 日本ではJPNICが ドメイン名の割当

を管理 している。

(注34)

米 国NetGenesis社 の調 査 によ る(http://www.netgen.com/info/groth.htm1/)。

(付表35)

調査名
(調査時期)

通信利用動向調査

(7年9月)

調査対象

世帯

事業所

企業

7年4月1日 現在で20歳 以

の世帯主が いる世帯(単 身

帯 を含 む。)

全国の郵便業及び電気通信

を除く産業の従業者数5人2

上の事業所

全国の常雇規模300人 以上

企業

調査対象数

6,400

5,600

2,000

標本抽出方法

都市規模 を層化基準にした

層化二段抽出方法

従業者数規模を層化基準に

した業種別の系統抽出方法

企業常雇規模 を層化基準に

した系統抽出方法

回収数

4,544

4,174

1,705

(注36)

1982年 修 正 同意 審…決 に よ り、1984年 に旧AT&Tは 、 長距 離 及 び国際 通信 を提 供 す るAT&Tと 地 域 通信 を

提供 す る7社 のRHC(地 域 持株 会社:ア メ リテ ック、ベ ル ・ア トラ ンテ ィック、ベ ル ・サ ウス、ナ イネ ック

ス、パ シフィック ・テ レシス、SBCコ ミュニケー シ ョンズ及びUSウ エ ス ト)に 分 離 ・分割 されて いる
。

(注37)

ここでは、米国、カナダ メキシコ、チ リ及び日本を除 くAPEC加 盟国及びイン ド。

(注38)

AT&T・GTE・ ア メ リテ ック ・USウ エ ス ト:1994 .12現 在 のデ ー タ、C&W・BT・NTT・KDD:

1994.3現 在 のデ ータ、ベル ・ア トランテ ィック ・SBCコ ミュニケー シ ョンズ:1995 。12現在 のデ ータ

(注39)

BOTと は、外国の民間企業 も参画 して設立されたプロジェク ト実施会社が 施設を建設 し、 その設備 を一
定期間運営 して、その間の収益 により資本投下を回収 し、一定期間経過後は、施設 を当該国の国営事業体等 に

譲渡する方式である。BTOは 、当該施設の運用時期 と譲渡時期が逆 になる。 これ らの方式 には、導入国に と
って・巨費を要する施設の建設に外資を含 めた民間の資金 を活用で きるこ と、外国企業の進 んだ技術や経営方

法が吸収で きることなどの利点斌 また外国の事業者 にとって も料金収入か ら利益 を得 るこ とがで きるな どの

利点があ る。 しか し、BOTに より十分 な外資 を導入す るためには、商法等 の関連法の整備等の環境整備が不

可欠であ る。
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第2節 情報通信がリードする我が国経済の構造変革

」

近年、企業 において情報通信の高度化が進み、LANは 半数以上、EDIは4割 の企業に普及

し、ニュービジネ スの起爆剤 となってい る。

また、情報通信技術の研究開発活動を見 る と、光通信分野 を中心 に我が国において も様 々な研

究開発が行 われているが、研究費、研究者数 については米国の方が高 い水準 にあ り、情報通信分

野の中核 を占める通信 ・電子 ・電気計測器工業の研究開発力の比較優位 につ いての評価 は、1994

年 には、我 が国優位 か ら米国優位 へ と評価が逆転 した。

情報通信産業の実質国内生産額、雇用者数、労働生産i生等 を推計す る と、我が国産業全体 の中

でi青報通信産業が 占め る比率は、近年、拡大 して きてお り、実質国内生産額 につ いては、昭和60

年 の7.6%か ら6年 で は9.5%と なった。 また、雇 用者数 につ いて は、昭和60年 の7.1%か ら6年

で は7.3%と な り、特 に情報 ソフ ト部門が増加 してい る。 また、労働生産i生については、情報通

信産業 の雇用者一人当た り実質国内総生産額 は、昭和60年 の1,591万 円か ら6年 は2,256万 円 と増

加 し、 また、我が国産業全体 の労働生産1生(6年 は1,684万 円)と 比較す ると、高 い水準 にあ る。

本節で は、 こうした情報通信の高度化 による経済 ・産業面の構造変革 につ いて概観 し、「世界

情報通信革命」の我が国における一側面 を分析す る。

1ニ ュービジネスの起爆剤としての情報通信

(1)新 しいビジネス ・スタイルの出現による効率化

企業 の情報通信の高度化 に伴 い、新 しいビジネス ・スタイルが出現 し、 これ までの企業活動の

仕組みを大 き く変革 しつつある。 ここで は、 その新 しいビジネス ・スタイル を、①企業 内の生産

性 の向上及び協調的な業務遂行、②企業間のオープ ンかつ機動的な関係 の形成、③企業 と消費者

との新 しい関係 の構築の三つ に類型化 し、情報通信 システムの効果等について分析す る。

ア 企業内の生産性の向上及び協調的な業務遂行

企業 にお いては、社会のめまぐる しい変化 に的確 に対応す るため、意 思決定の迅速化 を図 り、

業務遂行の協調化 を図 っている。 これ らの企業活動 を支 えるツール として、電子 メール、グルー

プウェア、移動通信端末等の情報通信 ソフ トウェア ・機器が活躍 している。

(ア)電 子メール による迅速な意思決定

電子メール は、相手や 自分の都合 に関係 な く確実 に情報 を送受信で きた り、受信 したメールの

転送や回覧が容易かつ迅速 にで きるな どの特長があ る。 このため企業 に とっては、電子 メールの

活用 によ り組織の上下関係 によらない迅速 な意思決定が可能 とな り、業務効率が大幅 に改善 され

生産性 の向上 に寄与 している。

従業者数500人 以上 の全国の企業 を対象 に、 日本電子 メール協議会が行った 「企業 にお ける電

子メールの動向調査」(7年11月)に よると、最近企業 において電子メールの導入が急速 に進展

している(第3-2-1図 参照)。
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第3-2-1図 電子メールの導入社数

(社)

1600

1400

1200

ロ 単年度

一ロー延べ数

1000

企

業800

数

600

400

200

0

60
以 前

出所:

616263元2345678以 降(年)

「企業における電子メールの動向調査」(日 本電子メール協議会)

企業数

60以 前

29

61

34

62

19

63

34

元

31

2

62

3

43

4

61

5

97

6

198

7

325

8以 降

513

第3-2-2図 電子メールの利用率及び今後の利用予定

従
業
者
数
別

産
業
別

全体

300～499人

500～999人

1000～1999人

2000人 以 上

建設業

製造業

運輸 ・通信業

卸売 小売業、飲食店

金融 ・保険業

不動産業

サービス業、その他

25.8(17.2) 23.9(9.4)

N=1,705

19.5(13.7) 18.8(6.4)

21.5(13.0) 26.9(9.3)

35.0(24.9) 28.3(11.1)

52.4(35.4) 25.0(18.7)

27,6(16.2) 21.4(7.2)

28.6(18.8) 27.3(10.5)

12,5(11.5)18.8(8.0)

20.6(13.6) 24,6(10.5)

2&3(24,8) 38.0(6.9)

24.5(24.4) 31.4(0.0)

33.7(20.2) 15.2(7.6)

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%)

ロ利用 してい る 口貝体的な利用予定がある

「平成7年 度通信利用動向調査(企 業対象調査)」(郵 政省)に よ り作成

(注)()内 の数字は、前回調査(5年)の 結果。
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第2節 情報通信かリー ドする我か国経済の構造変革

また、郵政省が行 った 「平成7年 度通信利用動向調査(企 業対象調査)」(7年9月)に よ ると、

企業全体の4分 の1程 度 が電子 メール を既 に利用 してお り、利用予定があ る企業 まで含 め ると、

約半数の企業での利用が見込 まれ る。 これを産業別 に見 ると、利用率 は 「サービス業、 その他」

で最 も高 く、利用予定企業 までを含 めた利用見込みでは 「金融 ・保険業」が最 も高 くなってい る。

従業者数別で は、利用率 は、2,000人 以上の企業で は、5割 を超 えて いるが、300人 か ら499人 ま

での企業で も、利用予定 も含 めた利用企業見込みで は、4割 ある(第3-2-2図 参照)。

電子メール に採用 しているシステムを見 ると、 自社 に設置 したシステムが65.5%、 外部パ ソコ

ン通信 ネ ッ トが26.5%、 外部VANセ ンター(パ ソコン通信ネ ッ トを除 く)が4.8%と なってい

る。前回調査(5年12月)と 比較す ると、外部VANセ ンターの割合が減 り、代 わって外部パ ソ

コン通信 ネ ッ トの割合が増加 した(第3-2-3図 参照)。

2a5%

(17,1%)

第3-2-3図

3.2%4
.8%

(17.3%)(3・0%)

電子メールの採用システム

6年調査結果

7年調査結果

65.5%
(62.6%)

ロ自社に設置 したシステム

ロ外部パソコン通信ネッ ト

ロ外部VANセ ンター

口その他

N=434

「平成7年 度通信利用動向調査(企 業対象調査)」(郵 政省)に より作成

(注)()内 の数字は、6年 調査結果。

(電子メールの利用事例)

東京都のある商事会社で は、 テレックスシステムの老朽化 に ともない、ホス トコンピュータで

第3-2-4図 電子メールシステムの概要

社内LAN

接続PC

電話回線

接続PC

イ ンター ネ ッ ト
E-Mail

ポ ス ト

メデ ィア変換

X.400Mail

メデ ィア変換

Telex

ポ ス ト

FAX

ポス ト

テ レ ックス

ネ ッ トワ ー ク

FAX

ネ ッ トワー ク

り5ミ可



第3章 情報通信が牽引する社会の変革

一括 晴報管理 を行 う電子 メール システムを全社的に導入 した
。 この システムの特長 は、全社的 に

テレックス とファクシ ミリと電子 メール とを相互 にメデ ィア変換 して、送信す るこ とがで き、業

務連絡の効率化が図 られている。 また、 この電子 メール システムは、組織 を またがった コ ミュニ

ケーシ ョン、出張先か らの リアルタ イム報告等 にも利用 され、迅速 な意思決定が可能 となってい

る。同社 はさ らに、今後 この システムの海外拠点への拡大 を図 り、既存 の電子 キャビネ ッ ト機能

を拡充 させ、グループ ウェアシステムへ と展開す る予定で あ る(第3-2-4図 参照)。

(イ)グ ループウェアによる情報格差の解消

グループ ウェア とは、 コラボ レーション と呼ばれ る企業の業務等の創造的 な協調作業 を、 コン

ピュータ通信網等 を介 して支援す るための ソフ トウェアであ る。基本 的 な利用の 目的 は、業務 に

関連す る情報 をグループのメンバ ー間で共有 し、情報格差 を解消す ることによ り、グループ内の

協調作業 を効率化す るこ とであ る。

企業内のグループウェアの利用 に不可欠 なLANに つ いて、企業の導入が盛 んになっ ている。

郵政省が行った 「平成7年 度通信利用動向調査(企 業対象調査)」(7年9月)に よる と、LANを

利用 している企業 は50%を 超 え、利用予定がある企業 まで含 め ると、約70%の 利 用が見込 まれ る。

これを産業別 に見 る と、利用率は 「金融 ・保険業」で最 も高 く、「建設業」及 び 「製造業」が こ

れに続 き、 これ ら3産 業で は6割 を超 える企業がLANを 導入 してい る。 また、利用予定が あ る

企業 まで含 め ると、「建設業」が最 も高 く、 「金 融 ・保険業」が これに続 き、 これ ら2産 業で は、

8害1」を超 える企業がLANを 利用す るか、利用 を予定 している(第3-2-5図 参照)。

第3-2-5図LANの 利用率及び今後の利用予定

1[
産
業
別

全体

300～499人

500～999人

1000～1999人

2000人 以 上

建設業

製造業

運輸 ・通信業

53.2(39,6) 17.8(12.3)

N=1,705

38.5(30.9) 20.1(10.9)

53.7(34.0) 19.0(13.4)

68.0(58.7) 14.8(11.5)

83.7(67.7) 8.7(13.3

61.2(38.8) 25.6(10.2)

61.1(49.1) 14.9(12.7)

36.6(25.4) 14.6(13.1)

卸売 ・小売 業、飲 食店

金融 ・保険業

不動産業

サー ヒス業 、その他

0

43.8(28.3) 25.8(15.7)

66.6(50.5) 16.5(12.1)

55.4(28.9) 21.8(18.2)

53.5(43.2) 10.0(5.3)

102030405060708090100(%)

ロ利用 してい る 口具体的な利用予定がある

「平成7年 度通信利 用動向調 査(企 業対 象調 査)」(郵 政省)に よ り作成

(注)()内 の 数字 は、前回調査(5年)の 結 果 .
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第2節 情報通信がリードする我か国経済の構造変革

また、従業者数300人 以下の会員企業 を対象 に、東京商工会議所 が行 った 「中小企 業 にお ける

情報ネ ッ トワー ク化 に関す る調査結果報告書」(7年7月)(腋4。}に よる と、 中小企 業のLANの

利用率は約16%で あ り、今後利用予定があ る企業 まで含める と約35%の 中・」・企業で利用 が見込 ま

れ る(第3-2-6図 参照)。 これ を業種 別に見 ると、最 も、利用率が高 い業種 は 「金融 ・保険

第3-2-6図LANの 利 用段階(中 小企業)

無回答

13.8%

既 に導 入 し、利用

159%

導 入予定 または

検討 中

18.8%

導 入 予定な し、

または不明

51.5% N=872

出所:「 中小企業における情報ネットワーク化に関する調査結果報告書」
(東京商工会議所)

業」で、 これは大企業 と同 じであ るが、以下利用率が高い業種 は、「運輸 ・通信業」、「製造業」、

「卸売業」 と続 き、大企業で利用率が高かった 「建設業」 は中小企業では低 くなってい る(第3

-2-7図 参照) 。

グループウェアは、従来、 これ までの既存業務 システム との連携 を取 りなが ら利用が拡大 して

きたが、最近、ボイス ・メールやビデオ ・メール、テレビ会議 システム等マルチメデ ィア機能を

グループウェアに取 り込 もうという動 きが出て きてい る。 また、1企 業内だ けでな く複数の企業

間での情報共有 のツール として、インターネ ッ ト上でグループ ウェアを利用 しよ うとい う形態 も

現 れてい る。

(グループウェアの利用事例)

東京都のあ る化学製造会社で は、グループウェア機能を取 り入れた社内パ ソコン通信 システム

を構築 している。

この システムは、サーバ1台 に、ユーザー数約1万5千 名、同時利用可能 回線数128と い う構

成であ り、電子 メール、電子掲示板 、電子会議室(フ ォーラム)、 インター ネ ッ トを含む外部ネ

ットとの接続、外部データベー ス との接続等の機能 を持つ。電子会議室 は、現在500件 ほ ど開設

されているが、 その うち取引先 との間に開設 している電子会議 室 もあ り、取引先 との情報 は社内

の部門 を越 えて共有で きるようになっている。各電子会議 室にはモデレータがいて、 自主的 に管

理 ・運営 を行っている。

このシステムを利用す るこ とで、社員間の情報の共有化が進み、毎 月行っていた定例会議 が3

か月ご とに削減 された。営業所間の業務連絡の迅速化が図 られ るとともに情報格差 の解消が図 ら

れた。研究部門か ら営業部門 まで の情報の共有化 により、営業部門で の技術 情報の活用及び研究

部門での営業 ・マーケティンク精 報の活用等が行 えるようになった。 全国の工場及び支社等 に回

す社 内回覧等は、従来、約2か 月かかっていたが、電子メールの活用によ り情報伝達が瞬時 に伝

わ るようになった。
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醐醐璽灘第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-2-7図 業種別のLANの 利用段階(中 小企 業)

全体

建設業

製造業

運輸 ・通信業

卸売業

小売業

飲食業

金融 ・保険業

不動産業

サービス業

N=872

N=109

N=255

N=47

N=240

N=60

N=15

N=11

N=25

N=109

0 102030405060

LANの 利 用段階

708090100(%)

口既に導入 し利用 している

口導入の予定 な し、 または不明

口導入する予定または検討中

ロ無回答

出所 二 「中小企業における情報ネットワーク化に関する調査結果報告書」
(東京商工会議所)

(上 段:回 答 数 、 下 段:%)

全体

建設業

製造業

運輸 ・通信

卸冗業

小売業

飲食業

金 融 ・保F

不動産業

サ ー ビス 業

既に導入 し利

用している
139

15.9

9

8.3

46

18。0

9

19.1

42

17.5

8
13.3

1

6.7

4

36.4

3

12.0

17

15.6

導 入 る予 疋

ま た は ヨ・中

164

18.8

16

14.7

54

21.2

12

25.5

44

18.3

5

8.3

2

13.3

1

9.1

4

16.0

26

23.9

導 入の予疋なし、
または不明

449

51.5

63

57.8

124

48.6

22

46.8

!26

52.5

34
56.7

8
53.3

6
54.5

16

64.0

49

45.0

無回答

120

13.8

21

19.3

31

12。2

4

8.5

28

11.7

13

21.7

4

26.7

2

8.0

17

15.6

合 計

872

100.0

109

100,0

255

100.0

47

100,0

240

lOO.0

60

100.0

15

100.0

11

100.0

25

100.0

109

100.0

(ヴ 移動通信 による位置の制約か らの解放

移動通信端末の普 及によ り、企業は位置の制約か ら開放 されつつあ る。例 えば、営業職 が外出

先 か ら受注情報 を送った り、顧 客サー ビスに関す る情報 を入手す るこ とが可能 にな り、営業職の

生産性 の向上が図 られている。

従業者数5人 以上の全国の事業所 を対象 に、郵政省が行った「平成7年 度通信利用動向調査(事

業所対象調査)」(7年9月)に よる と、事業所 における携帯電話サー ビスや無線呼 出 しサ ー ビス

などに代表 され る移動通信の利用は近年急速 に普 及 してお り、特 に携帯電話の普及率 は、6年 調

査結果 と比べ、事業所の規模 とかかわ りな く増加 してい る(第3-2-8図 参照)。
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第2節 情報通信がリー ドする我か国経済の構造

第3-2-8図 事業所規模別にみた移動通信の保有率

携 帯電話 全 体

従業 員数5～29人

30～99人

100人 ～

無線呼 出 し 全体

従業 員数5～29人

30～99人

100人 ～

PHS全 体

従業 員数5～29人

30-99人

100人 ～

41.0(24,7)

39.9(23.8)

44.0(28.5)

62.1(37,8)

43,5(38,3)

41.6(36.9)

52.9(45.8)

65.0(55,2)

1。6

1.6

1.6

2.6

N=4,174

020406080100(%)

「平 成7年 度通信利 用動向調査(事 業所対象調 査)」(郵 政 省)に よ り作成

(注)()内 の 数字 は前 回調査(6年 〉の結果。

さらに、PHSサ ー ビスにつ いては、現在、事業所での保有 は数%と 低 いものの、30%程 度の

事業所で保有 の意向があ り、今後の普及が期待 され る(第3-2-9図 参照)。

今後、移動通信 のマルチメデ ィア化 によ り、データ伝送や、ATM技 術 を中心 に した基幹ネ ッ

トワー ク との接続等が可能 になってい くと予想 され る。

第3-2-9図PHSの 保有率及び保有の意向

保 有 して いる 既 に携 帯電 話 を保

1・6%有 して いる事業 所

137曳

携 帯電 話 を保有 し

てい ない事業 所

16.3%

N=4,174

「平成7年 度通信利用動向調査(事 業所対象調査)」(郵 政省)に より作成

(移動通信端末の利用事例)

東京都 のあるビル管理 運営会社 は、6年10月 、事業所用デ ジタル コー ドレス電話 を導入 し、あ

る複合利用施設のビル内 と敷 地内をカバーす る内線電話網 を構築 して、セキュ リティ管理 と顧客

サー ビス業務の効率化 に役立 ててい る。

この施設 には、約8万3千m・ の広大 な敷 地に、高層 オフィスビル、ホテル、百貨店、劇場、美
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■醐腫 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

術館、高層住宅等があ る。 そのため、防災 ・設備管理 ・セキュ リティ ・駐車場管理 を迅速 に行 う

上で、施 設内の位置に制約 されない双方向通信可能なコ ミュニケーシ ョン ・ッールが必要 と判断

され、本 システムが導入 された。

本 システムによ り、平 日は3～4万 人、休 日は7万 人を越 す来客者 の中で、駐車場への車 の効

率的 な誘導等 の 日常業務や、病人発生時等 における救急連絡のスピー ドアップが図 られ ている。

イ 企業間のオープンかっ機動的な関係の形成

企業 は、生産 ・物 充等の分野での コス トダ ウンや製品開発期間の短縮等 の理由か ら、電子デー

タ交換(EDI)、CALS等 の情報通信ネ ッ トワー クに関連 したツール によって、オー プンか

つ機動的 な企業関係 を形成 してきてい る。 また、バ ーチ ャル ・コーポ レー ションの登場 によ り個

人 ・中小企業がオープンに結集 す るこ とで、活力あ るビジネスを展開 している。

(ア)商 取引デ ータの共通化

EDIは 、情報通信ネ ッ トワー クを用 いて企業間 にお いて、商取引データ(発 注 ・納品伝票等)

を電子的 に交換す るこ とで ある。 ファイル転送や電子メール等の技術 をべ 一ス として、我が国で

も約10年 前か ら導入が始 まった。EDIが 普及す るこ とによ り、商取引 に関す る情報授 受の効率

向上、事務処 理の効率向上及び業務 の標準化等の効果があ る。現在 は、業界 によるEDIの 標準

化か ら、業種 を越 えて利用可能 な標準EDIが 普及 しつつあ る。

郵政省が行 った 「平成7年 度通信利用動 向調査(企 業対象調査)」(7年9月)に よ る と、ED

第3-2-10図EDlの 利用率及び今後の利用 予定

1[
産
業
別

全体

300～499人

500～999人

1000～1999人

2000人 以 上

建設業

製造業

運輸 ・通信業

卸売 ・小売業,飲 食店

金融 ・保険業

不動産業

サービス業、その他

40.0(29.7) 8.8(4.9)

9.0(2.8)

N=1,705

32.6(23.7)

39.6(28.3) 7.8(4.4)

49.9(38.3) 7.9(7.7)

54.8(44.8) 13.0(10.2)

21.6(5.3) 12.4(6.1)

44.6(33.6) 10.1(4.8)

299(233) 6。4(3.7)

52.8(42.0) 7.0(5。4)

44,1(36.4) 4.9(1.7)

23.9(15.1)3。6(0.0)

21.5(12.8)10.1(5 .3)

0 10 20 30 40 50 60 70(%)

ロ利 用 している ロ具体的な利用予定がある

「平成7年 度通信利用動向調査(企 業対象調査)」(郵 政省)に より作成

(注)()内 の数字は、前回調査(5年)の 結果。
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1を 利用 している企業 は40.0%あ り、前回調査(5年12月)と 上1鮫して10ポ イン ト以上伸 びてお

り、利用予定があ る企業 まで含 める と、半数近 くの利用が見込 まれる。

これを産業別 に見 る と、 「卸売 ・小売業、飲食店」で最 も利用率が高 く50%を 超 える。「製造業」

が これに続 き、利用予定があ る企業 まで含 める と、50%を 超 えてい る。

また、従業者数別 に見 ると、従業者数2,000人 以上の企業で は利用率が5割 を超 えてい るが、

300人 か ら499人 までの企業で も3割 以上が利用 している(第3-2-10図 参照)。

EDIに よって情報 を交換 している企業の割合を情報の種類別 に見 る と、受注1青報 が半数 を超 え、

以下、発注情報、入出金情報 と続 く(第3-2-11図 参照)。

また、 それぞれのEDIの 相互接続 を図 るため、標準化の動 きも出て きている。

第3-2-11図EDIに よって惰報 を交換 している企 業の割合

発注情報

受注情報

言青♪1之'「青報

出荷情報

納品情報

入出金情報

送金案内情報

0 10 20 30 40 50 60(%)

「平成7年度通信利用動向調査(企 業対象調査)」(郵 政省)に より作成

(EDIの 利用事例)

東京都 のあ る機械 部品商業界団体 は、23の メーカーが製造す る総数約280万 点の部 品につ いて

加盟員による受発注業務 を支援す るため、 ソフ トウェア会社の協力を得 て、各部品 を独 自の コー

ドで統一化 したデータベースの構築 を行い、メーカーへの発注 を電子化 して行 うEDIシ ステム

を開発 した。5年 か らデータをCD-ROMに 収 めデータベース化 し、 月に1回 の頻度でデータ

を更新 してい る。

従来 は、加盟員の機械部品商 は、部品の種類が膨大であ るため、ベテラン従業員で ない と、ユ

ーザーか らの問い合わせへの対応や部品の受発注がで きなかった。 しか し、本 システムの導入に

よって、ベテラン従業員で な くて も、部品の検索 ・受発注業務が可能 になる とともに、受発注時

間を大幅 に短縮す るこ とがで きるようになった。 しか も、伝票の即時発行が可能 とな り、 また、

売上計上漏 れ、在庫の誤確認等がな くな り、業務が効率化、高信頼化 された。

(イ)生 産 ・調達 ・運用支援の統合化

調達か ら設計、開発、生産、運用、管理、保守に至 る製品1青報 を統合データベー スで一元管理

す るシステムの概念 として、CALS〔`i4Dと い う語が用 い られ る場合 があ る。 これは、言 い換 え

ると、情報通信 を利用 し、企業間にお いてデータのや り取 りをスムーズに行 えるようにす る とと
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もに、文書データ、取 引データ、図面データ及び製品デー タの標準化 を行 いデータの再利用 を行

えるよ うに し、無駄な作業 を排除す ることを目的 とす るものであ る。CALSは 、開発期間の短

縮、品質向上、 コス ト削減等様 々な効果 を もた らしてい る。

(CALSの 利用事例)

東京都のあ るメーカーは、 コンピュータ開発部門及 び製造部門 にお いてCALSを 取 り入れた

システムを導入 して、効率化 を図ってい る。

この システムは、開発部門が管理 していた設計 情報 と製造部門が管理 していた製造晴報 を共有

化す るために、各部門間のデータの連携 を図 った。 これによ り、開発部門及び製造部門が使用す

るパ ソコン端末 を高速専用線で 自社製品及び他企業か らの購入部 品のデー タベー スに接続で き、

設計 ・製造情報の統合管理が行 われ、並行作業が促進 された。従来、設計部門で利用 されていた

CADシ ステムにおいては、図面データ と部品データの一致 を行 うこ とがで きなかったが、

CADに よ り作成 された設計情報 を管理す る設計 情報管理 システムによ り、設計 データ等がオ ン

ラインで製造拠点 に送 られ図面データ と部品データの一致 が可能 となった。技術 情報の共有化 を

行 うために、総数約100万 ペー ジに及ぶ規格文書等 を、ISOで 標準化 された文書処理言語で あ

るSGMLに 対応 させ電子化 し、WWWサ ーバ か らイン トラネ ッ トで提 供 している。

取引先 との資材調達 に、納品書のバー コー ド入力が可能なEIAJ標 準 に対応 したEDIシ ス

テムをこのシステムに組み入れた ことによ り、 これ まで伝票が到着す るまで3～4日 かかって い

たのが、翌朝 には電子伝票が届 くよ うになった こ とで、調達の リー ドタ イムが短縮 された。

㈲ バ ーチャル ・コーポレーシ ョン

バーチャル ・コーポ レー ション とは、情報通信ネ ッ トワー クを活用 し、複数の企業や個人があ

たか も一つの企業のよ うにビジネス活動 を行 う組織形態で ある。バーチャル ・コーポ レー シ ョン

の利点は、中小企業や個人で も特定の分野で強みを もつ組織や人が集 まるこ とで、大企業 よ り優

れた製品やサー ビス等を提供す ることがで きるこ とで ある。また、いつで も結成 した り解散 した り

で きる柔軟 な組織 形態を とることで、 ビジネ ス環境 の変化 にすばや く対応す るこ とも可能 になる。

(ゲーム開発におけるバ ーチャル ・コーポ レーシ ョンの事例)

東京都のあ る小規模 のソフ トウェア開発会社 は、ゲー ム開発、販売のため、バーチ ャル ・コー

ポ レー ションを設 立した。開発案件 ご とに、外部のゲー ムク リエータ、プ ログ ラマ等で構成 され

る。

このバーチャル ・コーポ レー ションでは、ISDN等 の通信 回線 を通 じてク リエータの 自宅 ・

オ フィスのパ ソコン とバーチャル ・コーポレー ションのネ ッ トワークサーバ を接続 して、グルー

プウェァソフ トを利用 し電子会議 を行 いなが らゲー ム開発 を行 っている(第3-2-12図 参照)。

(印刷業におけるバーチャル ・コーポレーシ ョンの事例)

広 島県のあ る中小印刷業者が中心 となって、全国14社 の中小印刷業者が7年11月 、情報 通信

ネ ッ トワークを活用 した共同受注組織 を結成 した。

この共同受注組織 は、各社がサーバ を設置 してISDN回 線で結び、最 近受注が急増 している

インターネ ッ トのホームペー ジ製作 やソフ トウェアの製作 を集 中受注 ・分散製作 のスタイルで行

うことを目指 している。

加盟各社 は、 それぞれ独立経営す る一方で、バーチャル ・コーポレー シ ョン として提携 してい

る。例 えば、あ る会社の東京本社か らホームペー ジや印刷物 を受注 し、長野でデ ジタル編集 し、

北海道で印刷 し、 その会社の札幌支店 に納入す るこ ともで きるよう、受発注データは全国 に瞬時
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第3-2-12図 ネ ッ トワー ク の構 成
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に送 られ、情報の共有化 を行っている。

この共同組織 は、中小印刷業者で共同組織 を作 るこ とによ り、大手印刷業者 に対抗で きる事業

能力 を身 につ ける とともに、 インターネ ッ ト等の新 しい事業分野へ進 出す るこ ともね らい として

いる。

ウ 企業 と消費者の新 しい関係の構築

情報通信ネ ッ トワー クを利用 して、企業 と消費者が直接取引 を行 うことので きる電子商取引が

始 まりつつあ り、企業 と消費者の新 しい関係が構築 されつつある。 ここで は、電子商取引の この

ような側面 と、 それに伴 う電子決済 に関す る動向 を紹介す る。

(ア)電 子商取引(ElectronicCommerce)

電子商取引 は、情報通信ネ ッ トワークを利用 して、オンラインで商取 引を行 うこ とであ る。 電

子商取引の利点は、利用者 に とっては、情報通信 を利用 し、24時 間 いつで も購入の申込みをす る

ことがで きるこ と、 また、企業 に とっては、在庫 を抱 えな くて済 むこと、 いつで も、無店舗で商

品 を販売す るこ とがで きるなどの流通 コス トの削減が可能 となることが挙 げ られる。

(電子情報媒体 と情報通信 を利用 したコンテン ト販売の事例)

東京都 のあ るメーカーは、パ ソコン通信会社の協 力を得て、パ ソコン通信 とCD-ROMを 活

用 した新 たな流通方法 によるコンテン トの販売 ビジネスを行っている。

同社 は、複数の コンテン トをま とめてCD-ROM等 の媒体 に収録 し、パ ソコン通信の会員誌

の付録 として利用者 に届 ける。利用者 は、 コンテン トの一部の内容を確認 し、購入 したい場合は、

パ ソコン通信 を利用 して 「鍵」を入手す ることによ り、特 定の コンテン トを利用す る資格 を獲得

す るこ とがで きる。決済(代 金徴収)は 、パ ソコン通信会社がパ ソコン通信サー ビス料金 に付加

す るこ とによ り行 う。

(イ)電 子海 斉

電子決済 は、情報通信ネ ッ トワー クを用 いて資金決済 を行 うことであ る。価値 をどの ような媒

体 に保存す るかによって、ICカ ー ド型 とネ ッ トワー ク型 に分 けることがで きる。電子決済 の利

点 は、通信 ・情報処理技術の進展 によって、迅速 ・低廉 な決済サー ビスを可能 とす るこ とであ り、
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その実用化が、電子商取 引の普及のポイン トとなってい る。

電子決済 においては、オープンネ ッ トワー ク上で資金 を動 かす こ とに伴 うセキュ リティの強化 、

例 えば、①取 引相 手は真正 な相手 なのか、②取 引情報 を第三者 に盗 まれないか、③取 引情報が途

中で改 ざんされないか、④取引 した事実 を相手 に否認 されないかなどをチェ ックす る技術 の開発

が課題 となっている。

(2)情 報通信の支援による企業の積極的な海外展開

我が国経済の急速 なグ ローバ リゼーシ ョンの進展 とともに、企業 の海外展開が拡大 して きてい

る(第3-2-13図 参照)。

このよ うな企業活動 の海外展開を支援す るためには、情報通信 は必要不可欠 となってきている。

以下で は、製造業及 び卸小売業 を取 り上 げ、情報通信が果 た している役割 につ いて分析 す る。

第3-2-13図 我が 国の海外生産比率及 び対外直接投資の推移
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「平成7fl版 通 商臼書」(通 商産業省)に より作成

(注)海 外生産比率は、製造業海外現地法人売L高/国 内製造業売L高 により算出 した

対外直接投資額 は、製造業の対外直接投資額を意味する.

ア 製造業における海外展開

製造業の海外展開 における情報通信 の役割 について、研究開発段階 と生産段 階に分 けて見てみ

る。

まず、研究開発段階で は、世界各国の研究機 関や企業 との間で、 インターネ ッ ト等の情報通信

を利用 した情報交換等が行われてい る。

生産段階で は、企業の海外拠点にお ける調達 ・配送 ・在庫管理等のために情報通信の活用がみ

られ る。 さ らに、外国 に展開す る工場 を国内か ら管理す る企業 も現れている。

(バーチャル ・ファク トリーの海外展開事例)

東京都のあ る産業機器用部品 メーカーは、新潟県 にある工場 とマレイシア、 中国、 イスラエル

等海外 にある工場 を専用回線で結び、新潟県の工場ですべての工場の稼働状況 を監視す るととも

に、各工場の生産、在庫、物 充データ、受注状況等 を一元的 に管理 し、生産計画 を立 てている。

バーチャル ・ファク トリー として、あたか も一 つの工場であ るかのご とく機能 させてい る。
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イ 卸小売業における国際調達

卸小売業 においては、インターネ ッ ト等のオープ ンなネ ッ トワー クを積極的 に活用 し、海外か

らの部品調達 を展開 してい る例がみ られ る。

(国際調達を行 う卸小売業の事例)

東京都のある機賊 部品商 は、7年7月 か らインターネ ッ トを利用 した部品調達 を開始 した。同

社 は、ホームページに必要 な部品名 と数、納期か ら購入価格 まで を英語で明示 し、広 く海外か ら

も調 達先(メ ー カー)を 募 っている。納 入を希望 する企業は世 界中 どこか らで も電子 メール1本

で商談 に参加で きる。

(3)情 報通信の高度化 による産業の新たな展開

以下で は、特 に、情報通信の高度化 によ り高 い成長が期待で きる産業分野 として企業活動支援

関連分野、学習関連分野、医療関連分野及 び余暇関連分野 について取 り上 げる。

ア 企業活動支援関連分野

企業活動支援関連分野では、特 に、企業活動の海外展開 にともなって、中小企業が インターネ

ッ ト等の情報通信 を利用 して海外の現地 スタッフを活用 した翻訳サー ビスを低 コス トで提供す る

な ど、情報通信 を利用 した新 しいビジネ スが生 まれて きている。

(インターネ ッ トを利用 した米国情報提供サー ビスの事例)

千葉県のあ る通信社は、個 人経営の中小企業であ り、サ イドビジネス として、米国企業が発表

した文書 を毎 日数本翻訳 し、契約先の コンピュータにインターネ ッ トで届 けるビジネスを行って

いる。提供 され る情報源 は、米国のオンライン情報サービス会社がパ ソコン通信 ネ ットに配信 し

ている企業 リリー スであ り、インターネ ット関連 の記事 を中心 とした情報通信関連ニュー スを選

び、翻訳 して配信す る。現在 は、大手電気通信関連企業30社 と契約 している。

イ 学習関連分野

学習関連分野で は、人々の生涯学習に対す る個 別のニー ズの高 まり等か ら、パ ソコン通信等の

情報通信 を利用 した在宅学習システム等の新 しいビジネスが生 まれて きている。

(パソコン通信 を利用 した在宅学習システムの事例)

東京都のある教育 ソフ トウェア会社 は、パ ソコン通信 を利用 した在宅学習 システムを開始 した。

同サー ビスは、会員制で あ り、会員の 自宅にあ るパ ソコン と講師が いる同社センター にあ るホス

トコンピュータ とをネ ッ トワー クで結んで お り、会員 は、 自宅で好 きな時間 にパ ソコンに向かい

学習に取 り組む ことがで きる(第3-2-14図 参照)。

講師 は、1人 で会員約70人 を担当 して、各会員の学習状況やデータをオンラインで把握で きる。

また、会員側 も学習中 に疑 問がわけば電子メールで質問を講師 に送 ることがで きるようになった。

また電子メールや電子掲示板 を使 って、会員同士が勉強の悩 み事や学校の話題 について情報 交換

を行ってい る。

ウ 医療関連分野

医療関連分野では、少子 ・高齢化の進展に ともない、情報通信を利用 した遠隔画像診断支援等、

医師の診断 を支援 す る新 しいビジネ スが生 まれて きている。

(遊'画 像診断支援 システムの利用事例)

東京都 のあ る警備会社では、主治医及び読影 医の業務支援 を行 う遠隔画像診断支援 システムを

構築 して医師向けに提供 している。 これにより、1台 当た り数億円す るMRI及 びCT等 の高額医

療機器 を有効 に利用 して質の高 い医療サービスを行いたいi三治医側のニー ズ 信頼1生の高 い診療
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闘囎騒 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-2-14図 在宅学習システムの概要

講師〔]

(

5

パ ソ コ ン 通 信 ・電 話

(学 習指導 ・カウンセ リンク)

(

セ ン ター

学習結果の

集計 ・分析

ノ、ソコン通信

/
会員耳 〕

)＼
_ノ
パソコン通信

(学舗 驚 送)

会員耳 〕

お手紙

お知らせ板

＼
ノ～ソコ ノ通信

パ ソコ ン通信

会員耳 〕

第3-2-15図 遠隔画像診断支援システム図

情報の流れ 一 →

患者の動き ・….一 一〉

CT/MR予 約

一
病院/ク リニック

コ ンサ ル テ ィ ング

シ ス テ ム セ ンタ ー

口口 ■ →

読 影 レポ ー ト(写)

FAX

患者はCT/MR

撮影 後

病院にて再診

読 影 レポ ー ト

◎CT/MR予 約受付
◎CT/MR読 影及びレポート作成

ISDN

提携医療機関C

⑨
ISDN

読影レポー ト

FAX

提携医療機関B

◎

ISDN

＼患者

南

ブ

イ

ル

ム

提携医療機関A

8難璽

シ ス テ ム の 流 れ

1)病 院でCT/MR検 査 を必要と認めた場合、システムセンターに予約申 し込み。

2)シ ステムセンターは、予約受付後、受付票を病院宛にFAX送 付。

3)患 者は予約 日時に予約医療機関に行 き(■ソMR撮 影、フィルム受領。

4)シ ステムセンターで読影 レポー1・作成、写 しを病院へFAX送 付。

5)患 者はフィルムを持参し病院にて再受診。

を受 けたい患者側 のニーズ、遠隔地の医療機 関を毎 日変 えて訪問す る手数 を避iけたい読影医側 の

ニーズを満足 させてい る(第3-2-15図 参照)。

本 システムは、全国約60の 医療機 関及 び共同 ク リニックか ら直接 センタにISDNで 接続す る構

成 となってお り、MRI、CTに よる診察は、最大待 ち時間が1週 間か ら1日(最 短2時 間程 度)

に短縮 された。 また、MRI、CTは 、従来、1日8時 間 しか利用で きなかったが、24時 間 いっで

も利用可能 になった。
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工 余暇関連分野

余暇 関連分野で は、人々の余暇時間の増加 に伴 う様 々な余暇活動への参加が進みつつある中で 、

家庭用通信 カラオケやインターネ ッ トを自由に利用で きるインターネ ッ トカフェ等の情報通信 を

利用 した新 ビジネ スが生 まれて きている。

(家庭用通信 カラオケの事例)

東京都 のある通信 カラオケメーカーは、7年10月 か ら、家庭用通信 カラオケ端末を利用 したデ

ータ配信サー ビスを開始 した
。

同サー ビスは、カラオケサービスのほか情報サー ビス、ゲームサービスの提 供 も行ってい る。

ユーザーは、 アナログ公衆回線 を利用 して、最 寄 りのデータベースにアクセスす る。 このデータ

ベー スは、サー ビス開始 当初は、全国10か 所であったが、9年3月 まで に全国31か 所 に拡大す る

予定で ある(第3-2-16図 参照)。

第3-2-16図 家庭用通信 カラオケの利用 システム図

1ホ ス トデ ー タベ ー ス1

ロ国

1デ ー タ ベ ー ス1

旦 国 …一 線…ケ呂

屋 團 …翻 線…ケ

家庭用 薩 靴 。ビ
通信カラオケ端

∞0 國

,ロ国 …電話回線…ケ合

ユ ー ザ ー

(4)産 業の情報化に関す る日米比較

我が国 と米 国 との間で、産業 の それぞれの側面 において、比較可能な最近のデータ項 目によ り、

情報化 に関す る比較 を行った(第3-2-17図 参照)。

産業の情報化 について、我 が国の状況 を100と して米 国の状況 を見 る と、ISDN回 線契約率

では我が国 を下回っているが その他の項 目では、我が国を上回ってい る。特 に、インターネ ッ

トに接続 してい るホス トコンピュータ設置率では我が国の約12倍 となっているほか、メールボ ッ

クス利用率で は約8倍 、パ ソコン設置率で は約5倍 、パ ソコンのネ ッ トワーク化率及び内国郵便

物利用率では約4倍 、携帯 ・自動車電話加入率では約3倍 となっている。 これによ り、我が国は、

米 国 と比べて産業の情報化が大 き く遅れているこ とがわか る(各 項 目の出典 について は、付表42、

付表43参 照)。
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・疋 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-2-17図 涯業の情報化 に関す る日米比較

(我が国 を100と した米国の指数)

米国 一一 日本

パ ソコン設置率(米 国:471)

パ ソ コンネ ノトワーク化率(米 国:388)

パ ソコン通信加入率(米 国:133)

イン ターネ ット接続

ホス トコンヒュー タ設置率

(米国:1254)

事務 用 一般電 話加入率(米 国:123)

500

携 帯 ・自動 車電 話加 入率(米 国:310)

無 線 呼出 し加 入率(米 国:146)

400

300

0

1

ISDN回 線 契約率(米 国:41)

国 際 通信収 入率(米 国'189)

ゾ

デ_タ ベ_ス 設 置率(米 国:139)国 内通信収 入率(米 国:155)

爵 広 告費率(米 国:187)

メー ルポ ックス利用率(米 国:805)

国際 郵便物利 用率(米 国:146)内 国郵 便物

利用率(米 国:390)

各種 資料 により作成

(注)従 業 者1万 人当たりの数 を日米で比較.た だ し、国際通信収 入、国内通信収入 、広告費 はGDP(名 目)で

割 った値 を比 較。 また、パ ソコ ンネ ッ トワーク化率は 、ネ ッ トワー ク接続 パ ソコン台数、パ ソコン設置台数

を比較。

コラム8

イ ン ターネ ッ ト ・カ フ ェ

インタ ーネ ッ ト ・カ フェ とは、 イ ンター ネ ッ トに接続 す るこ とので きるパ ソ コンが置 か れ、 コ

ー ヒー等 を飲 み なが らインタ ーネ ッ トを使 うこ とので きるスペ ー スで あ る。 ここ最近 で は、我 が

国各 地 にイ ンター ネ ッ ト ・カ フェがで き、 その数 は増 加 して きて い る。

現 在 、一般 の 人々が 自 らイ ンター ネ ッ トに接 続 す るには、パ ソ コン等 の端 末代 、 プ ロバ イダ へ

の接 続料 金 、通 信料 金等 の イニ シ ャル コス ト、 ランニ ング コス トが かか り、 また、 接続 す るた め

にパ ソコ ンを設 定 す る知識 が必 要 で、 それ ほ ど気軽 に行 え る もので は な い。 その た め、時 間や料

金 を気 にす るこ とな くイ ンターネ ッ トを使 え、 また店 に よっ ては イ ンス トラク ター が お り、 操作

方法 を教 えて くれ るイ ンター ネ ッ ト ・カ フェ は、 一般 の人 々が イ ンタ ーネ ッ トを身近 に感 じる こ

とので きる場所 で あ る。

イン ターネ ッ ト・カ フェ の形 態 としては、 元 々パ ソ コンの シ ョール ー ムやパ ソコ ン シ ョ ップで 、

イ ンター ネ ッ トに接 続 され たパ ソコ ンが数 十 台 設置 され てお り、 インター ネ ッ トに関 す るセ ミナ

ー を も行 っ て い る本格 的 な もの か ら、元 々が カ フェ レス トランや喫 茶店 で 、 そこに イ ンター ネ ッ

トに接 続 されたパ ソコンが ア トラク シ ョン的 に数 台設置 され て い る もの まで 幅広 い。

また、 インタ ーネ ッ ト・カ フェ を利 用 す る人の種類 も、企 業 にお け るシス テ ム担 当者 や広告 宣

伝 担 当者 が、 イ ンター ネ ッ トを ビジネ スで活 用 す るため の情 報 収 集 を行 っ て いた り、学 生 や 主婦
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が純粋 に興 味本位で ネ ッ トサ ー フ ィン

を楽 しんで いた りと多様で あ る。 イン

ターネ ッ ト・カ フェの 方で も、単 にイ ヤ、

ンターネ ッ トの操作 方法 か らホー ムペ

ー ジの開設方法 まで様 々なセ ミナー を

行 っていた り、ネ ッ トサー フィンに よ

るゲー ム大会 を開催 した りと利 用者 の

ニーズに対応 している。

ニ づ

『.

罧,高 竃

鳥._

窮等
、う ぜ

L∫稿
の り が

・直

ミr
差}曙、 曜 ヒo'》

1霧

イ ンター ネ ッ ト・カ フェの風 景

雛
レ運漣 〆 溶

ノ 【ノ▽

インターネット・カフェでインストラクターが利用者に説明している様子

2惰 報通信産業の活力ある展開

電気通イ諜 と放送業 は、情報通信産業の中核で あ り、 その活力あ る展開が、情報通信産業全体

を活1生化 させ、我が国全体 の経済構 造変革 に寄与す る。 ここで は、電気通信業 と放送業 における

最先端 ビジネ スの出現、他産業の積極的参入の状況、設備投資の動向 について概観す る。

(1)情 報通信産業における最先端 ビジネス

ここでは、マルチメデ ィア化の うね りの中で新 たな展開を見せている電気通信業及び放送業 自

身が手掛 ける最先端 ビジネ スの い くつかを紹介す る。

ア 移動通信 を利用 した=ユ ービジネス

新事業者の参入や端末売 り切 り制導入以降の競争促 進による利用料金の低廉化、端末機 の低価

格化等 を背景 に、携帯 ・自動車電話サー ビス、無線呼出 しサービス等の契約者数は大 き く増加 を

続 けている。 また、7年 度か らは新 たにPHSサ ー ビスが始 ま り、 さ らに、将来的 にはMMAC、
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■■■■第3章 情報通信が牽引する社会の変革

周 回衛 星 シ ステ ム、IMT-2000(InternationalMobileTelecommunications.2000)/FP

LMTS(FuturePublicLandMobileTelecommunicationSystems)等 の新 た な シス テム

の導 入 も検 討 され て い る。 この よ うにパ ー ソナ ル通信 に対 す るニー ズが 高 ま る中で 、 移動 通 信 市

場 も近 年 急 速 に拡 大 して い る。昭 和60年 度 に は1,044億 円で あ った 移動 通 信 市 場 は、6年 度 には

1兆3,867億 円 まで に拡 大 した が、 なお移 動 通信 市 場 は加速 度 的 に成 長 を続 け、7年 度 は2兆 円

を超 え る見 込 みで あ る(第3-2-18図 参 照)。

(億円)
第3-2-18図 移動通信市場の拡大
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60616263元23456

(年度)

(注)売 上高ベース(電 気通信事業営業収益十付帯事業営業収益)

NTTDoC。Mo等 に ついては、4年6月 までは、NTTの 携帯 ・自動車電話、船舶電話及び無線呼 出
し収 入の合計。

年度

新事業者(移 動電話)

新事業者(無 線呼出し)

NTTDoCoMo等

地域別9社

その他

売上高合計

60

1,044

1,044

6ユ

1,259

1,259

62

10

1,577

1,587

63

6

132

!,900

1

2,039

元

177

262

2,2!8

3

2,661

(単位:億 円)

2

789

372

2,762

8

3,932

3

1,316

496

3,324

11

5,147

4

ll832

629

4,254

17

6,733

5

2,317

791

5,740

31

8,881

6

4,448

1,069

8,294

55

13,867

(ア)PHS

PHS(サ ービス概要、7年 度の状況等 については第1章 第1節1(1)イ(イ)を 参 照)は
、7年7

月1日 にサービスが開始 されて以来、加入契約数は短期 間に大 き く増 え
、8年2月 末 には百万台

を突破 した。

データ通信 における移動通信サー ビスの利用形態 を見 ると、最近で は携帯 ・自動車電話で も、

デ ジタル通信の特1生を生か した各種 アダ プタ、携帯型 ファクシ ミリ等が商品化 され るな ど、様 々

な利用形態 に合 わせた形でのサー ビスの利用が始 まっている。

PHSで も、携 帯 ・自動車電話 よ り高速 な32kb/sの デー タ伝送
、 さ らに将来 的 には2ス ロッ

トを並列使用 した64kb/sの データ伝送 が予定 されて いる。なお、32kb/sの エ アインタ フェー ス
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第2節 情報通信かリー ドする我が国経済の構造変革

の標準規格 は7年12月 に決定 し、8年 以降、商品化 され る予定で ある。PHSは 、通話エ リア、

移動速度の面で一定の限界があるが、料金が携帯電話 よ り安 く設定 されてお り、都市部 を中心 に

マルチメデ ィア移動通信の インフラ としての成長が期待 される。

7年10月 には、PHSを 利用 したインターネ ッ ト・アクセスやパ ソコン通信等の各種 アプ リケ

ーシ ョンの開発 を行 うこ とを目的 として
、㈱電波産業会を事務局 とす る任意団体であ るPHSイ

ンターネ ッ ト・アクセス ・フォーラムが設立 され、無線分野及 び情報処理分野か ら70社程度が参

加 している。 この フォーラムでは、7年 度中に伝送方式 を開発 し、相互運用性 の実証 を経 て、8

年度末 に製品の実用化を目指 している。

また、立 ち上がったばか りのPHSサ ー ビスの通話エ リアの狭 さを補 うために、PHSと 無線

呼出 しを併用 したサー ビスが実施 されている。無線呼出 しは、 カバーエ リアが広 く、高速移動 中

で も呼出 しが可能であ り、PHS利 用者 に対 して着信 を確実にす るメ リットがある。

(イ)衛 星 を利用 した移動通信

通信衛星 を利用 した移動通信サー ビスは、基地局の機能 を衛星 に持 たせた もので、衛星が見通

せ る場所であれば、 どこで もサービスが利用で きる。

この通信衛星 を利用 した移動通信サー ビスについて、 まずは静止衛星 を使って、国 ・地域 を限

定 したサービスが始 まっている。我が国 においては、7年8月 及び8年2月 に静止軌 道に打 ち上

げ られたN-STARa及 びN-STARbを 使用 し、NTTDoCoMoが8年3月 か ら携 帯 ・自動車電

話サ ービスのエ リア補完のため、 日本全国をカバーす る国内移動衛星通信サービスを開始 してい

る。なお、 このサービスは、沿岸無線電話サービスの後継及びエ リア拡大 を目的 としてお り、 そ

のサー ビスエ リアは 日本周辺海域(ほ ぼ200海 里)を カバー している。

また、現在 の携帯 ・自動車電話で は、通信方式の違 いな どか ら海外では使用で きず、静止衛星

による移動通信サービス もサー ビス利用地域が限定され るが、周回衛星 を使 うこ とにより全世界

規模でのサー ビスが可能 とな る(第3-2-19表 参照)。

第3-2-19表 衛星 を利用 した主な移動通信サー ビス等

サービ ス名

計画会社

衛星軌道/

個数

サーヒ"ス エリア

サービス内容

サービス開始予定

静止衛星

N-STAR

衛 星 移 動

電 話サービ ス

NTTDoCoMo

静止軌道

日本全国

低 ・中軌道周回衛星

イ リジウム

Iridiu皿Inc.

(米 国)

780㎞/

66個

ICO-P

ICOGIobal

Communicati-

onsInc.

(英 国)

10,355㎞/

10個

全世界

グロー バ ル

ス ター

GlobalstarLi-

mitedPartner

Inc.

(米 国)

1,400㎞/

48個

南北とも緯度

±72度

オデッセ イ

OdysseyTele-

COmmUniCatiO-

nSInternati-

onalInc.

(米 国)

10,355km/

12個

世界主要

9地 域

電 話 、デ ー タサ ー ビス

1996年4月1998年9月 1999年 末1998年12月 2000年

オ ー ブ コム

Orbcom

Inc.

(米 国)

785㎞/

36個

全世界

テ"一 タサーヒ"ス

1997年

郵政省資料により作成
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■■■麗 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

(ウ)無 線呼出 し

昭和49年 か ら始 まった無線呼 出 しサー ビスは、7年7月 には加入者数が1千 万 を突破 す るまで

に拡大 した。 その利用形態 は、従来の呼 出 しのみの利用か ら情報伝送 メ ッセー ジ交換的 な使 わ

れ方に大 き く変化 している。

このよ うな背景か ら、収容量の増加が図 られ、大量のデータ伝送が可能 とな る高速無線 呼出 し

サー ビスの早期実用化が求 め られていたため、8年 春か ら 「FLEX-TD方 式」のサ ー ビスが開

始 され る予定であ る。 この方式で は、1,600b/s、3,200b/s、6,400b/sの 段 階的 な高速化 が可能で

あ り、1チ ャンネル当た りの加入者容量 は、従来 方式 に比べ て最大で約10倍 で あ り、パ ソコン通

信 と同程度の通信速度 によ り、多様 なサ ービスが可能 とな る。 また、基地 局側 で複数回呼 出 しを

行 い、受信率の向上 を図った り、端末の消費電力が少 な くなるので、電池の長寿命化、小型化 に

よる端末本体の小型、軽量化が可能 となる。

また、FMラ ジオ電波 のす き間 を利用 したFM多 重無線呼出 しサービスは、現行 の無線呼 出 し

のよ うに専用の電波 を使用せず、低 コス トでサー ビスの提供 が可能で あ り、 また、 いわば通信 と

放送の融合 を図 る意味で先陣を切 る もので もあ る。FM多 重無線呼出 しサー ビスで は、加入者容

量やサー ビスエ リアに制約があ る反面、 これまでの無線呼出 しにない新 しいサー ビス(例 えば、

ニュース、天気予報等の情報提 供サー ビス)が 登場す るこ とも予想 され、無線呼出 しサービスの

多様化が一層進展す るもの と期待 されてい る。

現在、FM多 重無線呼出 しのサー ビス開始 に向 けては、FM放 送事業者が中心 に検討 を行って

いる。FM多 重無線呼 出 しの方式 としては、HSDS方 式 とDARC方 式の2方 式 があ るが、若干

加入容量が少 な くなるものの、1つ の放送局が両方式 を短時間 に切 り替 えて送信 し、見掛 け上両

方式 を同時 に送信す る 「交互送信」 について も検 討が進 められている(第3-2-20表 参照)。

第3-2-20表 各種無線 呼出 しシステムの比較

方試名

伝送速度
加入者容量
(加入/波)
提 、

現 行 方 エ'

MT方 式

1200b/s

32,000

NTT

DoCoMoグ

ルーフ.各 社

POCSAG方 エ魅

512b/s
26,400

1200b/s
62,000

東兄テレメッセージ

等新事 業者各社

同'_,。w出 し シ ス テ ム

FLEX-TD

1600b/s
66,000

3200b/s
132,000

既 の 業者

6400b/s
264,000

郵政省資料により作成

FM夕 方 エ'

HSDS

(RECEPTOR)

方 式

19.Okb/s

約35万

疋

DARC方 エ'

16.Okb/s

約33.4万

疋

イ ケーブルテ レビを利用 したニ ュー ビジネス

都市型ケーブル テレビは双方向性機能 を持 ってお り、単 にテレビジ ョン放送サー ビスだ けで な

く、様 々なサー ビスの可能1生を秘 めている。 テレビジ ョン放送 以外の新サー ビスへの取組 は、 ま

だ始 まったばか りであ るが、現在 まで に広域電話サー ビス、 インターネ ッ トへの接続、 ビデオ ・

オン ・デマン ド、教 育 ・在宅医療支援等 について、多彩 な実験が展開 されて いる(第3-2-21

表参照)。

ケーブルテレビ網 を使 った各種サービスが実施 された場合、ネ ッ トワー ク設備 を放送 と通信で

共用で きるため、 それぞれ専 用に利用す る場合 に比べ安価 にサー ビスが利用で きるメ リッ トがあ
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第2節 情報通信がリードする我か国経済の構造変革 綴轍獺

第3-2-21表 ケーブルテ レビを利用 したニ ューサ ービス(実 験プ ロジェク ト)

プロジェク ト名

公的プロジェク ト

○新世代通信網パ イロ ッ ト

モデル事業(6年7月 ～9

年7月)

○岡崎 リサーチセ ンター

○ 目黒 リサ ー チ セ ン ター

○東京都 臨海副都心マルチメデ

ィア実験(8年 ～9年)

フ尉 一ビ ス・ネット委 員会

(6年5月 ～)

実施主体

新世代通信網

利用高度化協会

通信 ・放送機構

通信 ・放送機構

東 京 マルチメテ"イアシス

テム協 議 会

ケーフ"ルテレヒ"

協 議 会

実験内容等

FTTHに よるVOD、TV電 話 、高画質CATV、

ゲー ム配信等。

教育 を中心 とした公共分野 におけるアプ リケーシ ョン

開発(VOD授 業等)。

ケーブルテ レビ施設 を広域 に接続 し、広域CATV電

話、広域デ ジタル伝送、デ ジタルニア ・ビデ オ ・オ ン ・

デマ ン ド等の開発。

①光 同軸ハ イブ リッ ド網 による次世代CATV実 験

(VOD)と ②FTTHに よる先進提案実験(高 度双方

向通信)。

次 の とお り

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

ll

12

13

14

15

CATV電 話(MCA/C方 式 、TDMA方 式)

CATV電 話、パ ソコン通信

CATV電 話NVOD、 パ ソコン通信 、地域情報提供サ ービス

パ ソコン通信

デジタル電話実用実験

CATV電 話(TDMA方 式、

像 ネッ ト

PX仕 様)、在宅健康管理 システ ム、23GHz帯 無線 による相互映

1998冬 季 オ リンピック長野大会を目指 した諸 プロジェク トへの参加

光 ケ ー ブ ル に よるCATV、VOD、 通 信 の統 合 サ ー ビス、 高 速 ・広 帯 域 バ ックボ ー ンネ ッ ト

ワー クに よ る各種 マ ルチ メデ ィア ・アプ リケー シ ョ ン実 験

PHS/C、CATV電 話、 インター ネッ ト接続(LAN/C)

事業所 間 ・大学キ ャンパ ス間のLAN間 接続、インターネット接続、標準TV

タル伝送 による高画質伝送、PHS/C

HDTV映 像 のデ ジ

パ ソコン通信

超高速ATM伝 送(デ スク トップTV会 議等)

CATV電 話、パ ソコン通信

図書館情報 ネッ トワークシステム

医師会CATV-LANシ ステム

郵政省資料により作成

る。 また、料金体系 も放送 に準 じて現在の通信料金 とは違った形 にな り、例 えばエ リア内の電話

や、パ ソコン通信 の月額固定料金の設定がで きるなど、使用方法 に応 じたユーザーの選択範 囲が
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■■■鷹第3章 情報通信か牽引する社会の変革

広 くな るもの と思われる。

例 電話系サ ービス

CATV電 話やPHS/C、 パ ソコン通

信等、電話系サー ビスの実験 は、プ ロジ

ェク トの数 としては最 も多 く、上 り回線

の流合雑音の問題等、ケーブル テレビ施

設がパ ソコン通信や ファクシ ミリを含 む

固定電話及びPHSの 伝送路 として活用

で きるか どうかの技術的検証 が実験 の中

心課題 となってい る。複数のケーブルテ

レビ施設 を公衆通信網で相互接続 して広

域ネ ットワーク化 を目指す実験 も行 われ

ている。 ケーブルテレビを利 用 した電話 システム(実 験 システム)

主 な実験プ ロジェク トとしては、 フル

蒙;鷺二錨よ繋鴛 懸諜繕2[.疋 躍

堀難 鵜1-曜 彫
ケーブル テ レビによ るLANシ ステムで 薗

実現 しようとす る実験 が急速 に増 えてき

てい る。 ケーブル テレビ網 を一つのLAゑr

Nと 見てケーブノレモデムで各端末をつな

ぎ・インターネット概 ビデわ オン.、

デマン ド、 テレビ会議 、英会話 コンテン 艦

ト等 へ のアクセ ス、10Mb/s程 度 の高速 ケーブルテ レビを利用 したインターネット接続 実験

デ_タ 伝送等 の実験が行われている。 ま(イ ンターネットアクセス)

た、LANシ ステムによ り、図書館i青報

ネ ッ トワー クシステムや医療1青報ネ ッ トワー クシステムを構 築す る実験 も行 われてい る。

なお、 これ らの実験 によ り得 たノウハ ウをべ一 スに具体的 な事業化 に向 けた取組 として、 あ る

ヶ一ブルテレビ会社で は、7年12月 に第一種電気通信事業の許可を取得 し、9年4月 か ら高速 イ

ンターネ ッ ト接続サー ビス(最 大27.5Mb/s)を 開始す る予定であ る。

(ウ)そ の他のサービス

早 くか らケーブルテレビ網 を利用 したサー ビスの代表例 として見 られて きたビデオ ・オン ・デ

マン ドは、 コス ト面 の問題か ら実験プ ロジェク トは大 きな もの に限 られ てはいるが、FTTHに

よる実験 も開始 されている。 その他 にも、一つの番組 を時間をず らして複数チャンネルで放送す

るこ とによ り、少 ない待 ち時間で最初 か ら見 られ るニア ・ビデ オ ・オン ・デマ ン ド、ホー ムショ

ッピング、在宅健康管理等の医療支援サー ビス、交通1青報 ・地域1青報等 の情報提供サー ビス等、

多彩 な実験が展開されている。
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第2節 情報通信かリードする我が国経済の構造変革

ウ 衛星放送の=ユ ービジネス

最先端のデ ジタル技術 を使用 した衛星デ ジタル多チャンネル放送(50チ ャンネル以上 のテレビ

放送、100チ ャンネル以上の音声放送)に ついては、7年8月 に打 ち上 げ られた通信衛星JCSAT

-3を 使って
、8年4月 か ら試験放送が、秋 ごろか らは有料放送が本格的 に始 まる予定で あ る。

このデ ジタル技術による多チャンネル化 によ り、従来 よ りも個々人の趣味 に応 じた番組 内容が

様 々な形で提供されることになる。 その他 にも、見た番組 に応 じて料金 を払 うペ イ ・パー ・ビュ

ー
、ニア ・ビデオ ・オン ・デマン ド等の新 しいサー ビスが開始 され る予定であ り、 さらに将来的

には、テレビ画面上での注文が可能 となるホー ム ・ショッピングや旅行予約等 のサービスも可能

とな る。

なお、デ ジタル放送 は、既 に米国等 において開始 されているが、我 が国で はこの衛星デ ジタル

多チャンネル放送 によ り、初 めて本格的なデジタル技術が放送分野 に導入 され るこ ととなる。 こ

の技術の利用 によ り、例 えば、従来 のテレビジ ョン放送で あれば1チ ャンネル しか放送で きなか

った周波数 を使用 して、4～8チ ャンネルの放送がで きる。 このため、放送 にかか るコス トの低

下や少ない周波数資源の有効利用が可能 となる。

(2)他 産業の情報通信産業への積極的参入

ここで は、電気通信業 と放送業 につ いて、7年3月 現在の株主構戒 を調査 し、情報通信以外の

産業等 か ら情報通信産業への参入状況 を概観す る。

ア 電気通信業への参入

電気通信事業者 の うち第一種電気通信事業者 について筆頭株主の業種 を見 る と、最 も多 く登場

す るのは電気通信事業者で あ り、NTT、 新事業者等の電気通信事業者は、他の電気通信事業者

の筆頭株主 となってお り、ほぼ半数 を占めている。以下、電力会社、メーカー(電 機、 自動車)、

第3-2-22図 電気通信業への参入

筆頭株主として 上位5位 以内の株主として

メ ー カ ー

商社

電力

その他

金融
保険

その他

電気通信

事業者

電力

電気通信

事業者
メ ー カ ー

商社

(単 位:%)

電気通信事業者

電力

商社

メ ー カ ー

金融・保険

その他

筆頭株主

50.0

18.2

9.ユ

l!,4

0

ll。3

上位5位 まで

13.3

ll.7

22.2

17.2

14.4

21.2
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■■圏 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

商社の順 となってい る。特 に、携帯 ・自動車電話等 の移動通信会社は、NTT、 新事業者 が筆頭

株主 となってい る例が、地域通信会社及びPHS系 の移動通信会社は、電力会社 が筆頭株主 とな

っている例が、国際通信会社及び衛星通信会社 は、商社 が筆頭株主 となってい る例が多 い。

また、各社の上位5位 以内の株主の業種 を見 ると、最 も多 く登場す るのは商社で あ る。商社 は

通信の 自由化以降、情報通信産業 に対す る積極的 な投資 を続 けてお り、電力会社 が数多 く筆頭株

主 となっている地域電話会社等 に対 して数多 く出資 してい る(第3-2-22図 参照)。

イ 放送業への参入

放送事業者 につ いて、株主構成が公表 されている191社 を対象 に筆頭株主の業種 を見 る と、最

も多 く登場す るのは新聞社で、以下、地方経済界の有力者等の個 人、地 方公共団体の順 となって

い る。

さ らに、放送事業者 をテレビジョン ・ラジオ併営局、 テレビジ ョン単営局、 ラジオ単営局、衛

星放送局に分類 して、 それぞれの特徴 を分析す る。

テレビジ ョン ・ラジオ併営 局では、35局 の うち15局 の筆頭株主が新聞社であ り、 それ も一部 を

除いて地 方新聞社であ る。 それ以外で は、個人 と地方公共団体が多い。上位5位 以内の株主で は、

新聞社が多いこ とには変わ りないが、金融 ・保険業 も多 くを占め、特 に地元金融機 関がメインバ

ンク として、あ るいは有力融資先 として株主に名 を連 ねている。

テレビジョン単営 局では、80局 を超 えるため設立年代別 に分類 して分析す る。 どの年代 を通 じ

て も多いのは新聞社であ る。一方、1960年 代、1980年 代 に設立 された放送 局には個 人が多 く出資

してい る。 また、1970年 代 ごろまで は地方公共団体 も筆頭株主 にい くつか顔 を見せてお り、1990

年代 に も筆頭株主 としてわずかなが ら登場す る。

ラジオ単営局で は、個 人株主が極 めて多い。 また、1950年 代 に数多 く設立 された中波 ラジオ局、

1980年 代以降急速 に増加 したFMラ ジオ局 に分 けて見 ると、 中波 ラジオ局 は設立が古 いこ ともあ

り、テレビジ ョン ・ラジオ併営局 とほぼ同 じ傾向 にあ り、新 聞社、地方公共団体が多 くなってい

る。FMラ ジオ局は その構成が音楽番組 中心 とい う特性 か らか、新聞社 の割合がか な り低 くな り、

これに代 わって地方公共団体 や、最近で はメー カー(電 機、 自動車)も 増 えてい る。

衛星放送局の株主で は、地上波 テレビ局ではほ とん ど見 られなかった商社が多 くな り、 メーカ

ー(電 機)や 地上波放送局等の放送事業者 も多 く見 られ る。最 も特徴 的なの は映画会社が含 まれ

ているこ とであ る。放送局や映画会社等、映像 ソフ トを持 っている企業が その ソフ ト資産 を生 か

せ る場 として衛星 放送 に期待 をか けているもの と推測 され る(第3-2-23図 参照)。

(3)情 報通信産業の設備投資の動向

ここで は、電気通イ諜 と放送業 における設備投資の動 向を見 る とともに、米 国 との比較 によ り、

我が国の実態を明 らかにす る。 また、電気、道路、ガ ス、水道、鉄道等、他の公益的分野 にお け

る設備投資 と比較 す る。

ア 情報通信産業の設備投資 における我が 国の現状

我が国の電気通信業i及び放送業 における設備投資 を見 る と、6年 度は伸 び率 はやや鈍化 した も

のの年 々着実 に増加 を続 け、6年 度 は3兆945億 円(対 前年度比0.3%増)に 達 し、昭和63年 度の

1,39倍 で、 この期間の年平均伸 び率 は5.7%で あ った。 また、全産業の設備投資(法 人企業動 向

調査(経 済企画庁))に 占める割合で も、昭和63年 度 は6.2%で あったの ものが、6年 度は7 .6%に

拡 大 してい る。

設備投資の内訳を見 ると、第一種電気通信事業者が全体 の86.3%を 占め、 その設備投資額 は2
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第3-2-23図 放送業への参入

放送事業全体

(筆頭株 セとして)

その他

金融 保険

メーカー

放送 ・ド業者

新聞社

地方公共団体 個人

FMラ ジオ単営局

(筆頭株主として)

衛 星放送局

(筆頭株主として)

その他
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兆6,698億 円で あ り、昭和63年 度 の1.36倍(昭 和63年 度か ら6年 度 の間の年平均伸 び率5.2%)と

なった。第一種 電気通信事業者 については、今後 も携帯 ・自動車電話サ ービスの需要増 による設

備投資やPHS事 業開始 に伴 う設備投資 によ り大幅な増 加が見込 まれる。 また、第二種電気通信

事業者 の設備投資額 は2,132億 円であ り、昭和63年 度の1.55倍(同8.1%)と なった。

放送事業者の うち、民放事業者 の設備投資額 は1,097億 円であ り、昭和63年 度の1.92倍(同22.9

%)と なった。6年 度の設備投資が5年 度 に比べ大 きく減少(17.0%減)し たの は、5年 度 に、

ある大手事業者が本社社屋の建替 えのための多額の設備投資 を終了 した ことが大 きく影響 してい

ると考 えられ る。 また、NHKの 設備投資額は596億 円であ り、昭和63年 度の1 .37倍(同6.4%)

となった。 さ らに、ケーブルテレビの設備投資額は422億 円であ り、昭和63年 度の2.60倍(同29 .7

%)と なった。5年 度の設備投資額 に比べ大 きく減少(38.8%減)し たが、今後多数 の企業が ヶ

一ブルテレビ事業への新規参入 を計画 し
、 また、加入需要 も高 まってい ることを考 えると、設備

投資は増加 してい くもの と予想 され る(第3-2-24図 参照)。

イ 情報通信産業の設備投資における日米比較

情報通信産業 の うち電気通信業 における設備投資 について 日米比較磁3)を行 うと、国民一 人当

た りの設備投資額 は、我が国で は2,001円 であ るの に対 して、米国で は3,728円 となってお り、米
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第3-2-24図 情報通信産 業の設備投資の推移
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国は我が国の1.86倍 と日米間で大 きな格差 が見 られ る。

ウ 他の公益 的分野における設備投資 との比較

情報通信分野 として電気通信業 と放送業 にお ける設備投資 と他の公益 的分野 に対す る設備投資

と比較 す る と、5年 度の総額で は、 ここで調査 した分 野の中で情報通信 は、道路(10兆8,031億

円)、 電 力(4兆9,34(臆 円)、 下水道(3兆5,340億 円)に 次いで4番 目(3兆863億 円)と なって

い るが、 その額 は道路 の3分 の1以 下で あ り、電力の6割 強 に過 ぎない(第3-2-25図 参照)。

さ らに、投資主体別 に見 ると、情報通信分野で は、 ほ とん どが民間企業 による投資で、 その額

は3兆275億 円(全 体 の98.1%)で あ り、公的企業では、NHKに よる投資の588億 円(同1,9%)

に過 ぎない。他の公益的分野 につ いて、電力、ガ ス、鉄道 の投資主体 は民間企業で あ り、道路 、

上下水道は国あ るいは地方公共団体であ る。
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第3-2-25図 情報通信及び他の公益的分野の設備投資の推移
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庁)、 「道路統計年報」健 設省)、 「建設統計要覧」(建 設省)、

「下水道統計要覧」(日 本下水道協会)等により作成

(単位:億 円)
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3技 術創造立国に向けた惰報通信技術の開花

(1)情 報 通信技術 の研究開発 をめ ぐる最近の動 向

ア 研 究開発 リソースに見 る動 向

研究開発活動の状況 を把握す る上で、研究費、研究人材(研 究者数)を 研究開発の2大 リソー

ス として とらえ、情報通信分野に関す るこれ らの推移 を概観す る。

研究費について見 る と、情報通信分野の中核 を占め る通信・電子・電気計測器工業 は、3年度 に2兆

3,728億 円に達 した後4年 度、5年度は連続 して減少 したが6年 度 は対前年期比0.4%増 の2兆576億

円 とやや回復の兆 しが見 られ る。また、昭和60年 度を100と して、全産業 と比べ る と、いずれ も3年度

をピークに2年続 けて減少 しているが 減少度合いは通信・電子 ・電気計測器工業の方が大 きかった。

しか し、6年度 になる と、通信・電子・電気計測器工業 はわずかなが ら増加 に転 じている。

一方
、研究者数 について見 ると、通信 ・電子 ・電気計測器工業 は、昭和61年(4月1日 現在)
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は6万2千 人であったが、 その後堅調 に増加を続 け、7年(4月1日 現在)は10万4千 人 まで増

えて いる。 また、昭和61年(4月1日 現在)を100と して、全産業 と比べ る と、通信 ・電子 ・電

気計測器工業 は、全産業 よ り順調 な伸 びを示 し、7年(4月1日 現在)は 全産業が149.6に 対 して、

通信 ・電子 ・電気計測器工業 は167.3と なっている(第3-2-26図 参照)。

第3-2-26図 情報通信分野の研究費、研究者数の推移

(研究費)

180

160

指140

数

120

通信 ・電子 ・電 気計測器工業

昭和60年 度1兆3,200億 円

6年 度2兆576億 円

100
60616263元 2 3 4 56

(年 度)

(研究者数)

180

160

指

数140

120

通信 ・電子 電気計測器工業
昭和61年6万2千 人
7年10万4千 人

100
616263元 2

「科学技術研究調査報告」(総 務庁)

全産業

昭和61年25万2千 人

7年37万7千 人

34567

(年)

各 年 とも4月1日 現在

によ り作成

(指数)

研
究

費

研
究
者
数

年度

通信 ・電子・

電気計測器工業

全産業

年(4月1日)

通信 ・電子・

電気計測器工業

全産業

60

100.0

100.0

61

100.0

100.0

61

102.9

103,0

62

108,2

103.6

62

113.3

109.3

63

122.0

110.9

63

129.3

121。5

元

132.3

116.9

元

146.9

138。6

2

138,1

124.7

2

162.6

156,0

3

145.0

131.5

3

179.5

164.0

4

151.2

135.4

4

170,4

161.0

5

157.6

141.6

5

155.0

152.4

6

161.5

145.9

6

155.6

151.2

7

167.3

149.6

イ 学会での論文発表件数に見る動向

情報通信技術に関連する代表的な研究課題ごとの研究の推移を分析するため、国内の情報通信

分野での学会研究活動の主流の一つとなっている電予1青報通信学会の動向を見てみる。6年3月

一276



第2節 情報通信かリー ドする我か国経済の構造変革 野

か ら7年9月 の電」召青報通信学会全国大会の発表件数 を研究課題 ご とに見 ると、発表件数が多 く、

増加傾向 にあ るの は、無線 システム、光通信 システム、光エ レク トロニ クス/レ ーザ ・量子エ レ

ク トロニクスの3分 野で あ り、何十年 と伝統的 に脈 々 と続 いて きた これ らの分野の研究開発活動

が、我が国の情報通信分野 における研究開発活動 を依然 として リー ドしている。

また、 この2年 間に新 たに加 わったのは、 ヒューマンコ ミュニケー ション、マルチメデ ィア ・

仮想環境基礎、有機エ レク トロニク スの3分 野で ある。特 にヒューマ ンコミュニケーシ ョン、マ

ルチメデ ィア ・仮想環境基礎 の2分 野は、4つ の ソサ イアティ(基 礎 ・境界 ソサ イアティ、通信

ソサ イアティ、エ レク トロニ クスソサ イアティ、情報 ・システムソサ イアティ)と 同格 に位置付

けられたヒューマン ・コ ミュニケーシ ョン ・グループに属 し、我 が国の情報通信分野 における新

たな研究開発活動の核 を形成 し始 めている。

さらに、発表件数を ソサ イアティご とに見 ると、電子1青報通信学会 の特性 として、基礎 ・境 界

の分野、情報 ・システムの分野の研究が低調であ り、発表件数 も減少 しているが、一方でエ レク

トロニクスの分野 の研究が活発化 してい る(第3-2-27図 参照)。 これは、基礎分野等が弱 い

と言われる我が国の研究開発の特性 と同 じ傾向 を示 してい る。

第3-2-27図 電子情 報通信学会の論文発表の シェアの推移
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② 情報通信技術の先進的な研究開発事例

情報通信技術 は、 その進化 に伴 い、従来意識 されて きた厳密であ るが冷たい機械 的な側面だ け

で な く、親 しみやすい人間的な側面 を も兼ね備 えるよ うになって きた。 この変化は、情報通信技

術の利用者の広が りに伴 うユーザニー ズへの対応に起 因 してお り、 これを受 けて研究開発の場面

におけ る技術開発の課題 や達成 目標 は、ハー ド・硬直1生か らソフ ト・柔軟性へ、あ るいは一次元

性能 か ら多次元i生能へ と重点 を移 しつつ広が りを見せている。 この ような技術の進化の方向1生か

ら、情報通信技術 は大 きく、デジタル技術 ネ ットワーク技術、ユーザ ィンタフェー ス技術の三
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つの技術 に分類 され る。

なお、7年6月 の電気通信技術審議会答申 「未来創造型技術立国に向 けて一情報通信先端技術

開発プ ログラムー」 において情報通信分野で重要 な項 目 として示 された7分 野(無 線 技術、光通

信技 術、ネ ッ トワーキンク技 術、知的通信技術、 ソフ トウェア技術、材料 ・素子 ・デバ イス技術 、

電波・光応用技術)と 上記の三つの技術分類 との関連性 を示す と、第3-2-28図 の とお りで あ る。

以下で は、 これ ら三つの技術分類(デ ジタル技術、ネ ッ トワーク技術、ユーザ ィンタフェース

技術)ご とに、代表的 な事例 を含 めて最近の研究開発動向を紹介す る。

ア デジタル技術

情報通信技術 の分類の第一は、音声、文字、写真、映像等 の統合に関す る技術群であ る。 この

技術群 を総称 した ものがデジタル技術で あ り、デ ジタル技術 は素子 ・デバ イスや機器 を設計 す る

際の正 に中心的 な位置 を占めている。

これ までのデジタル技術の性 能向上 は、半導体 の微細加工技術 による素子演算能力の急激 な向

上 によ るところが大 きく、 その コス トパ フォーマンスは年率50%を 超 える勢 いで向上 してい る。

画像プ ロセッサ、 コーデ ック等 は、向上 す る素子演算能力をフル に活用 し、任意のアプ リケー シ

ョンに向けてチューニング した高度なアルゴ リズムを電子デバ イス製品 として作 り込 む とい う形

でのデ ジタル技術応用の代表例で ある。

しか し、例 えば 「テラビッ ト(Tb/s)伝 送への挑戦」の ような極 限 を追求 した技 術 の実現 に

向けては、電子デバ イスに代 わ る新 たなデ ジタル技術の核 として、光処理等の光デバ イスの進歩

が注 目されている。

第3-2-28図 情報通信技術の分類
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(光スイッチの実用化に向けた研究開発)

光 ファイバが家庭 に まで引 き込 まれ、家庭 において数百Mb/sの 情報 が頻繁 に送受 される状況

を想定す る と、交換 システム として も現在の千倍以Lの 大容 量化が必要 とな る。光 スイ ッチは、

電気的 な手段では実現で きない数GHz以 上の信号の スイッチングや数Tb/s以 上の スループ ッ ト

の大容量 ノー ドの実現 を目標 に研究が進 め られてい る。 こういった光技術によるネ ッ トワー クの

大容量化の展開は、光接続ATM、 光ATM、 光周波数時間 多重の三っの技術 フェイズに分 けて

進展す るもの と見 られてい る(第3-2-29図 参照)。

第一段階は電子系 システムの中に光技術 を一部埋 め込んだ り、ボー ド間を光相互接続す る光接

続ATM技 術で あ り、2000年 まで にlTb/sレ ベルの スループ ッ トの実現 が見込 まれてお り、現

在実用化 している電子ATM技 術の一i倍～百倍の性能向上が見込 まれている。第二段階の光AT

Mは 、ATMセ ルを光の ままルー ティングす るもので、光バ ッファの実現等、技術課題 は残 って

い るものの既 に一部基礎実験段階 に入ってお り、光周波数 によるルーティング等 によって、電気

で は実現で きない高いスループ ッ トを達成す る技術 として注 目されている。第三段階 となる と、

光の空間的な並列信号処理、超高速光信号検波技術等、数多 くの技術的ブレークスルーの可能性

を秘めている。 しか しなが ら、光デバ イ ス技術を含めて数多 くの課題 を抱 えてお り、10～20年 の

長期的 な展望の もとに取 り組 んで いる研究 テーマであ る。

現在、光 スイッチ分野 にお ける交換機等ハー ドウェア機器 ・システムの研究開発 においては、

我が国の電気通信事業者、機器 メーカーは世界的 に最高の水準の技術 を蓄積 している。

第3-2-29図 光技術による交換システムの大容量化のシナリオ
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イ ネッ トワーク技術

情報通信技術の分類の第二は、ネ ッ トワーク技術で あ り、ネ ッ トワークを介 したインタラクテ

ィブな環境 を提供 す る技術群 を総称 した ものであ る。 ネ ットワー ク技術の性能向上 には、光 ファ

イバ伝送技術、 セルラー無線技術等が大 きく貢献 している。

光 ファイバ伝送技術は、 ミリ波導波管か ら光伝送へ至 る技術展開の中で、我が国 において大 き

な研究分野 を構成 し、世界の研究開発を リー ドす る役割 を担ってきた。特 に、光 ファイバ伝送技
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

術 における研究開発の進歩は著 しく、 ここ20年間 にわた り千倍のコス トパ フォーマンスの向上 を

もた らした。一方のセル ラー無線 技術 は、電話網設備 に関す るコス トを、現行の固定網 よ り低 く

す るこ とを可能 としている。

このよ うなネ ッ トワー ク技術 は、デジタル技術 によ り高密度 に集積 した情報通信技術の利用の

利便 性を社会の隅 々にまで開放 し、分散 す るデ ジタル技術 を融合 する環境 を提 供 してい る。 また、

ネ ッ トワー ク技術 は、ATM、TCP/IP、 オープンEDI等 の技術 の標 準化 によ りその威 力 を

最大限 に発揮 す るこ とがで きるよ うになる。

一方
、 これ らの標準化 のプ ロセ スにおいては、通信 、放送、 コンピュータ等、分野横断的 に連

携 を もちつつ整合 を図ってい くこ とが今後重要 になって くる。

(超高速大容量光伝送の実用化 に向けた研究開発)

我が国のあ る電気通信事業者の研究所では、7年10月 、世界で初 めて400Gb/sの 速度で100km

にわたって伝送す る超高速大容量の光伝送実験 に成功 し、光伝送技術 の分野にお いて世界を大 き

くリー ドした。 また、8年2月 にはこの技術 をべ一スにテラビッ ト伝送が実現 された(第3-2

-30図 参照)
。 この実現 のため新 たにスーパー コンティニュアム光源 を開発 し、 そこか ら取 り出

した10の 波長の ヒ。コ幅の光パル ス列 に、 それぞれ光日扮 割 多重 して100Gb/sの 信号 を乗せ るこ と

で1Tb/sを 達成 した。 この技術 を適用すれば、同 じ方法で数Tb/sの 伝送 まで可能 とな る。

こういった実験室 レベルで実現 された技術 は、今後 は実用化 に向けて研究開発が行 われ、数年

の うちには、我が国の基幹光 ファイバ網への導入が開始 され るだろ う。 これ まで、光伝 送 システ

ムのコス トパ フォーマンスは20年 間で千倍 とい う著 しい革新 を遂げてきたが 光時分割波 長多重

技術が応用 される新 しいシステムにおいて も、 この トレン ドは維持 され る見通 しで あ る。

また、光 ファイバ伝送の技術革新 を支 えて きた、ゼ ロ分散 シフ トファイバや光 ファイバ アンプ

の開発および実用化は、我が国にお ける情報通信技術の中で誇 るべ き研究成果 となってい る。今

後 ソ リトンをは じめ とす る非線形光学現象の解明が進み、 それ らを積極的 に活用 したデバ イスや

システムの開発 も期待 されてい る。

第3-2-30図 超高速 大容量伝 送の研究状況
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第2節 情報通信が リー ドする我か国経済の構造変革 劉匿顕願 圏

(大容量化 に向けたデジタルセルラー無線技術の研究開発)

移動通信 システムにおける無線区間の周波数の利用効率を向上 させ るためには、高能率音声符

号化技術は極 めて重要 な役割 を担 っている。 これ まで、我が国のデジタルセル ラー電話 システム

(PDC)で は、音声符号化アルゴ リズム として、 フル レー トと呼 ばれ る11.2kb/sのVSELP

方式が用い られてきたが、大都市部ではセルラー電話向けの周波数がひっ迫 していることか ら、

さらに周波数利用効率が高 い音声符号化方式 の検討が進 められ きた。

我が国のある電気通信事業者の研究所では、VSELPと 同等以上 の音声品質 と符号誤 り耐1生

を持 ちなが ら、半分の情報量で済 む符号化方式(ハ ーフレー ト方式)、 さ らにその半分の情報量

で済 む符号化方式(ク ォー タレー ト方式)の 研究開発を行 ってい る。 ここで実用化 されたPSI-

CELP(PitchSynchronousInnovation-CELP)と 名付 けられた3.45kb/s(誤 り訂正 を含

める と5.6kb/s)の 高能率音声符号化方式 は、1994年 には働 電波 システム開発 センター(現 、㈱

電波産業会)に おいてPDCの ハーフレー ト方式の標準化 として採択 された。 この音声符号化方

式の開発 によ り、我が国のPDCは 前世代のアナ ログセル ラー電話 システムで採択 されているF

DMAに よる狭帯域方式 よ り音声チャンネル 当た りの周波数利用で優位 となった。同時に世界で

実用化済 みのセル ラー電話 システムの中で最 も周波数利用効率の高 いシステム となった。 さ らに、

ハー フレー ト方式 は現行のフル レー ト方式 と共用す る形で運用 されるため、同 じ電話機の利用等

が可能であ り、加入者の急増 に対応 してスムー ズなシステム移行が可能 となる。

また、高能率音声符号化方式の実現 による波及効果 は、単に移動通信の領域 に とどまらず、現

行の公衆 電話網での音声 ・データ通信の同一 回線 上で の共用、音声 ・データの多重伝送 による電

話サービスコス トの大幅な低滅 等 に影響 を及ぼす ことが予想 され る。

ウ ユーザインタフェース技術

情報通信技術 は、第三 に分類 され るユーザ インタフェース技術の性能向上 によ り、利便性 を社

会の隅 々にまで開放す るだ けで な く、人間社会 との融合段階に進展 して きている。ユーザ インタ

フェース技術 は、 アプ リケー ションを人間が容易かつ便利 に利用す る表現手法 を提供す る技術群

で、人間社会 に仮想空間 とい う新 たなフロンティアを提 供 し始 めている。

代表的 な技術 としては、Java等 のエー ジェン ト記述言語、WWWブ ラウザ、あ るいは人工生

命モデルのアル ゴ リズム等が挙 げ られるが、 このよ うなユーザ インタフェース技術 の研究開発は

緒 に付 いたばか りであ り、要求性能 に関す る明確 な指標や開発の方向1生が明 らかになっているわ

けで はない。 しか し、近年の情報通信技術の研究開発 においては、ユーザ インタフェース技術 に

重点が置かれ るよ うになってきてい る。

(エージェン ト技術 を応用 した通信サー ビスの研究開発)

エー ジェン ト技術 を応用 した通信サービス とは、情報通信の利用 に際 して個 人のニーズや リク

エ ス トをあ らか じめ理解 した分身(エ ージェン ト)が 、本 人に代 わってネ ッ トワー クを駆 け回っ

て必要な情報 の入手や作業 を実行す る とい うものであ る。

エージェン ト技術 を応用 した通信サー ビスを実現 す るには、エージェン ト間の情報交換が不可

欠であ り、情報交換のデータ フォーマ ッ トやプ ロ トコルの取決 めが必要 とな る。 こ ういったエー

ジェン ト間の情報交換 を効率的 に行 うためにエージェン ト技術が開発され、 テレスクリプ ト言語

や、最 近ではJava言 語が注 目されている。

我が国のあ る電気通信事業者の研究所で は、エー ジェン ト技術 を応用 した通信サービスの実用

化 に向 けた研究開発 を行 っている。エー ジェン ト技術 を応用 した主 なサー ビスを分類す ると第3
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一2-31表 の とお りで あ る
。

第3-2-31表 工一ジェン ト技術 を応用 した通信 サー ビス例

分類

情報伝達

情報アクセス

分配

共有

問題解決

エ ージェン トの役割

情報 の配送 、

変換 、加工等

情報 の検索 、

フィル タリング、

配信等

問題解決 の仲介、

コンサ ルテ ィング等

サー ビス例

インテ リジェ ン トメール

グループウェアエージェ ン ト

位置利用型パ ー ソナル監視

イ ンテ リジェ ン トペ ージ

イ ンタラクテ ィブ情報検索

情報 ナビゲーシ ョン

バーチ ャル新 聞

取引情報監視

仲介サ ービス

テ レエ デュケ ーシ ョン

出所:NTT情 報通信研究所

ところで、エージェ ン ト通信サー ビスの研究開発及 び実用化 は米 国を中心 に展開 してお り、世

界に先駆 けてテレスク リプ ト言語 を利用 したサー ビス も既 に実施 されている。一方、我 が国にお

いて も、電気通信事業者、メーカー等 によるジ ョイン トベ ンチャーが8年 春か ら米国 とほぼ同様

のサー ビスを開始す る予定であ る。 ここで提供 す るのは、携帯情報通信機器 によ り外出先 の電話

回線や携帯 電話等 と接続 して利用で きるサービスであ り、具体的 なメニュー としては、

① あ らか じめ欲 しい情報の入手条件 を設定 し、欲 しい時 に情報 を得 るサー ビス

② 事前 に登録 した先か らメーノレ着信時 にペー ジャーへ通知す るサー ビス

③ メール の取扱 い条件(他 人への転送、適切 な場所への保存等)を 事前 に設定す るサー ビス

が計画 されている。

(仮想スタジオの映像制作技術の研究開発)

臨場感 にあふれた通信 ・放送 を行 うた めには、有意義 なコンテン ト映像 を容易 に制作す る環境

が求 め られ る斌 これ まで に実用化 されたクロマキー合成、電子大道具等の日刻象合成技 術 は取扱

いが難 しい ものであった。

これを克服 す るため、我が国のあ る放送事業者の研究所で は、仮想 スタジオの映像制作技術の

実現 に向けた研究開発 を進 めている。仮想 スタジオ とは、 スタ ジオの基本要素 をすべ て電子化 し

て統合 し、制作者 に対す る仮想作業環境 を提供す る もので あ る。制作者 は、現実の スタジオで行

う作業 と同等 の作業、例 えば大道具の設計 ・制作、俳優 の立 ち位置の決定、 カメラ位置の決定等

を仮想 スタジオに対 して行い、 その後、 これを仮想的 なカメラで撮影 して映像化す る。仮想 スタ

ジオが実現で きれば、制作者 の描 くイメー ジどお りに映像 を制作で きる とともに、好 きな時 点で

振 り出 しに戻 ってや り直 した り、修正 した りす るこ とがで きる。 さ らに、映像制作 のた めの非常

に時間のかか る技術の修練 を短時間 に行 うこ とがで きるようにな り、映像制作者の育成 に も役立

っ。 この ように仮想 スタジオは、映像制作者 に創造的 な環境 を提供す る と同時 に、映像制作 コス

トの削減 に大 きく貢献す ることになる。

(情報セキ ュリテ ィ技術の応用による電子現金方式の研究開発)

インターネ ッ トを始 め とす るオープンなネ ッ トワー クを活用 して各種サー ビスを提供 した り、

あ るいは電子商取 引等の活動 を実現 す るためには、情報の秘話 ・秘匿、相手の認証、 メッセー ジ

の認証、デ ジタル署 名(電 子印鑑)等 のセキュ リテ ィ機能が求 め られ る。 こういったセキュ リテ
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第3-2-32表 暗号認証技術の原 理 とその代表的な方式

原理
秘密鍵
暗号方式

公開鍵
暗号方式

ブライン ド

署名方式

零知識証明

方式

概要
暗号化 と複合化 に同一秘密鍵

を用 いる方式であ り、古 くか ら

用 い られてきた暗号 はこの方式

に属 する。秘密鍵暗号方式は高

速 に暗号計算が行 えるため、大

量 のデー タを扱 う通信 メ ッセー

ジや ファイルの暗号化 に一般的

に用い られる。

秘密鍵 暗号方式では、送信者

と受信者間でいか にして鍵 を安

全 に配送するかが重要であ り、

さらに通信相手 ごとに別々の秘

密鍵 を保持 しなければな らない

とい う問題 もある。

暗号化と複合化で用いる鍵が

異なる。送信者は受信者固有の

公開鍵で暗号化 し、受信者は暗

号文を公開鍵に対応 した秘密鍵
により複合化する。このように
公開鍵暗号方式では、複合化す

るときに必要な鍵のみを秘密に

しておけばよいために、秘密鍵
暗号方式に比べて鍵の扱いが楽

になる。 しかし暗号の処理速度
が遅いというのが欠点となる。

署 名要求者のプライバ シーを

守 る技術 として有力視 されてい

るブ ライン ド署名方式 は、署名

者には文書 を秘密に したままで

署名 を付 けて もらう署名法であ

り、追跡不能性 を実現す るため

の基本 的な技術 である。

代表的な方式
DES(DataEncryptionStandard)

米IBMが 開 発 し、1997年 に 米 国の標 準 暗号 方 式 とな

っ た秘 密鍵 暗号 ア ル ゴ リズ ム であ り、ISO/TC68に お い て

も標準 暗号 と して採 用 され て い る。

IDEA

(InternationalDataEncryptionAlgorithm)

ス イ ス で 開発 され た鍵 サ イズ128ビ ッ トの秘 密 鍵 暗 号

ア ル ゴ リズ ム で あ り、PGPで も 採 用 され て い る。

FEAL(FastDataEnciphermentAlgorith皿)

NTTが 開 発 した 秘 密鍵 暗 号 ア ル ゴ リズ ム で あ り、ソ

フ トウ ェ アで高 速 の 暗号 処 理 を実 現 で きる。

RSA

l978年 にR.Rivets,A.Sha面r,L.Adlemanの3人 に よ

って考 案 され た公 開 鍵 暗号 ア ル ゴ リズ ム で 、素 因 数 分解

の 困難 さ に安 全 性 の 根拠 を置 いて い る 。

ESIGN(EfficientDigitalSignatureSchme)

NTTが 開発 した公開鍵暗号方式 による電子印鑑(デ

ジタル署名〉方式。従来の最 も代表的なデジタル署名方

式RSA法 に比べて数十倍高速であ り、ICカ ー ド等 に

おける実用性 も満足 している。

D.ChaumがRSA法 に基づ くブライン ド署名方式 を提

案 している。

ブライン ド署名方式の一例 をあげる と、封筒 に署名 して もらいたい秘密文書 を

入れ、署名者はこの封 筒の中の秘密文書 を開けるこ とな く、要求 して きた署名要

求者の正当性 のみ を証 明す る署名 を封筒 に付 けて署名要求者 に渡す。一方 、署名

者は、秘密文書 を目的 とする人 に渡 すが、同時 に封筒 にある署名 を示すこ とに

よって、秘密文書の内容 は知 られていないが、その文書の帰属性 を正当に示 して

いる署名 をもって、確かに署名要求者が持 って きた秘密文書 であることを確認

し、秘密文書 の内容 と、その使途の正当性 を認識す ることが で きる。

1985年 にMITのGoldwasser

Micali及 び トロン ト大学のRack

offに より提案 された概念であ

り、ある情報 を持 ってい ること

をその内容 を示すこ とな く相手

に納得 させ ることをい う。

零知識の零 とは情報が一切漏

れない とい う意味 であ り、零知

識証 明は理論面 での進展 に伴 っ

てセキュ リテ ィ技術 としての応

用面 で も著 しく進展 している。

Fiat-Sha皿ir法

1986年 に基FiatとShaminに よ り提案 された零知識証

明 に基づ く認証方式 で、相手認証方式 とデジタル署名方

式がある。

零知識証 明方式の一例をあげると、零知識証 明を利用 して相手認証方式(パ ス

ワー ドを提 示せず にパス ワー ドを知ってい ることを証明で きる)や デジ タル署名

等が提案 されてい る。

出所:NTT情 報通信研究所
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

イ機能の実用化 は暗号認証理論 を基盤 に進 め られ、世界的 に も実用化実験 が活発化 している。 そ

れ らの暗号認証技術の原理 とその代表的 な方式の分類 を第3-2-32表 に示 す。

我が国のある電気通信事業者 の研究所で は、1980年 代前半 か らネ ッ トワー クセキュ リテ ィのた

めの研究開発 を行ってお り、 これ まで に秘密鍵 暗号方式のFEAL、 公開鍵暗号方式のESIG

N等 の暗号認証技術 を開発 して きた。FEALは 米 国の暗号 アル ゴ リズムであ るDES(Data

EncryptionStandard)を べ一 ス として、 ソフ トウェアで も高速 に暗号化 ・復号化で きるよ う

に した もので、1990年 ごろか らファクシ ミリ機器 に も導入 されてい る。 また、ESIGNは 、印

鑑や署名 を電子的 にネ ッ トワーク上で行 えるよ うに した もので、従来の公 開鍵暗号方式 の処理速

度の遅 さを克服 し、計算能力の小 さいICカ ー ドで も1秒 以内で高速処理す るこ とが可能 となっ

ている。

さ らに、暗号認証技術の応用 として電子現金の実現が注 目されてい る。電子現金 は、現金 に代

わ る決済 手段 としてネ ッ トワーク と暗号認証技術 を使 って銀行や小売店での支払 いをセキュ リテ

ィを保 って実現す るものであ る。 この研究所で は、ブ ライン ド署名 および零知識証明の仕組み を

組み合 わせて応用 し、利用履歴 な どの個 人のプ ライバ シー を保護で きる暗号 認証技術 の実用化 を

世界 に先駆 けて進 めている。

(3)情 報通信技術の研究開発 における我が国の国際競争力

世界的 な情報通信基盤 の整備 に向 けて合意がなされ るなど、情報通信 の重要性 に対 す る認識 は

世界的に も高 まっている。 こうした状況の中、 日米欧、 アジアNIES等 において も、21世 紀 を

担 うリーデ ィング産業であ る情報通信産業 の基盤 となる情報通信技術の革新 は、国際競争力の強

化 に資す る として積極的 に研究開発を推進 してい る。 また、情報通信分野 にお けるデ ファク トス

タンダー ドをめぐる競争 は、 ます ます激化す る傾向 にあ り、今後 の研究開発 においては、1社 で

はな く企業間の国際的な連携が不可欠 となって きている。

ここで は、国際競争力の観点か ら、我が国の情報通信技術の研究開発の現状 を概観す る。

ア 研究開発 リソースに見 る比較

ここでは、我 が国 と米国の状況 について、研究費、研究者数の側面か ら比較す る。

研究費 につ いて見 ると、情報通信分野 の研究費は、我 が国の約201億 ドル に対 して、米国 は約

351億 ドル となってい る。 また、科 学技術全体 の研 究費 に占め る割合で も、我 が国の16.3%に 対

して、米 国は2L8%と なってお り、情報通信 の研究費の絶対額 にお いて も、全体の中の比率 にお

いて も米 国の方が高 い水準 にあ る。

また、研究者数 について見 る と、情報通信分 野の研究者数は、我が国の約7万8千 人に対 して、

米 国は約21万8千 人 となっている。 また、科学技術全体 の研究者数 に占める割合で も、我 が国の

14.4%に 対 して、米国は23.0%と なってお り、研究費同様、米国の方が高 い水準 にあ るといえる

(第3-2-33図 参照)。

イ 企業の研究開発力の比較

科学技術庁の 「民間企業の研究活動 に関す る調査」 によれば、情報通信分野 を含 む 日本企業の

研究開発力は、3年 前 と上騨交す る と、欧米企業 に比べ相対的 に低下傾向 にあ ると回答 した企業が

増加 してい る。全般的 に欧米の評価 の向上が見 られ るが、 なかで も、通信 ・電子 ・電気計測器工

業 において米国の評価の向上 が顕著で あ り、1994年 には、米国優位へ と評価 が逆転 した(第3-

2-34図 参照)。
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第3-2-33図 日米の情報通信分野の研 究費、研究者数の比較

研究費の比較 ロ情報通信分野を除く

ロ情報通信分野
fげf究κ委女σ)上ヒ中交

(百万 ドル)

200,000

150,000

100,000

50,000

0

ロ情撮通信分野を除く

ロ情蝦通信分野

(千人)

1,000

800

600

400

200

米国 躰o米 国 躰

DataquestJapan、 「科学技術白書」(科 学技術庁)に より作成

(注)研 究費は、日米 ともに1993年 度の値 。研究者数は、米国は1989年 、 日本は1993年
の値

(単 位:百 万 ドル 、%)

(A)情報通信分野の研究

(B)科学技術全体の研究

比率(A/B)

(単 位:人 、%)

米国 日本

35,12120,107

160,750123,283

21.8%16.39b

(A)情報通信分野の研究者数

(B)科学技術全体の研究者数

比 率(A/B)

米国

218,250

949,300

23.0覧

日本

77,800

541,139

14.2%

一1
.0-0.5

第3-2-34図 企業の研究開発力の 日米 ・日欧比較

比較優位
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縣 機械
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化学(医 薬除)

医薬品

ロ1991

囲1994

一1
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一 〇
.5

比較優位

0 0.5 1.0

全企業

鉄鋼業

精密機械

自動車鯉

罧 機械

電気機械

通信・電子・電気計翻器ユ婁

化 学(医 薬除)

医薬品

米国優位

ロ1991

■1994

同時 日本優位 欧州優位 同時 日本優位

出所:「 平成6年 版科学技術白書」

(注)企 業の回答について我が国優位の場合プラス1点 、同点0点 、米国(欧州〉優位マイナス1点

として算出 した得点を、評価 を回答 した企業数で割って比較優位の指数を算出した。

4経 済発展をもたらすり一ディング産業としての情報通信産業

ここでは、情報通信産業が21世 紀 に向けて我が国の経済の構造変革 を進 め、経済 の発展 を もた

らす新たな リーデ ィング産業 にな りつつあ ることを、マクロ経済学的に、主 に産業連関分析 の手

法 を用 いて実証す る。

本項 にお ける経済学的分析 においては、情報通信産業の範囲は、経済 的活動 として、情報 を生

産、収集、加工、蓄積、捌 共、伝達す るサー ビスを市場 に供給す る情報通信サー ビス部門、情報
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

通信サービスの提供に際し直接的に必要とされる情報通信機器あるいは施設を市場に供給する情

報通信支援財部門及びその活動の中に情報の生産等を含む研究部門とする(第3-2-35図 参照)。

第3-2-35図 情報通信産業の範囲 ・構成

情報通信産業

情報通信関連

情報通信サービス

情報通信支援財

研究

郵側 一 擁 覆受託業(簡易郵便局その他)

一 騰1護lll
通信0放送

国際電気酬 縣 醤
臓 通信

… 諜雛野
情報ソフトー 一 ■ 麟 蝋 ンピユータ用)

新聞
印刷 ・製版 ・製本 ・印刷物加工
出版

情報関連サービスー 情報サービス(情 報処理その他)
ニュース供給

広告
映画館 ・劇場等
事務用機械
電気音響機器
ラジオ ・テレビ受信機 ・ビデオ機器
その他の電気音響機器部分品 ・付属品

情報通信機器製造 電子計算機 ・同付属装置

有線電気通信機器
無線電気通信機器
その他の電子 ・通信機器部分品

磁気テープ ・磁気ディスク
通信ケーブル
電子計算機 ・同関連機器賃貸業

情報通信機器賃貸一 一 事務用機器賃貸業(電 算機 を除 く)

通信機械器具賃貸業
電気通信施設建設

非情報通信関連

産業連関分析により推計を行うに当たっては、我が国産業の部門分類について、情報通信産業

を情報通信関連部門として①郵便 ②国内電気通信、③国際電気通信 ④放送、⑤情報ソフト、

⑥情報関連サービス、⑦1青報通信機器製造、⑧1青報通信機器賃貸、⑨電気通信施設建設及び⑩研

究の10部門に整理統合 し、情報通信産業を除いた産業を非1青報通信関連部門 として 「平成2年 産

業連 関表」(総務庁)統 合大分類32部門を基に再分類(徹45)し、合計で42部門 とした。

(1)成 長する情報通信産業

ここでは、情報通信産業の国内生産額、粗付加価値、雇用者数及び労働生産1生を推計 し、これ
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第2節 情報通信かリードする我が国経済の構造変革 卿懸顔關

らの推移 を定量的 に分析 ・検証す るこ とで、 リーデ ィング産業 としての情報通信産業の現状 を明

らか にす る嗣6)。

ア 情報通信産業の国内生産額、粗付加価値の動向

情報通信産業の実質国内生産額 の推 移 を見 ると、昭和60年 が52.0兆 円、2年 が80.6兆 円及び6

年が88.3兆 円であ る(ll47)。年平均 成長率 は、昭和60年 か ら2年 にかけてが9。1%及 び2年 か ら6年

にかけてが2.3%で あ り、我が国産業全体 の実質国内生産額 のそれぞれ同期 間の年平均成長率4.6

%、-1.9%と 比較す ると、 よ り高 い水準で推移 している。 また、情報通信産業の実質 国内生産

額が我が国産業 全体の実質国内生産額 に占める比率 も、昭和60年 が7.6%、2年 が9.3%及 び6年

が9.5%と 拡大 して きてい る(第3-2-36図 参照)。

(兆円)第3-2-36図 情報通信産業の実質国内生産額の推移
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+情 報通信産業の年平均成長率

+我 が国産業全体の年平均成長率

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等
により作成

また、情報通信産業の名 目粗付加価値(名 目GDPに 相 当)の 推 移を見 る と、昭和60年 が26.6

兆円、2年 が38.4兆 円及 び6年 が43.6兆 円で あ る。年平均 成長率 は、昭和60年 か ら2年 にかけて

が7.6%及 び2年 か ら6年 にか けてが3.2%で あ り、我が国産業全体 の名 目粗付加価値の それぞれ

同期 間の年平均成長率6.2%、2.6%と 比較す ると、 よ り高 い水準で推移 している。 また、情報通

信産業 の名 目粗付加価値 が我が国産業 全体の名 目粗付加価値 に占める比率 も、昭和60年 が8.0%、

2年 が8.6%及 び6年 が8.8%と 拡大 して きている(第3-2-37図 参照)。

これ らの年平均成長率 につ いて部門別に見 ると、国内生産額では、国際電気通信及び晴報 ソフ

トが、粗付加価値では、情報 ソフ ト及び情報通信機器賃貸が、特 に高 い成長を遂げてい る(第3

-2-38表 、第3-2-39表 参照)。

以上 の ように、情報通信産業 は、我が国産業全体 と比較 して、成長率が高 く、我が国産業全体

に占める比率 も高 ま りつつあ る成長産業であるこ とが分か る。
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なお、情報通信産業の部門別構成比を見ると、国内生産額、粗付加価値双方とも情報関連サー

ビス、情報通信機器製造、研究及び国内電気通信が高い比率を占めている。

第3-2-37図 情報通信産業の名 目粗付加価値 の推移
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、産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等

第3-2-38表 情報通信彦業の部門別の実質国内生産額

情報通信サービス

通信 ・放送
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情報通信産業
産業全体

(単位 億 円、%)

実質国内生産額

昭和60年
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9,314,450

年平均成長率

昭和60～2年

7.2

5.8

5.4

5.7

21.1

5.4

29.2

5.0

11.1

12.6

12.8

一11
.2

8.1

9.1

4.6

2～6年

5.6

6.0

3.1

7.4

10.2

2,8

10.1

4.2

一2 .7

一4 .3

5.7

14.4

4.7

2.3

郵政省資料・産業連関表(総 務庁)・ 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等 により作成
1.9

構成比
6年

53.1

15.7

2.1

10.2

0.5

2.8

8.6

28.9

33.6

27.4

5.3

0.9

13.3

100.0
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第3-2-39表 情報通信産業の部門別の名 目粗付加価値

(単 位:億 円 、%)

情報通信サービス

通信 ・放送

郵便

国内電気通信

国際電気通信

放送

情報 ソフ ト

情報 関連 サー ビス

情報通信支援財

情報通信機器製造

情報通信機器賃貸

電気通信施設建設

研究

情報通信産業

産業全体

名目粗付加価値

昭和60年2年 6年

141,687

60,979

9,675

42,320

1,380

7,602

8,789

71,919

86,715

72,191

ll,446

3,078

37,506

265,908

3,306,728

208,059

80,133

13,919

53,806

1,532

10,876

29,645

98,281

ll9,442

93,159

24,185

2,097

56,306

383,806

4,461,570

245,851

90,199

!6,288

60,651

1,784

ll,476

39,795

115,857

123,983

90,516

30,538

2,929

65,690

435,524

4,941,430

年平均成長率

昭和60～2年2～6年

8.0

5.6

7.5

4.9

2.1

7.4

27。5

6.4

6.6

5.2

16.1

一7 .4

8.5

7.6

6.2

4,3

3.0

4.0

3.0

3.9

1.4

7.6

4.2

0.9
一〇
.7

6.0

8.7

3.9

3.2

2.6

構成比

6年

56.4

20.7

3.7

13.9

0.4

2.6

9.1

26.6

28.5

20.8

7.0

0.7

15.1

100.0

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等 により作成

イ 情報通信産業の雇用者数の動向

情報通信産業 の雇用者 数の推移 を見 ると、昭和60年 が327万 人、2年 が392万 人及び6年 が401

万人であ る。年平均増減率 は、昭和60年 か ら2年 にか けてが3.7%及 び2年 か ら6年 にかけてが0.6

%で あ り、増加の伸 びは鈍化 している ものの、着実に雇用 を創出 しているこ とが伺 える。 また、

情報 通信産業の雇用者数が我が国産業全体 に占め る比率 は、昭和60年 が7.1%、2年 が7.6%及 び

6年 が7.3%と なっている(第3-2-40図 参照)。

年平均増減率 について部門別 にみ る と、情報 ソフ トが特 に高い水準で推移 してお り、6年 は昭

和60年 に比べ、約3.5倍 で約30万 人の雇用増 となってい る。 また、国内電気通信、国際電気通信

は、昭和60年 か ら6年 にかけて、雇用者数にほ とん ど変化がない(第3-2-41表 参照)。

なお、情報通信産業 の雇用者数の部門別構成比 を見 ると、情報関連サー ビス と情報 通信機器製

造の情報通信産業全体 に占める比率が高 い。

ウ 情報通信産業の労働生産性の動向

情報通信産業の労働生産性(注48)の推移 を見 ると、昭和60年 が雇用者1人 当た り1,591万 円、2年

が2,053万 円及び6年 が2,256万 円で、我が国産業全体 の それぞれ同期 の労働生産性1,492万 円、

!,675万 円、1,684万 円 と比較 す る と、高 い水準 にあ る。 その年平均上昇率 は、昭和60年 か ら2年

にかけてが5.2%及 び2年 か ら6年 にかけてが2.4%で 、我が国産業 全体 の それぞれ同期間の労働

生産1生の年平均上昇率2.3%、0.1%と 比較す ると、極 めて高 い水準で推移 してい る(第3-2-

42図 参照)。

情報通信産業の部門別の労働生産i生を見 ると、情報通信機器賃貸、国際電気通信、放送が特 に

高い水準であ る(第3-2-43表 参照)。
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第3-2-40図 情報通信産 業の雇用者数の推移
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0～2

3.7

0～2

2.2

2

年

年

401

2～6

1.8

2～6

0.6

6

年

年

(%)

8.0

7.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0

(年)

[コ 情報通信産業の雇用者数
一ロー我が国産業全体の雇用者数に占める比率

一〇一情報通信産業の年平均増減率

一△一我が国産業全体の年平均増減率

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)
により作成

(注)情 報通信産業の雇用者数は、郵政省の推計値である。

(通商産業省)等

第3-2-41表 情報通信産業の部門別の雇用 者数

(単位 万人、%)

情報通信サービス

通信 ・放送

郵便

国内電気通信

国際電気通信

放送

情報 ソフ ト

情報関連サービス

情報通信支援財

情報通信機器製造

情報通信機器賃貸

電気通信施設建設

研究

情報通信産業

産業全体

雇用者数
昭和60年 2年 6年

173

59

ユ9

3

＼・1

6

12

101

95

84

4

7

一60

327

4蕊

213

61

19

35

1

6

35

116

108

100

6

3

72

392

5,159

229

60

19

33

1

7

42

128

95

85

7

3

77

401

5,533

年平均増減率
昭和60～2年2～6年

4.3

0.5

一〇
.7

1.3

0.4

0.2

24.5

2.8

2.7

3.5

7.8
一17
.1

3.7

3.7

2.2

1.9

一〇.6

0.2
一1
.4

一2 .7

1.7

4.1

2.5

一3
.2

一3
.9

3.9

4.0

1.9

0.6

1.8

構成比
6年

57.1

14.8

4.6

8.3

0.2

1.7

10.4

31.9

23.6

21.1

1.7

0.8

19.3

100.0

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)

(注)情 報通信産業の雇用者数は、郵政省の推計値である。

(通商産業省)等 により作成
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第3-2-42図 情報通信産業の労働 生産性の推移
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一ムー情報通信産業の労働生産性変化率

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)
により作成

、産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等

第3-2-43表 情報通信産業の部門別の労働 生産性

情 通信サ ービス

青

通信 ・放送

情

郵便
国内電気通信
国際電気通信
方送
ソ フ ト

情 関連サー ビス

通信 財
情報通信 器製造
情 通信 器 壬貸
電気通 高 設建設
研究
情 通信産
産 本

労 生産性 万円/人
昭060

8927

6047

663

1561

1000
2823

1208

1672

9301

1899

5013

1211

1105

1591

1492

2

12319

9003

894

1930

2554

3625

1455

1860

10899

2902

6294
1702

1362
2053

1675

6

15519

ユ1715

1006

2719

4203

3787

1817

1987

12364

3122

6742
2499

1522
2256

1684

平均上昇単%
昭060～2

6.7

8.3

6.2

4.3

20.6

5.1

3.8

2.2

3.2

8.8

4.7

7.4

4.3

5.2
2.3

2～6

5.9

6.8

3.0

8.9

13.3

1.1

5.7

1.7

3.2

1.8

1.7

10.1

2.8

2.4

0.1

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等 により作成

工 国内生産額、粗付加価値の 日米比較

我が国 と米国の情報通信産業の国内生産額及び粗付加価値 を、比較可能 な最新 の年次で あ る2

年 につ いて 「1990年日米国際産業連関表(速 報)」(通商産業省)を もとに、産業連関分析 の手法

を用 いて比較す る〔注49}。

情報通信産業の国内生産額 を見 る と、我が国は約6,900億 ドル(約100兆 円`江5。')、米国は約1兆

2,500億 ドル(約180兆 円)で 米 国は我 が国の約1.8倍 で あ る。粗 付加価値 を見 る と、我が国 は
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約4,000億 ドル(約57兆 円)、 米国 は約7,400億 ドル(約!10兆 円)で 、米 国は我が国の約1.9倍 で あ

る。情報通信産業の国内生産額、粗付加価値が産業全体 に占め る比率 は、若干米国 にお けるウェ

第3-2-44表 情報通信産業の 日米比較

郵便
通信
放送
目 コ ン ヒュ ー タ

サ ー ビス

の の ・ 月

サ ー ビス

新聞
出版 ・P刷

広告
画
娯楽サ ー ビス

務用 器
ラジオ ・テ レビ蛍信

電子計 機 ・同付属品
有線電気通信機械
その他の電気通信機械
および電子応用装署
電気 ・電子部品
レ コー ド

電 將 ・ケ ー ブル

電気通信施設建設
教 去 ・ 巾

情 通信産 規模 十万 ドル

日本

国内生産額

110634

454668

149021

566,233

1,225,245

159900

528898

386331

67824

1016227

72014

356846

503807
135146

236,273

407420

11051

115070

29536

395256

粗付加価値

92062

363538

64619

363,883

859,126

69379
291969

91945

37336

689959

31966

111762

193944

44977

87,526

203254

4942
45651

13799

299100

米国

国内生産額

387930

1898726

287060

1,042,220

2,094,810

338878

1013569

1273530

217386

525114

37754

69214

470380

149970

578,601

335387

19796

115296

96020

1542203

粗付加価値

319136

1471808

139222

812,517

1,584,677

191471

567017

214564

141850

313212

847
一4124

178486

46001

356,309

141803

6165

40233

40895

863355

産 全体に占める
情報通信産業の比率(%)
日本

国内
生産額
0.2

0.8

0.3

1.0

2.3

0.3

1.0

0.7

0.1

1.9

0.1

0.7

0.9

0.2

0.4

0.8

0.0

0.2

0.1

0.7

粗付加
価値
0.3

1.2

0.2

1.2

2.9

0.2

1.0

0.3

0.1

2.4

0.1

0.4

0.7

0.2

0.3

0.7

0.0

0.2
0.0

1.0

米国
国内
生産額
0.4
2.0

0.3

1.1

2.3

0.4

1.1

1.4

0.2

0.6

0.0

0.1

0.5
0.2

0.6

0.4

0.0

0.1

0.1

1.7

粗付加
価値
0。6

2.7

0.3

1.5

2.9

0.4

1.0

0.4

0.3

0.6

0.0

0。0

0.3

0.1

0.7

0.3

0.0

0.1

0.1

1.6

目 通 言

言

6927400396073712493844742544412.813.613 .513.7

54,186,43729,224,09392,885,95454,361,002100100100100

「ユ990年 日米国際産業連 関表(速 報)」(通 商産業省)に よ り作成

イ トが高 い(第3-2-44表 参照)。

また、情報 通信産業 における各部門の産業全 体に占める比率 を比較す る と、我が国 にお いては

「ラジオ ・テレビ受信機」等の情報通信機器 に関す る部門の比率が総 じて米 国 よ り高い
。一 方、

米 国においては、 「通信」(電 気通信)の 比率が極 めて高 く、我が国の倍以上で あ り、 また「教 育 ・

研究」の比率 も我が国 よ りも高 い。 これ らの こ とか ら我が国 と比べ米 国は、情報通信産業 がハー

ド部門 よ りソフ ト部門 に傾 いてお り、 また、情報通信産業 の中で は特 に 「通信」部門が リー ドし

てい る構造であ るこ とがわか る(第3-2-45図 参照)。

(2)情 報通信産業の我が国の経済成長への寄与

ア 情報通信産業の経済成長への寄与

ここで は、情報通信産業の成長が我が国の経済成長 にどの程度寄与 しているかを、我が国の経

済成長率(SNA1990年 基準 の実質GDP成 長率)に 対 す る寄与度及 び寄与率で見 てみ る。SN

Al990年 基準 のGDPデ フレータを基 に実質化 を行 い計測G蜘 す る と、 その寄与度 は、昭和60年

か ら2年 にかけては年平均経済成長率4 .6%に 対 し0.6%で あ り、2年 か ら6年 にか けては年平均

経済成長率1.4%に 対 し0.2%で あった。 これを寄与率(`i52)で見 る と、昭和60年 か ら2年 にか けて
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は11.4%で あ り、我が国景気の後退期 があった2年 か ら6年 にか けて も12.0%で あった。これか ら、

情報通信産業が我が国の経済成長 に大 き く貢献 しているこ とが うかが える(第3-2-46図 参照)。

第3-2-46図 情報通信産業の我が国実質GDPの 成長への寄与
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イ 情報通信資本ス トックの紹 斉成長への寄与

ここで は、情報通信資本 ス トッグ 葡 が、生産 力の向上 を通 じ我が国の経済成長 に どの程度寄

与 しているかを分析す る。 そのため、郵政省郵政研究所 において、我 が国の実質GDPの 生産関

数`翻 を推計 し、我が国経済成長 の要 因を情報通信資本 ス トック、情報通信 資本 ス トック以外の

民 間企業設備資本 ス トック(注551、知識 ス トック価6}及び労働の各要因 に分解 して分析 を行った。

その結果 によれば、昭和60年 か ら2年 にか けて、我 が国の実質GDPの 年 平均 成長率4.6%に

対 し、情報通信資本 ス トックの寄与度(注57)は1.6%、寄与率は34.8%で あ り、他 の要因 よ り大 きく

なっている(第3-2-47図 参照)。 この ように、情報通信分野への投資 は我が国経済 成長へ の

寄与が大 きく、情報通信分野の重要陛が分 か る。

第3-2-47図 情報通信資本ス トックの我が国経済成長への寄与
(%)
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口 良商課繕
資本 ス トック

[コ 知識 ス ト・ク

[蹟 響騨本

口 灘嚴農率

郵政省郵政研究所資料により作成

(注)四 捨五入により、合計値に差がある。

ウ 産業の情報化の各産業の成長への寄与

産業の情報化 が各産業の成長 にどのよ うに寄与 しているかを経済学的 に分析 す るため、産業 の

情報化 を表す指標 として、各産業が生産活動を行 うの に際 し、購入 している財 ・サー ビス全体 に

対す る情報通信産業か らの購入の割合 を、産業連関表 を利用 し 『青報化傾注度」 として指標化 し

た(」58}。

情報化傾注度 を昭和60年 、2年 及び6年 について推計す ると、 ほ とん どの産業 において情報化

傾注度は上昇 している。昭和60年 か ら6年 までの各産業の国内生産額の成長率 と情報化傾注度 の

関係 を見 てみ ると・情報化傾注度の増加が大 きい産業 ほ ど、国内生産額 の成長率 も高 い とい う相

関関係 が伺 える(第3-2-48図 参 照)。

(3)情 報通信産業の経済波 及効果

ア 情報通信痙業の設備投資等の生崖誘発効果等

(ア)生 産誘発効果

情報通信産業 の中核部門であ る電気通信業及び放送業の設備投資 につ いて見 てみ ると、 「通信

■■繭鱒 曝294



第2節 情報通信かリー ドする我が国経済の構造変革 畷雛蹴謝

第3-2-48図 各産業の情報化傾注度 と産業の成 長の相関関係

(昭和60年 か ら6年 で の変化)

国
内
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一50510152025(%)

情 報 化傾注度の増減

郵政省資料、産業連関表(総務庁)、 産業連関表(延

長表)(通 商産業省)等 により作成

産業設備投資等実態調査」 によれば 電気通信事業者及び放送事業者の6年 度の、土地の取得等

を除いた投資実績額 は、電気通信事業者全体 が約2兆5,775億 円、放送事業者全体が約1,340億 円

の合計約2兆7,115億 円であった。 この時の生産誘発額 を推計す る と、約5兆2,592億 円で あ り、

生産誘発額 を投資額で除 した生産誘発係数は1.94で あった。 また、生産誘発額の部門別構成 を見

る と、情報通信機i器製造(49.3%)や 研究(5.7%)等 の情報通信産業 のほか、電気機械(7.7%)、

卸売業(3.7%)、 対事業所サー ビス(3.7%)等 の広範囲の産業 に生産誘 発が及んで いる(第3

-2-49表 参照)。

情報通信関連公共 投資 として、電気通信格差是正事業 について見 ると、7年 度に実施 された事

業への土地 の取得等 を除いた公共投資額 は合計で約54億 円であった。 この時の生産誘 発額 は104

億円であ り、生産誘発係数 はL94で あった。生産誘発の波及先の部門別構成 を見 る と、情報通信

機器製造(50.7%)の ほか、電気機 械(6.2%)、 研究(5.7%)、 対事業所サー ビス(3.7%)、 卸

売業(3.7%)等 の広範 囲の産業 に生産誘発が及んで いる。

(イ)雇 用創 出効果

「通信産業設備投資等実態調査」 による と、電気通信事業者及び放送事業者の6年 度の、土地

の取得等 を除いた設備投資 による誘発就業者数を推計す ると、約22万1千 人で あった。 この雇用

創 出の部門別構 成を見 ると、情報通信機器製造が8.3万 人(37.5%)、 研究が2.0万 人(8.9%)、 電

気機械 が1.8万 人(8.3%)、 卸売業 が1.8万 人(8.1%)、 対事業所サ ー ビスが1.6万 人(7.3%)等

と、広範囲の産業 にわたって雇用創出が生 じている(第3-2-50表 参照)。

イ 情報通信産業の労働生産性の上昇による各産業の価格及び消費に及ぼす影響

情報通信産業 の労働生産1生の上昇が、我が国の各産業 の財 ・サー ビスの価格(国 内総供給価

格)(注59)にどの ような影響 を与 えたか を分析 す る と、我が国産業全体 で、昭和60年 か ら6年 まで
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第3-2-49表 生産誘発効果 の波及先の部門分布

波及先順位
1位

2位

3位

4位

5位

6位

7位

8位

9位

10位

11位

12位

13位

14位

15位

16位 以下

電気通信業 ・放送業 合計

情報通信機器製造
電気機械

研究

卸売業

対事業所サービス

電気通信施設建設
その他の製造工業品

情報関連サー ビス

運輸

化学製品

金融

金属製品

鉄鋼
非鉄金属

電気 ・ガス ・熱供給

その他計

49.3%

7.7%

5。7%

3.7%

3.7%

3.5%

2.8%

2.8%

1.9%

1.7%

1.7%

1.6%

1.6%

1.6%

1.2%

9.5%

電気通信格差是正事業
情報通信機器製造

電気機械

研究
対事業所サービス

卸売業
電気通信施設建設

その他の製造工業最

情報関連サービス

運輸

化学製品

金融

金属製品

鉄鋼
非鉄金属

不動産
その他計

50.7%

6.2%

5.7%

3.7%

3.7%

3.6%

2.8%

2.8%

1.9%

1.7%

1.7%

1.6%

1.6%

1.5%

1.2飴

9.5%

郵政省資料、 「平成2年 産業連関表」(総 務庁)に より作成

第3-2-50表 雇用創 出効果の波及先の 部門分布

波及先順イ、

1位

2位

3位

4位

5位

6位

7位

8位

9位

10位

11位

12位

13位

14位

15位

16位 以下

電気通信業 ・放送業 合計

情報通信機器製造

研究

電気機械

卸売業

対事業所サービス

運輸

電気通信施設建設

情報関連サー ビス

その他の製造工業品

金属製品

金融

情報 ソフ ト

パルプ ・紙 ・木製 品

小売業

非鉄金属

その他計

37.5%

8.9%

8.3%

8.1%

7.3%

3.7%

3.3%

3.3%

2.8%

2.2%

2.2%

1.3%

1.2%

1.1%

1.0%

7.6%

電気通信格差是正事業

情報通信機器製造

研究

卸売業

対事業所サービス

電気機械

運輸

電気通信施設建設

情報関連サー ビス

その他の製造工業品

金属製品

金融

情報 ソフ ト

パルプ ・紙 ・木製 品

小売業

非鉄金属

その他計

38.7%

9.0%

8.2%

7.3%

6.8%

3.8%

3.4%

3.3%

2.9%

2.3%

2.2%

1.3%

1.2%

1.1%

1.0覧

7.6%

郵政省資料、 「平成2年 産業連関表」(総 務庁)に より郵政省が推計 して作成

の10年 間で2.3%低 下 させ る効果があった。産業別 に見 る と、国内電気通信、国際電気通信 を中

心 とした情報通信産業 自体の大部分の部門の価格低下 を大 きくもた らしたのみな らず、電気機械

や化学製品等 の製造業 に加 え、卸売業、小売業、対事業者サービス等幅広 く産業全般 にわた って

価格低下の効果が及んで いる。

このよ うな価格低下 によ り消費者 の実質購買 力が高 ま り、 その結果増大す る実質消費への影響

を計 測す る と、昭和60年 か ら6年 まで の10年 間で合計で 約7兆3,470億 円の消 費押 し上 げ効果が

あった と推計で きる。
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第2節 情報通信がリー ドする我が国経済の構造変革 伽鰹 灘

(4)情 報通信産業の成長の要因分析

ここで は、情報通信産業 の成長が、我が国経済の規模 の拡大、産業構造の変化等 といったい く

つかの要因の うち、 どの ような要因 に起 因 しているのかを、産業連関分析 によ り明 らかにす る。

また、情報通信産業の中核部門であ る国内電気通信、国際電気通信及び放送 については、個別 に

要因分析 を行 った。

要因分析の方法 としては、情報通信産業 の需要構造か ら、情報通信産業の国内生産額 の変化 を

第3-2-51表 の とお りの要因に分解 して分析す るこ ととした。

第3-2-51表 情報通信産業の成長の各種要因

中間需要要因

最終需要要因

情報通信産業の
国内生産額の増

加のうち、各産
業の生産活動に
おける原材料等
としての需要の

増加による要因

情報通信産業の
国内生産額の増
加のうち、生産
活動の原材料等
として加工する

目的のためのも
のでない需要の

増加による要因

中間需要規模要因

産業構造変化要因

中間投入係数変化要因

単なる生産活動の規模の変化による要因。

産業全体 にお ける各産業 間の比率 の変化 による

要因。

情報通信産業の生産する財 ・サー ビスが原材料

等 に占める比率の高い産業の ウェイ トが、経済

全体 において高 まれば、プラスの寄与 となる。

各産業 において原材料 として投 入 される財 ・
サー ビスの比率の変化 による要因。

各産業 において、情報通信産業の生産 する財 ・

サ ービスが原材料等の中で占め る割合が上昇す

る と、 プラスの寄与 となる。

民間最終消費

固定資本形成(民 間)

輸出

輸入

ア 情 報通信産業の成長の要因分析

情報通信産業 の成長 を要因分解 した結果 は、第3-2-52図 の とお りであ る。

第3-2-52図 情報通信産業の国内生産額の 成長の要因分解
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口 固定資本形成(民 間〉

口 輸出
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郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省〉等により作成
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鵬醐鵬第3章 情報通信か牽引する社会の変革

情報通信産業の国内生産額の成長の要因は、昭和55年 か ら6年 まで一貫 して中間需要要 因の方

が最終需要要 因に比べ大 き く、特 に2年 か ら6年 にか けては、 ほ とん どが 中間需要要因で あった。

中間需要要 因の内訳 を見 ると、中間投入係数変化要因 は一貫 して高 い寄与率 を見せてお り、特

に2年 か ら6年 にか けては、73.7%と 成長 に大 きく寄与 している。 これは、我が国産業 全体 が、

情報通信産業の産出す る財 ・サービスに依 存す る度合 いが高 まって きているこ とを表 していると

考 えられ る。

中間需要規模要 因につ いて見 る と、昭和60年 か ら2年 にかけて寄与率が大 き くなってい るが、

この時期 はバ ブル経済期で、我が国経済の規模 が大 きく拡大 してお り、 その影響 を受 けていた こ

とが わか る。2年 か ら6年 にか けてはバブル経済 の崩壊 とともに、中間需要規模要因の寄与率は

大 き く落 ち込み、む しろマイナ スの寄与率 となっている。

産業構造変化要因 につ いて産業別 に見 る と、素材型製造業の寄与率は一貫 してマ イナスで あ り、

産業構造変化要因全体がプ ラスで寄与 してい るに もかかわ らず、素材型製造業 か らの需要 は大 き

く減 少 し続 けて いる。 また、情報通信関連以外 の加工型製造業の寄与率が、2年 か ら6年 にかけ

てはマイナスに転 じてお り、加工型製造業 か らの需要が急激 に減少 してい る。 その一方で、第3

次産業 の寄与率が2年 か ら6年 にか けて大 きく増加 してお り、第3次 産業 の成長 に伴 い情報通信

産業 も成長 している。

最終需要要因の内訳 を見 ると、 その中で民間最終消費のみが安定 してプ ラスの寄与 を している。

特 に2年 か ら6年 にかけては、他の最終需要要因がマイナスの寄与で あ る中で、17.6%の 寄与率

とな り、景気後退の中で も民間最終消費が 情報通信産業 の生産 を下支 え している様 子が伺 われ る。

これは、価格 ・料金の低下等 か ら、生活の 中に情報通信が浸透 して きて いるこ とを反映 した もの

と考 えられる。

イ 国内電気通信業の成長の要因分析

国 内電気通信業の成長を要因分解 した結果 は、第3-2-53図 の とお りであ る。
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第3-2-53図 国内電気通信業の国内生産額の成長の要因分解
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■ 産業構造変化要因
口 中間投人係数変化要因

圃 民間最経消費

口 固定資本形成(民 間)
ロ 輸出
口 輸 人

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等 により作成

昭和55年 か ら昭和60年 にか けては、国内電気通信業の成長の62 .8%が 最終 需要要因 に よる寄

与であった。 しか し、昭和60年 以降 は中間需要要因の寄与率が最終需要要因 を逆転 し、昭和60年
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第2節 情報通信がリードする我か国経済の構造変革 一

か ら2年 にか けては76.7%、2年 か ら6年 にかけては60.5%と なった。 これは、昭和60年 の電

気通信 自由化 を境 として、産業の情報化が大 き く進んだ ことを表 してい る。

最終需要要因の内訳 を見 ると、 そのほ とん どが民間最終消費による要因で あ り、国内電気通信

業の成長 において重要 な役割 を果た しているこ とが分か る。

ウ 国際電気通信業の成長の要因分析

国際電気通信業の成長 を要因分解 した結果は、第3-2-54図 の とお りである。
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第3-2-54図 国際電気通信業の国内生産額の成 長の要因分解
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ロ中間需要要因

1)〔1年～2で1 2年 一6fi

ロ最終畜要要因
口 中間占要規模【要Pl
■ 産業構造 変化 要因
ロ 中間投へ係数 変fヒ要囚

口 民間最終消費

口 固尼買イ・形成 〔民闘[
口 輪出
ロ 輸 へ

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等 によりf1成

国際電気通イ諜 の成長 は、大部分が中間需要要因によるもので、寄与率 は昭和55年 か ら昭和60

年 にかけてが93.2%、 昭和60年 か ら2年 にかけてが83.6%、2年 か ら6年 にかけてが129,2%で あ

った。 これは、企業のグ ローバル化 に伴って、産業 における国際電気通信サービスの利用が増大

して きた こ とを表 してい る。

一方
、最終需要要因の内訳 を見 ると、民間最終消費は、昭和55年 か ら昭和60年 まで寄与率 は

5.1%と 小 さか ったが、昭和60年 か ら2年 にか けてが24.8%、2年 か ら6年 にかけてが16.8%と

寄与率が高 くなっている。 これは、昭和60年 の電気通信 自由化後 通信料金の大幅な低廉化 によ

り個人の利用が増加 したこ とを表 している。

工 放送業の成長の要因分析

放送業の成長 を要因分解 した結果は、第3-2-55図 の とお りで ある。

放送業の成長は、2年 以前 は9割 近 くが中間需要要因であったが、2年 か ら6年 にかけては最

終需要要因が39.5%を 占め るに至ってい る。

この うち、 中間需要要因の内訳 を見 ると、特 に産業構造変化要因は、2年 か ら6年 にかけて寄

与率が121.0%と な り、大 き く上昇 してい る。 これは、産業構造変化要因の うち情報 関連サー ビ

スにかか る要因が この期 間に急激 に伸びていることによるものであ り、情報関連サービス業の成

長が放送業の成長に貢献 しているこ とを表 している。 また、中間投入係数変化要因は一貫 してマ

イナスの寄与が続 いている。 これは、情報関連サービスの多様化 ・拡大 によ り、広告業の費用構

造にお ける放送業 のウェイ トが低下 した こ と、つ ま り、広告代理店等 において広告以外の、情報

関連サービスに関連す る業務が拡大 してい るこ とを反映 している。
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

最終需要要 因につ いては、 そのほ とん どが民間最終消費に よる要因で あ るが、2年 か ら6年 に

か けて、 その寄与率 は38.3%と 大 きく増大 した。 これは、衛星放 送やケーブル テレビの普及 に よ

り、有料放送 とい う放送業への消費が増加 しただめで、放送業の需要構造が2年 か ら6年 にかけ

て変化 して きていることを表 している。

(%)

90

第3-2-55図 放送業の国内生産額の成長の要因分解
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■ 産業構造変化要囚
口 中問投入係数変化要因

囲 民問最終消費

口 固疋資本形成 く民間1
口 輸出
口 輸入

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)等 により作成

(付表40)中 小企業 にお ける情報ネ ッ トワー クに関す る調査報告書

調査名

(調査時期)
中小企業における

情報 ネットワーク

化に関する調査結

果報告書

(7年7月)

調査対象

従業員数が6名 以上300

名以下の東京商工会議所

会員企業

調査対象数

5,000

標本抽出方法

業種 に よ り層 別比例 ラ ンダ

ムサ ンプ リング

回収数

872

(注41)

CALSの 語 自体 は、統一 的 な定義 はな く、 その概念 も徐 々に拡大 して きてお り、特 に近 年で は、「Continu-

ousAcquisitionandLife-cycleSupportJか ら、 「CommerceAtLightSpeed」 の 略語 として用 い られ るこ

とが一般 的 となって いる。

(付表42)産 業 の情報化 のデー タ項 目

項 目 名

事務用一般加入電話加入率

携帯 ・自動車電話加入率

無線呼出し加入率

ISDN回 線契約率

国際通信収入率

国内通信収入率

広告費率

国際郵便物利用率

内国郵便物利用率

内 容

事務用一般加入電話数/就 業者数

携帯 ・自動車電話加入率/就 業者数

無線呼出し加入者数/就 業者数

ISDN回 線契約数/就 業者数

国際通信収 入(名 目〉/GDP(名 目)

国内通信収入(名 目)/GDP(名 目)

広告費(名 目)/GDP(名 目)

国際郵便物数/就 業者数

内国郵便物数/就 業者数

単 位

契約/万 人

契約/万 人

契約/万 人

回線/万 人

%

%

%

通/人

通/人
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第E節 情報通信がリー ドする我が国経済の構造変革 魏 ・囎

項 目 名

メールボ ックス利用率

デー タベース設置率

インターネット接 続ホストコンピュータ設 置 率

パソコン通信加入率

パ ソ コ ン ネ ッ トワー ク化 率

パ ソコ ン設置率

内 容

メールボ ックス数/就 業者数

デー タベース実数/就 業者数

インターネット接 続 ホストコンヒ.ユータ台数/就 業 者 数

パ ソコン通信会員数/就 業者数

ネッ トワー ク接続 パ ソコン台数/就 業者数

パソコン設置台数/就 業者数

単 位

件/万 人

件/万 人

台/万 人

契約/万 人

%

台/万 人

(付表43)デ ー タ項 目と出典

事務 用一般加入電話数

日 本 郵政省資料(1993年 度末)

米 国FCCStatisticsofCo㎜unicationsCo㎜onCarriers(1993年 末)

携帯 ・自動車電話加入者数

日 本 郵政省資料(1994年 度 末)

米 国 情報 通信総合研 究所編 「情報通信ハ ン ドブ ック」(1994年 末)

無線呼出し加入者数

日 本 郵政省資料(1994年 度 末)

米 国 情報通信総合研究所編 「情報通信ハ ン ドブ ック」(1994年 末)

ISDN回 線契約数

日 本 郵政省資料(1994年 度 末)

米 国 情報通信総合研究所編 「情報通信ハ ン ドブ ック」(1994年9月)

国際通信収入

日 本 郵政省資料(1993年 度末)

米 国FCCStatisticsofCo㎜unicationsCo㎜onCarriers(1993年 末)

国内通信収入

日 本 郵政省資料(1993年 度末)

米 国FCCStatisticsofComunicationsCo㎜onCarriers(1993年 末)

広告費

日 本 電通広告年鑑(1994年)

米 国 電通広告年鑑(1994年)

国際郵便物数

日 本 郵政省資料(1993年 度末)

米 国 StatlstlcalAbstractofUnltedStates(1993年)

内国郵便物数

日 本 郵政省資料(1993年 度 末)

米 国StatlstlcalAbstractofUnltedStates(1993年)

メ ー ル ボ ック ス数

日 本 日本 電子 メール協 議会(JEMA)「 企業 における電子 メールの動向調査」(1996年3月)

米 国 EMMS(1996.1.22)
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朧囎縣第3章 情報通信か牽引する社会の変革

デ ー タベ ー ス実 数

日 本 テー タベ ー ス 白書(1993年 度)

米 国 テー タベース白書(1993年)

イ ンター ネ ッ ト接 続 ホ ス トコ ン ピュ ー タ台 数

日 本NetworkWlzard(1996年1月)

米 国NetworkWlzard(1996年1月)

パ ソコン通信加入者数

日 本 ニュー メデ ィア開発協会(!994年6月)

米 国SIMBAInformatlon(1994年 末)

パ ソ コ ンネ ッ トワー ク化率

日 本 日本電子工業振興会(1993年 度)

米 国CQmputerlndustryAlmanac(1993年)

パ ソコン設置台数

日 本 情報 メデ ィア 白書(1993年 度)

米 国IDC調 査 「情報化 白書」(!993年)

GDP(名 目)

日 本

米 国

国民経済計算(経 済企画庁)

StatisticalAbstractofUnitedStates

就業者数

日 本

米 国

労働力調査(総 務庁)

FCCStatlstlcsofComunlcatIonsComonCarrlers

(注44)

日米 比較 にお いて、 日本 は1993年4月 ～1994年3月 の1年 間、米 国は1993年1月 ～1993年12月 の1年 間 の設備

投資額 を比較 した。 なお、米 国の設備投 資額(ド ルベ ー ス)を 円換算 す るにあ た って は、1993年12月 末 時点 の

為替 レー ト(1ド ル=111.89円)を 用 いた。

(付表45)

「平成2年 産業連関表」 (総務庁)統 合大分類 を基 に次 の ように分類 した。

農林水産業
鉱業

食料品

繊維製品
パ ル プ ・紙 ・木 製 品

化学製品
石油 ・石炭製品

窯業 ・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品
一般機械

電気機械

輸送機械
精密機械

その他の製造工業製品

建設

電気 ・ガス ・熱供給

水道 ・廃棄物処理

卸売業
小売業

金融

保険
不動産

運輸
公務

教育

医療 ・保健等公 共サー ビス

対事業所サービス

対個 人サ ー ビス

事務用品
分類不明

(注46)

実質国内生産額、名目粗付加価値及び雇用者数の推計 に当たっては、郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、
接続産業連関表(総 務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)、 「国民経済計算年報」(経 済企画庁)、「エ業
統計表」(通 商産業省)、 「物価指数年報」(日 本銀行)、 「労働力調査年報」(総 務庁)を 参考に した。
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第2節 情報通信かリードする我が国経済の構造変革 一

(注47)

電気通信審議会答 申 「21世紀の知的社会への変革に向けて一情報通信基盤整備プログラムー」(6年5月)

においては、2010年 まで に光ファイバ網が全国に整備 されることを前提 として、2010年 でのマルチメディア市

場の規模 を、光 ファイバ網関連の新規市場での約56兆 円 と、既存の市場の成長での約67兆 円の合計で約123兆

円 としている。 この場合に既存のマルチメディア市場については、5年 の規模 を約16兆 円 と推計 している。 こ

こでの情報通信産業 と比較すると、同答申においては、マルチメデ ィアに関連す るものに限定 しているためそ

の範囲は狭 く、郵便、新聞、印刷 ・製版 ・製本、出版、映画館、劇場 ・興行場、事務用機械、通信ケーブル、
電気通信施設建設、研究等の部門を含んでいない。

(注48)

ここでは、労働生産1生を次のように算出 している。

労働生産1生=実 質国内生産額 ÷雇用者数

(注49)

ここでは、比較のために情報通信産業の範囲を調整 し拡大 した結果、我が国の情報通信産業の国内生産額 は

当節前記(1)アでの範囲で推計 した場合よ り約2割 大 きな額 となっている。

(注50)

「1990年 日米国 際産 業連関表」 にお ける1990暦 年 の平均 為替 レー ト144
.79円/ド ル によ り換算。

(注51)

情報通信産業の実質GDP(国 内総生産)に ついては、産業連関分析によ り推計 した情報通信産業の名目粗

付加価値をSNAのGDPデ フレータ(1990年 基準)を もとに実質化 して作成 した。

(注52)

情報通信産業の成長による寄与度の、我が国の経済成長率全体 に対す る比率。但 し、ここでの寄与率は年平

均ではない。

(注53)

ここで、情報通信資本ス トックとは、電気通信事業者の資本ス トック及び電気通信事業者以外の民間企業の

保有す る情報通信関連機器の資本 ス トックを合わせた もの。

電気通信事業者の資本ス トックは、毎年の名目設備投資額を実質化 し、耐用年数14年 としてPI法(恒 久棚

卸法)に てス トック額 を求めた後、さらに、デジタル交換機の導入等の能力の向上を加味 して修正 を行った も

の。

ここでの電気通信事業者以外の民間企業の保有す る情報通信関連機器の資本ス トックは、事務用機械、電気

音響機器、ラジオ ・テレビ受信機 ・ビデオ機器、 その他の電気音響機器部分品 ・付属品、電子計算機 ・同付属

装置、有線電気通信機器、無線電気通信機器及びその他の電子 ・通信機器部分品を範囲 とし、耐用年数6年 と

してPI法q亘 久棚卸法)に よってス トック額 を求めた。

(注54)

推計 した生産関数の関数形 と推計結果は次の通 りである。

推計結果

A(定 数項)
一4
.06

(-1.46)

α1

0,13

(1.75)

α2

0.13

(2.82)

α3

0.74

(3.75)

β
0,16

(1.95)

R2(決 定係数)

0.998

推計期間

昭和45年
～平成3年

()内 はt値

関 数 形InY=A十 α11n(ρ(KP-KPrKP2))十 α21n(K騨 一ρKP2)十 αIIn(hL)十 βlnR

た だ し、 α1十 α2十 α3=1

Y

KP

KPl

KP蓋

KP2

実質GDP

民間企業設備資本 ストック

電気通信事業者の資本ス トック

電気通信事業者の資本 ス トック(デ ジタル交換機の導入等の能力修正済み)

情報通信関連機器の資本 ス トック(電気通信関連者に係 るものを除 く、民間企業の保有す るもの)

なお、KP控KP、 を合わせて 『青報 通信資本 ストック」 とす る。
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R

h

L

ρ

知識ストック

実労働時間

就業者数

稼働率指数

郵政省資料、「国民経済計算年報」(経済企画庁)、 「日本の社会資本」(経済企画庁)、 「産業連関表」(総

務庁)、 「産業連関表(延 長表)」(通 商産業省)、 「科学技術研究調査報告」(総 務庁)、 「労働力調査年報」

(総務庁)、 「毎月勤労統計調査年報」(労働省)等 よ り作成

(注55)

国民経済計算の実質民間設備投資か ら耐用年数を!8年 とす るPI法q亘 久棚卸法)に よって得 られたス トッ

ク額か ら、情報通信資本ス トックを除いた もの。

(注56)

研究開発投資が一定のタイムラグを経 て、投資額 に相当する成果(知 謝 を生み、それらが年間16%の 割合

で陳腐化 してい くと仮定 した場合 における、研究開発についての 「知識1の ス トック。

(注57)

α1、αム α,及びβはそれぞれ実質GDPの 民間企業設備資本ス トック弾力性、情報通信資本 ス トック弾力性、

労働力弾力性及び知識 ス トック弾力性であ り、 それぞれ各 ス トック等が1%変 化 した とき実質GDPが 何%変

化するかを表す。なお、ここでは昭和60年 か ら2年 までの各ス トック等の稼働率修正済み年平均増加率 とそれ

ぞれの弾力性の積 によって、各ス トック等の実質GDP成 長率に対する寄与度を求 めた。

(注58)

情報化傾注度 とは、各産業における情報通信産業への中間投入の中間投入全体(内 生部門計)に 占め る割合

である。

(注59)
コス ト構造の変化に伴 う理論的な産出価格。
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＼

第3節 情報通信の高度化による国民生活の変化と新しい国土概念の展開

情報通信の高度化 により、直接対面 を代替 す る双方向の情報活動 の出現、情報交流範囲 ・機会

の拡大、情報 の創造 ・利活用の活発化が可能 となる。 これ によ り、産業面のみならず、生活面 に

おいて も空間的 ・時間的制約か ら解放 され る、現 実の生活圏における人間関係 に加 えてネ ッ トワ

ークを通 じた新たな人間関係が形成 され るなどの
、 ライフスタイル の変化が もた らされる。 こう

したライフスタイル における変化 は、医療等の公共分野 における情報化 による利倒 生の向上 とあ

いまって、生活行動の 自由度の向上 というよ うな社会的変化や高齢者の社会参加の促進等 につ な

がっている。

情報通信の高度化 によるこの ような社会的変化 の中で、情報空間が新 しい生活活動の場 とな り、

現実の空闇で あ る物理的国土 を越 えて情報空間を も取 り込 んだ新 しい国土の概念が生 まれつつあ

ると言 える。インターネ ッ トを利用 した地域 か ら世界への情報発信、情報通信 を利用 した企業の

機能分散 ・地域での起業等が積極的 に行われている。

本節では、情報通信 によるこのよ うな国民生活の変化、新 しい国土概念の展開の模様 を見 るこ

ととす る。

1情 報通信の高度化による国民生活の変化

(1)ラ イフスタイル における変化

ア 家庭における情報通信の利用動向

家庭 における情報通信の利用動向 について、郵政省 の 「通信利用動向調査(世 帯調査)」及び経

済企画庁 の 「家計消費の動向」 に基づ き見 てみ ると次の とお りである。

(ア)情 報通信機器の普及状況 等

家庭 における新 しい情報通信 の利用状況 を見 るため、最近利用が伸 びている情報通信機器の普

及状況及 び1青報通信サ ービスの利用状況 を、2年 か ら7年 までの期間 について見てみ る。

情報通信機器の普及状況 として世帯 当た り情報通信機器 の保有率 につ いて見 ると、各機器 とも

増加傾 向であ り、7年 においては、 ファク シ ミリが16.1%(対 前年同期比2.4ポ イン ト増)、 無線

呼 出 しは15.0%(同3.1ポ イン ト増)、 パ ソコンは15.6%(同2.0ポ イン ト増)及 び携帯電話 は10.6

%(同4.8ポ イン ト増)と なっている。特 に携帯電話 は、近年、保有率が大幅に増加 している(第

3-3-1図 参照)。 また、パ ソコンの保有率の着実 な増加 に比べ、パ ソコン通信の利用率 につ

いては過去数年間 において横ば いで ある(第3-3-2図 参照)。 しか し、家庭 にお ける今後の

利用意向の伸 びや、近年の主要 な商用パ ソコンネ ッ ト会員数の急激 な伸び等か ら、今後 家庭 に

おける利用率 も増加す ると思われる(第3-3-3～4図 参照)。

また、世帯 における情報通信機器等の個 人利用が進展 してい る。特 に個人専用 による利用率が

高 い もの は、無線呼出 し(90.3%)、 携帯電話(73。6%)、 カー ・ナビゲーション ・システム(73.6

%)と いった移動通信機器が多 くなっている(第3-3-5図 参照)。
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第3-3-1図 世帯における主な情報通信機器類の保有率の推移
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(イ)利 用時間

情報通信メデ ィアの利用動向を見 るた σ」人)
300

め、他の メデ ィアを含 めて、各メデ ィア

の一 日当た り国民全体の平均利用時間 を、250

昭和45年 か ら7年 まで の期 間 につ い て5

年 間隔 で 見 てみ る。

テ レ ビ、 ラジオ、本 ・雑 誌 ・マ ンガ、

レ コー ド ・CD・ テー プ 及 び ビデ オ の 利

用時 間 の和 を、 メデ ィアの総利 用時 間 と

して見 てみ る と、昭 和60年 に減 少 して い

る以 外 は、 その 前後で は いず れ も増 加傾

向 で あ る。 特 に7年 の総 利 用時 間 は302

分 とな り、昭 和45年 以 降で は最 も長 くな

って い る(第3-3-6図 参 照)。
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時 にメデ ィアに接触 している場合の 「なが ら」利用の増加が要因の一つである と思 われ る。 また、

起床在宅時間は減 少 しているに もかかわ らず、自由時 間が増加 しているこ とか ら、携帯型端末の

普及等 により、外出先 において も活発に情報収集が行われてい るこ とも要因 となっていると推測

され る(第3-3-7図 参照)。

メデ ィアご との利用動向を見てみ ると、利 用時間 としては常にテレビの利用時間が圧倒的に長

くなっているが、近年、ビデオ、 レコー ド・CD・ テープの利 用が伸 びてきている。後者の メデ

第3-3-5図 世帯における情報通信機器の個 人利用の進展

ロ ー人専用(A)口 家 族共川(B)□(A)と(B)を 別 々に保有

フ ァ ク シ ミ リ

携帯電話

無線呼 出 し(ポ ケベル)

ワ ー フ ロ

マ ル チ メ デ ィア ・パ ソ コ ン

その他の パ ソコン

CD-ROMテ レ ビ ゲ ー ム

カ ー ・ ナ ビ

N=732

N=480

N=683

N;1,935

N暮178

N=634

N=629

N=91

020406080100

(%)

「'r成7f「 度 通 信 利川 動 向 調ri(1[t帯 対 象調 査)」(郵 政 省)に よ りイ1成

3071・ 聾遡 威1



一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

第3-3-6図 メデ ィアの1日 当た り平均利 用時間の推移(国 民 全体)
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(注)1日 当たり平均利用時間については、平日、土曜日及び日曜 日の各曜 日
の1日 当たりの利用時間の加重平均により算出した。

(単 位:分 〉

年

45

50

55

60

2

7

テ レビ

191

210

206

187

189

223

ラジオ

27

34

37

30

25

31

新聞

18

20

21

19

20

20

雑 誌 ・本 ・マンガ

12

13

16

16

16

16

ビデ オ

2

5

4

レコート"・CD。 テーフ。

9

8

第3-3-7図 起床在宅時間及 び 自由時間の関係(国 民全体)
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イアの特徴 は、利用者が個 人の好みに合ったソフ トを選ぶ ことがで きるところにあ り、人々の情

報 に対す るニーズの多様化を示 してい る。 テレビの利用時間について も、昭和60年 にいったん減

少 した後、再度増加傾向に転 じている。 これは、昭和62年 、衛星放送 による独 自番組の放映 が開

始 された こ とや多チャンネル放送 を行 う都市型ケーブルテレビの登場等 により、テレビが人々の

情報 に対す るニー ズの多様化 を満 たすメデ ィア として再 び支持 を得た こ とを反映 した もの とも推

測 され る。

イ 情報通信の高度化による新 しいライフスタイル

(ア)新 しいライフスタイルの進展状況

(テレワークによる新 しいライフス タイル)

最近で は、電子メールやパ ソコン通信等の情報通信 を利用 し、事務所 に通勤す るかわ りにサ テ

ライ トオフィスでの勤務や在宅勤務等が可能 となる 「テレワーク」 という勤務形態を導入す る例

が見 られ るようになって きている。

テレワークによ り、個 人の都合 に合わせた働 き方が可能 とな り、個人のプライベー トな生活 に

おいて時間的 な余裕が生 まれ るばか りでな く、移動が困難であった り、長時間の拘束 に対応で き

ないために就労が阻害 されていた、主婦や高齢者等の社会参加が実現 し、新 しいライフスタイル

が進展 しつつあ る。

テレワー クの先進国た る米国のある実証研究等の成果 によれば、テレワー クの普 及は、社会全

般 に対 して様 々な波及効果 を及ぼす こ とが想定され ると結論付 けている。例 えば、テレワー クの

普及 により、労働者 に対 しては、主体的 に時間管理 を行 うこ とがで きる度合いの増大、通勤に伴

うス トレスか らの解放等、企業 に対 しては、生産性 ・従業員の労働意欲の向上、経営 コス トの削

減等、社会全般 に対 しては、交通問題の解消、エネルギー ・環境問題への貢献等の効果があ ると

している。

(テレワークの現状等)

㈱ 日本サ テライ トオ フィス協会の 「日本の テレワーク人口調査研究報告書」(8年2月)に よ

ると、我が国で何 らかの形でテレワー クを実施 してい る人口は、約95万 人 と推定 されてい る。 さ

らに、郵政省郵政研究所が7年 度 に実施 した調査研究 によれば、テレワーク人口は、普及 シナ リ

オにもよるが、12年 には全労働者 の4%に あた る300万 人弱が、22年 には最大で全労働者の20%

にあた る1,300万 人 となるもの と予測 されている。

また、「日本のテレワー ク人 口調査研究報告書」(8年2月)で 、現在、何 らかの形で テレワー

クを行ってい る人の うち、在宅勤務及び業務先への直行直帰の勤務形態 を とっている人による、

情報通信の利用状況を見てみ る。 自宅で利用 している情報通信機器類 については、パ ソコン、 ワ

ープロ及びファクシ ミリが多い。会社 に対す る報告の際 に利用され る情報通信機器等 については、

やは り電話は多 くなっているが、 ファクシ ミリ、電子メール もかな りの割合で利用 されているこ

とが分か る(第3-3-8図 参照)。

(非常災害時のテ レワーク)

テレワー クによ り、災害時の通勤 困難 あ るいは不可能 な状況下 において も仕事 をす るこ とが可

能 となる。 そのため、 テレワー クは、非 常災害時 の国民生活への影響 を最低 限に抑制す るための

企業の機能分散、危機管理等のための手法の一つ として も、積極的な導入が期待 されている。

郵政 省郵政研 究所 の実施 した調査 研究 「阪神 大震 災 と通勤 及 び仕事 環境 の変化」(8年1

月)〔・i6ωによれば、神戸市内に事業所 を持つ企業の従業員の片道通勤時間 を調査 した ところ、震
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第3-3-8図 テ レワークにおいて利用 されてい る情 報通信機器
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(%)

60

50

40

30

20

10

0
ハソコン ワーフロ ファクシ その他の 以Lの 機器 無回答

ミリ 機器 は不使用

(注)1回 答 者 は、在宅勤務 者及 び直行直帰 勤務者 で あ る。

2複 数 回答 方式で あ る。

(オ フィスへの連絡 ・報告の方法)
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(注)1回 答 者 は、在 宅勤務者 、サ テライ トオフ ィス勤務 者及 び

直行 直帰勤務者 であ る。

2複 数回答方式 であ る。

「日本の テ レワー ク人 口調 査研究報 告書」((社)日 本サ テ ライ トオ

フ ィス協会)に よ り作成

災前 には60分 以内 とした人は77.0%い たが、震災後、輸送機 関の完全回復 まで の期間 にお いては、

90分以上 とした人が59.3%に のぼった。比較的職場 と自宅が近接 してい ると言 える神戸市 におい

て も、災害時 においては長時間通勤 を強 いられた ことが分 か る。

この ことか ら、同調査研究で は、多数の遠距離通勤者 を抱 える首都圏 に大地震が発生 す ると、

大量の通勤者が都心 に取 り残 された り、出社が不可能 となることが想定 され るため、 テレワー ク

の導 入によ り、 日常的 にオフィスの機能の分散 を図ってい く必要があ るとしている。

(イ)導 入事例

福 島県のあ るテレワー クセンターで は、CD-ROMの 制作、 インターネ ッ トに関す るコンサ

ル ティング業務、 テレマーケティング等 を主 な業務 としている。打合せや成果の報告等、社員が

会社 との連絡 を取 る際、電子 メールが効率的 に利用 されている。 この電子メールの利用 によ り、

在宅勤務 を実現 している。

同テレワー クセンターで は、現在、15人 の社員が在宅勤務制度 を利用 している。 ほ とん どが主

婦であるほか、障害者 も含 まれてお り、通勤が困難 なためにこれ まで就労の機会 を逸 していた層

が、社会参加 を果 た した例 となってい る。
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(2)公 共分野における変化

ここでは、公共分野 における情報通信 の高度化について、保健 ・医療 ・福祉、教育、行政 の国

民生活 に身近 な三つの分野 にお ける状 況を概観す る。

ア 保健 ・医療 ・福祉の分野

(ア)情 報通信の高度化の状況

保健 ・医療 ・福祉 の分野 にお ける情報化 は、 まず業務の効率化の観 点か らの コンピュータの導

入が先行 して きた。

例 え賦 医療 の分野で見 ると、㈹ 日本病院会の 「病院概況調査報告書」(7年6月)に よれば、

コンビ子一タを利用 している医療施設 は全体 の98 ,2%と なってい るが、実際にコンピュータを利

.用 している業務 としては、医療事務あ るいは病院管理 に限定 してい る施設が65。7%と なってい

る。一方、LANを 用いた医療支援 システムを構築 している施設は3 .1%に とどまっている。

しか し、高齢社会の進展に伴 う患者の絶対数の増加に対 し、保健 ・医療 ・福祉 の分野 において

も、利用者の利便性 の向上 に直結 したネ ッ トワークシステムの導 入による情報通信の高度化が進

みつつあ る。

(イ)導 入事例

(がん診療支援 システム)

東京都のあ る国立センターで は、がん診療 に関す る先端的な研究が行われている。がん研究 に

おいては、遺伝子 レベルの研究に関す る膨大 な情報量の蓄積 と、検索作業の効率化が必要であ る。

このため、 この病院では、 これ らの情報のデータベース化 と、千葉県にあ るキャンパス との間

TVカ ンフ ァレ ンス

第3-3-9図 が ん 診 療 情 報 ネ ッ トワー ク シス テ ム
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一 第3章 情報通信か牽引する社会の変革

で光 ファイバ ー等 を利用 したLANを 構築す るこ とによ り、 日常的 に発生す るデータベ ースの検

索 がいつで も簡単に行 えるほか、電子メールや テレビ会議等が利用で きるよ うになっている。 ま

た、①画像伝送 を用 いた テレカンファランスシステム(合 同症例検討)、 ②X線 画像 の伝送 によ

るテレラジオ ロジー システム(遠 隔放射線診断)、 ③顕微鏡の遠隔操作 を含 むテレパ ソ ロジー シ

ステム(遠 隔病理診断)等 の先進的な利用 について も取 り組んで いる。

また、外部のネ ッ トワーク とも接続 し、国内4か 所のがん研究 を行 ってい る国立病 院 とも結 ば

れているのみな らず、インターネッ トとの接続 によ り、海外の関係機 関等 との連絡や情報収集 を

行ってい る(第3-3-9図 参照)。

(CATV総 合情報ネ ッ トワークシステム)

五色町(兵 庫県)で は、ケーブル テレビ網の双方向性を利用 した情報通信 システムを導入 し、

高齢者等の保健 ・医療 ・福祉 に役立 てている。

「在宅保健 医療福祉支援 システム」 は
、在宅療養 を希望 す る重症疾患者、要介護高齢者等が在

宅の まま健康管理が行 えるよう、携帯型又は据置型端末 を使 って、音声、映像のほか、必要 な計

測データ等 を遠隔地の医療機関 に伝送す るこ とを可能 とす るものであ る。医療機関 まで移動す る

必要が な く、いつで も専門家 と連絡 を取 ることがで きるため、利用者のみな らず、介護者の心理

的 な負担 も軽減 されている(第3-3-10図 参照)。

また、「緊急通報 システム」 は、一人住 まいの高齢者等が体調 に異変 を感 じた時㍉ ボタンを押

すだ けで医療機 関等 に通報 され、必要 な処置を迅速 に受 けるこ とがで きるものであ る。

(情報長寿社会構 築に向けてのモデル実験)

金沢市(石 川県)で は、郵政省及 び厚生省 と協 力 して7年 度 よ り、高齢者宅等 と地域福祉 セン

ター、市の保健所、ボランティア宅等の高齢者の生活 に密接 な関係のある諸施設 にテレビ電話や

パ ソコン通信 を導入 し、高齢者の生活 を支援す るシステムを構築 し、実際の利用を通 じて有用性

第3-3-10図CATV総 合情報ネ ッ トワークシステム

(在宅保健医療福祉支援システム)

主装置A
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の検証 を行っている。

例 え賦 一 人住 まいの高齢者 を訪 問 し ・

世話 をす るボ ランティア と高齢者 との間 誤

を結 び、よ り緊密な交流 を図った り、老

人ホー ム と地域福祉センターを結び、ホ

ームの入居者 とセンター を利用す る高齢

者間相互 の交流 を図った りしてい る。 ま

た、商店 と高齢者 を結び、品物 を確認 し

なが ら買い物の注文を行 うといった利用

がなされている。

イ 教育の分野

の 情報通信の高度化の状況

高度情報通信社会に向けて、今後 情

報の入手 ・加工 ・発信 に関す る基礎 的な

能力を身 に付 けることが求 め られてお り、

学校教育 において も積極的な取組が進 め られている。

野 弓編 聴

鵡 磁

イ

電
1

監⊃1

麟

臨

刈

冠L

CATV総 合情報ネットワークシステムの利用 風景

教育の分野 における情報化の進展 につ いて、文部省の 「学校教育における情報教育の実態等 に

関す る調査結果」 によ り、各教育機 関におけるコンピュータの導入状況 か ら見てみ る。

6年 度末の コンビ。ユータの設置率 につ き教育機関別 に見 ると、小学校 が77.7%、 中学校が99.4

%、 高等学校が!00%、 盲学校 が98.5%、 ろ う学校が100%、 養護学校が96.7%と なってい る。 ま

た、元年以降の設置率の推移 を見 ると、設置率が最 も低 い小学校 において も、 ここ数年間で急速

に設置率が伸びている(第3-3-11図 参照)。

教育における情報通信の高度化の状況 について、米 国のカ リフォルニア州の例 を見てみ る。米

国カ リフォルニア州の シリコンバ レーは、半導体生産をは じめ とす るハ イテク企業が集中す る一

帯 として知 られ るが、 この シリコンバ レーの有力企業か ら組織 され る非営利団体が中心 とな り、

2000年 まで に同州内の全小 中学校をインターネ ッ トに接続す るとい う計画が進 められてい る。2

万人近 いボランティアが動員 され るほか、 コンピュータの供与及びシステム構築、月額定額料金

のよ うなインターネ ッ ト利用 を想定 した特別料金設定による通信サー ビスの提供、教師 に対す る

コンピュータ教育等の技術サポー トには民間企業が協 力す るこ ととなっている。

(イ)導 入事例

山梨県のあ る小学校で は、 インターネ ッ トを利用 した授業 を行ってい る。

この小学校 には、 テレビ会議 システムが置かれた部屋及び20台 のパ ソコン等の情報通信機器が

設置された専用の教室があ り、児童は2人 で1台 のパ ソコンを利用す るこ とがで きる。

この小学校は大学の附属施設 となっていることか ら、 これ らのパ ソコンは、大学が構築 した学

内ネ ッ トワー クに接続 され、 インターネ ッ トの利用 を含 め外部の ネッ トワー クとの通信が可能 と

なっている(第3-3-12図 参照)。

これ らの情報通信機器 は、低学年 か ら高学年 までの児童の学習進度や教科の内容 に応 じて柔軟

に利用 されているが まず、端末操作 を含 め情報通信 の特1生を理解す るこ とか ら始め、次 第に、

情報通信 を利用す ることにより、学校以外の外部 との接触を学べ るよう指導が行われてい る。

例 え賦 課題追究活動 を行 う際 には、ホームペー ジを利用 して、追究す る課題 に関す る知識や

313一
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第3-3-11図 学校教育 におけるコンピュータの設置率の推移
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(単位:%)

年度

元年

2

3

4

5
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中学校
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99.4

高等学校
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99.4

99.7
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ユ00.0

盲学校

92.5

97,0

98.5

100.0

lOO.0

98.5

ろ う学校

95.3

96.2

99.0

99.0

100。0

100.0

養護学校

65.3

73.2

78.1

83.8

90.7

96。7

情報の提供 を広 く一般 に呼びかけ、知 り合った協 力者 との間で は、電子 メールを利 用 して情報交

換を行っている。研究成果が まとまる と、ホー ムペー ジ上での発表 も行 っている。 この ような児

童の発表作品に対 し、海外か らのアクセスを受 ける場 合 もあ る。

ウ 行政の分野

(ア)情 報通信 の高度化の状況

行政 における情報化は、当初、地方公共団体 自身の内部事務処理の効率化 を目的 として庁内事

務処理 の分野か ら着手 されて きた。最近では、窓 口業務の改善、 システムの統合 による住民サ ー

ビスの向上等、地域住民 と接点があ る分野 において情報通信の利用が進んで お り、 これ に伴 い、

情報通信端末のネ ッ トワー ク化が進展 し、情報通信が高度化 して きてい る。

自治省の 「地方 自治 コンピュータ総覧 平成7年 度版」(8年1月)に よれば、住民票 の 自動

交付 システムの導 入が増加 してお り、 このような例 か らも住民サー ビスの向上 にお ける情報化の

進展が分 かる(第3-3-13図 参照)。

また、 自治省の 「地 方 臼治 コンピュータ総覧」 によ り、地方公共団体 にお けるパ ソコンの総設

置台数及びホ ス トコンピュータや他のパ ソコン等 と接続 されたネ ッ トワー ク化率の推移 を見 る と、

一(引4



第3節 情報通信の高度化による国民生活の変化 と新 しい国土概念の展開L・一一　

第3-3-12図

サ ブネ ッ ト研究用1次 網

イ ンターネ ッ ト利用 システム図

サフネ ッ ト研究用2次 網

一一般 公衆回線

付属小学校

大学学内LAN

情報 処理 セ ンター

イ ン タ ー ネ ッ ト

教官室 視聴覚室
付属中学校

都道府県、市区町村 とも近年、パ ソコンの総設置台数及びネ ッ トワーク化率が急激 に伸びている

こ とが分か る(第3-3-14図 参照)。

(イ)導 入事例

浜松市(静 岡県)で は、LAN等 の整備 によ り住民サー ビスに関す る受付窓 口の一本化が実現

されている。

従来、浜松市役所で は、各サー ビスご とに届出 ・申請窓口が分 かれていたが 住民情報 のデー

タベース化及びLAN等 の導 入によ り、受付窓 口を一本化 した 「市民総合窓 ロセンター」 に住民

が出向 くだ けで様々なサー ビスについて対応が受 け られ る、ワンス トップサービスが実現 されて

いる。住民票の写 しの交付等の定型化 した申請 ・交付処理であれば 申請か ら交付料の支払 い、

交付 までのすべての処理 に要す る時間はわずか3分 であ り、待 ち時間はほ とん ど無 くなっている。

第3-3-13図
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第3-3-14図 地方公共 団体 におけるパ ソコン総設置 台数及 びネ ッ トワーク化率の推移
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パソコン総設置台数 (単位:台)

年

都道府県

市区町村

63

17,031

12,453
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22,019
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2
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22,554

3

28,122

22,554

4
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39,977

5

53,189
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6
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7
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ネ ソ トワ ー ク化 率 (単位:%)

年

都道府県

市区町村

63

19.8

10.3

元

24.5

14.0

2

29.6

15.9

3

33.1

16.9

4

32.7

13.9

5

32.0

20.2

6 7

31.132.1

23.827.5

さ らに、市内27か 所 には、ネ ッ トワー

クで結 ばれた 「市民サー ビスセ ンター」_

が設置 され、市役所本庁 とほぼ同様のサ ー一

一 ビスが受 け られ るよ うになって いる。 馴

これ によ り、市役所本庁 まで 出向 くこ と,

な く最 寄 りの 市民 サー ビ スセ ンター で 一一一一

様々な住民サービスを受 けるこ とがで き、'

住民 の利便性 が著 し く向上 され て い る

(第3-3-15図 参照)。

(3>家 庭の情報化 に関す る日米比較

我が国 と米国 との問で、家庭の それ ぞ

れの側面 において、比較 可能 な項 目によ

り、情報化 に関す る比較 を行った(各 項

目の出典については、付表61、 付表62参 照)。

家庭 の情報化 について、

藪 一・ 灘 監二 麟 鱗聯 翫 一.遮 一.

市 民 総 合 窓 ロ セ ン ヲ ー

鑑.浦 一一一一一一一・一一・ ・一・・『一一 一・_翫 一

『言茜茜苗 轟 「
1(

距 霧 ぬ魯 聾響 濫,

幽「講r
,

浜松市の市民総合窓ロセンター

6年 における我 が国の状況 を100と して米国 の状 況 を見 る と、電話加

入率及び世帯 にお ける郵便料への支出額で は我が国 とほぼ同様で ある。 また、世帯 における電話

通信料 への支出額で は我 が国をやや一ド回っている。一 方、VTR普 及率で は我 が国をやや上回 っ

てい るほか、パ ソコン普及率で は我 が国の約2.5倍 、 ケーブルテ レビ普 及率で は約12倍 となっ
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て お り、 大 き な差 が あ る(第3-3-16図 参 照)。

第3-3-15図 浜 松 市 市 民 総合 窓 ロセ ン ター ・市 民 サ ー ビス セ ン ターLANシ ス テ ム構 成 図
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第3-3-16図 家庭の情報化 に関す る日米比較(6年)
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コラム9

新世代通信網パイロットモデル事業の1年 間の利用㈹ 兄

6年7月 か ら関西文化学術研究都市 において実施 されている 「新世代通信網パ イロッ トモデル

事業」 について、実験開始か ら7年6月 までの1年 間の利用状況が取 りま とめ られた。 その概要

は次の とお りであ る。

1サ ービスの提供状況の概要

モニター数 は、7年6月 末現在、一般家庭234、 企業12の 合計246で あ る。

基本サー ビス として、 ビデオ ・オン ・デマ ン ド(放 送番組、映画等 の動画 が毎 月約300本 、地

域1青報、生活1青報等 の静止画が常時約1,300画 面)、 ケーブル テレビ(ノ ・イビジ ョン2チ ャンネル

を含む31チ ャンネル)及 びテレビ電話があ り、6年12月 か ら50世帯 を対象 にゲーム配信(30種 類)

が行 われている。

2利 用状況の概要

ビデオ ・オン ・デマン ドの動画サー ビスについては、1日 当た りの平均 アクセス率(ア クセス

回数/モ ニター数)は10～15%、1世 帯 当た りの月平均利用回数 は54回 となって いる。家族 と

見 るこ とが多 い と回答 した人が約6割 に上 り、最 もよ く見 られているのは洋画で ある。

月の初めにソフ トを更新す るため、月初 めの利用率が高 く、 マルチ メデ ィアの利用 はコンテン

ト次第であ るこ とを示 している。

ビデオ ・オン ・デマ ン ドの静止画サー ビスにつ いては、1世 帯 当た りの月平均接続 回数 は5.8

回で、交通機関の時刻表 やショッピンク精 報 が主婦層 を中心 に利用が多い。

ケーブルテレビサー ビスにつ いては、1日 当た り視聴時間は25分 で あ り、ハイビジ ョン放送、

光 ファイバの利用 による高品質 な画質が好評であ り、 スポー ツ中継、環境映像等が高 い評価 を受

けてい る。

テレビ電話サー ビスについては、主婦がお しゃべ り・近況報告 に使用 してい る例 が多 い。画面

を消 して音声のみで利用 している人 も多いが、子供のお しゃべ りで は画面 をつ けて利用 されてお

り、子供 の方が映像 に親 しんで いる。

全体 として、利 用率 は高 く、マルチ メ

デ ィア ・サー ビスが生活の一部 として定

着 して きている と言 えるが、1か 月の ケ

ーブル テレビ料金
、電話料金、 ソフ ト使

用料金 の総額 が1万5千 円以下のユーザ

ーが大部分であ る
。実用化 に当たっては、

トータル としての利用料金 が鍵であ る と、

新世代通信網パ イ ロッ トモデル事業 の実

施主体であ る働 マルチメデ ィア振興 セン

ターは分析 してい る。

メインメニュー(バ ーチ ャル ネットタウン)一
一}・ 〔到8



第3節 情報通信の高度化による国民生活の変化と新しい国土概念の展開一

2惰 報通信の高度化による新しい国土概念の展開

(1)地 方公共団体による地域情報化

ア 地域情報化計画の概要

地方公共団体 においては、地域全体の情報化 に対す る取組 の必要性 の認識が高 まってお り、

特 に近年、積極的な対応が取 られているところであ る。

自治省の 「地方公共団体の地域情報化施策の概要 平成7年 版」(8年3月)に よ り、地域情

報化計画の策定状況について見 てみ る。既 に何 らかの計画 を策定済み及び策定中であ るのは、都

道府県及び政令指定都市(以 下、特 に記載が ない限 り 「都道府県等」 とい う。)で は59の すべて

の団f本 市区町村で は3,245団 体の うち565団 体(同17.4%)と なってお り、計画策定の状況か ら

見 ると、都道府県等で は地域の情報化への取組は早 い(第3-3-17表 参照)。

第3-3-17表 地域情報化計画の策定状況

(単位:団 体数、%)

第3-3-18表

区 分

都
道
府
県
等

市
区
町

村

都道府県

政令指定
都市

小 計

特別区

市町村

小 計

合 計

団体数

47

12

59

23

3,222

3,245

3,304

策定済

46

(97.9)

12

(100.0)
58

(98.3)

10

(43.8)

532

(16.5)

542

(16.7)

600

(18,2)

策定中

1

(2.1)

0

(0.0)

1

(1.7)

2

(8.7)

21

(0.7)

23

(0.7)

24

(0.7)

地域情報化計画の形式別策定状況

(単位:団 体数、%)

未 定

0

(0.0)

0

(0.0)

0

(0.0)

ll

(47.8>

2,669

(82.8)

2,680

(82.6)

2,680

(81.3)

区 分

都
道
府
県
等

市
区
町
村

都道府県

政令指定

都市

小 計

特別区

市町村

小 計

合 計

独 自の

計画
54

(55.7)

10

(21.7)

64

(44.8)

3

(20.0)

128

(17.9)

131

(17.9)

195

(22.3)

総合計画
の一部

ll

(11.3)

4

(8.7)

15

(10.4)

6

(40.0)

222

(31.0)

228

(31,2)

243

(27.8)

国の構想に
基づ く計画

32

(33.0)

32

(69.6)

64

(44.8)

6

(40.0>

367

(51.2)

373

(51.0)

437

(49.9)

合 計

97

46

143

15

717

732

875

(7年4月1日 現在)

「地方公 共団体 における地域情報化施策の概 要 平成7

年 版」(自 治省)に よ り作成

(注)1複 数 の計画 を有する団体 については、その う

ち一つで も策定済みの ものがあれば 「策定済」

と した。

2()内 の 数値は構成比 であ る,

(7年4月1日 現在)

「地方公共団体における地域情報化施策の概要 平成7

年版」(自 治省)に より作成

(注)1係 数には策定中のものを含む。

2一 つの団体で複数の計画を有する団体がある。

3独 自の計画とは、地方公共団体が独自に地域

情報化に関する具体的な施策を体系的かつ網羅

的に定めている計画である、

総合計画とは、地方公共団体の基本構想、総

合計画及び長期計画の中に地域情報化に関する

施策を具体的に定めている計画である。

国の構想に基づ く計画とは、国の地域情報化

構想に基づいて定めている計画である。

4()内 の数値は構成比である,

また、地域情報化計画の策定数については、一つの地方公共団体 につ き、複数の計画が策定 さ

れてし、る例が少な くない。都道府県等の策定済計画数 は143で あ り、計画策定済 の1団 体 あた り

平均策 定数 は2.42、 市区町村 の策 定済計画数 は732で 同1.30と なってお り、都道府県等 にお いて
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

は地域の情報化 に対 し多様 な取組が実施 されてい るこ とがわか る(第3-3-18表 参照)。

イ 具体的な取組の現況

地方公共団体 による地域 における情報化の取組 については、情報化計画 に策定 されている もの

以外に も、地域 において刻 々 と変化す る状況や条件等 に応 じ柔軟 な対応が なされてい る例 が見 ら

れ る。 ここでは、 これ らの地域 におけるすべての情報化 に関す る取組 を地域情報化施策 という。

郵政省 の委託調査 による 「地 方公共団体 の地域情 報化施策等 に関す るア ンケー ト」(7年12

月)1揃 によ り、地方公共団体 における地域情報化施策の取組の現況 を見 てみ ると、次の とお り

であ る。

(ア)地 域情報化施策の 目的

都道府県等で は地域住民の生活利便性の向上 、都市部 との情報格差 の是正 、地域産業の支 援が

上位 となっているのに対 し、市区町村で は災害対策が最 も高 く、市区町村 全体 の17。3%を 占めて

いる。続 いて行政広報、地域住民の生活利便性 の向上が挙げ られている。また、都道府県等 におい

て多 くなっている都市部 との情報格差 の是正、地域産業の支援 は市区町村で は下位 となっている。

この ように、市区町村では都道府県等 に比べ、 よ り住民の生活 に密着 した 目的が重視 されてい

るこ とが分か る(第3-3-19表 参照)。

第3-3-19図 情 報化施策の 目的
(%)

30

25

20

15

10

5

0

11.6

77

0.7

4.2

204

ロ都道 府 県 等

ロrf∫区町 村

3,7
5.4

8.5

0.70.50,70.2

16.3

4.6

0.00.0

4,1

8.7

1.4

6.6

17.3

3.4

272

12.7

0.0
0.7

4.1

15.2

0.00β0ゆ

7.0

4.1

0,7

地域hll報 地域 外書III剤,rll部と 地域Illく 地 域のlrl都11,llll題 地 域産 業 「11院開 チご 福h1【 気'[」1ゴ1レ1「 ノ乏、lr対策 地域11民 公 共庁匝設lr政 広 報 特 にll体 特 に1こ体 その他

の地域外 暇の受1、{のlIl1例格 のコミ、陽化 君策 のと援 の
への発い イの足llニ テゴ形

成 酢成

「地 方公 共 団体 の地 域 情 報化 施 策等 に 関す るア ン ケー ト

(注)li=位3位 まで を問 う複数 回 答 方式 で あ る

2各 項 目の 剖 合 は回 答 全体 に 占め る割 合 で あ る

覆 療体制の の 乏援 の'1活利 ので渤 活 的な【酌 的な取 り

強化 教で1施徽 便11の「壬IJ用 はない 組みはな
の向Iiい

(郵 政 省 の 委 託 調 査)に よ り作 成

←f)地 域情報化 施策の概要

(導入分野の傾向)

都道府県等では産業分野が最 も多 く、次いで教育 ・文化分野、行政分野 となってい る。 これに

対 し、市区町村で は防災分野が最 も多 く、2位 の行政分野 と合わせて回答全体の過半数 を占めて

い る。 この ように、都道府県等で は導入分野が多岐 にわたってい るのに対 し、市区町村で は防災

分野 と行政分野に集中す る傾向にあ る(第3-3-20図 参照)。

(利用メデ ィア)

利用が多 いメデ ィアについ召 よ、者随 府県等で はパ ソコン通信、データベース、専用回線 イン

ターネ ッ ト等 となっているの に対 し、市区町村で は、防災無線 が圧倒的 に多 くなってお り、以下

睡 三、一.320
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パ ソコン通信 、 ケー ブル テ レビ等 が続 い てい る。 パ ソコ ン通信 にっ いて は、都道 府県 等 、市 区町

村 の別 に関係 な く利 用 が多 い こ とが特 徴 と して挙 げ られ る(第3-3-21図 参照)。

第3-3-20図 情報化施策導入分野

(%)

30

25

20

15
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5

0

16.5

26.9

7.4
6.0

ロ都道府県等

口市区町村

16.9

11.0

4.1

6.6

9,1

6.6

18.2

4.6
3.2

8.2

14.8

27.7

2・31
.5

7,4

0.1

行政 生活 教 育 ・文 化 福 皐ll、 保健 医 療 産 業 観 光 防 災 国 際 交流 その他

「地 方 公共 団体 の地 域 情 報化 施 策等 に関 す る ア ン ケー ト」(郵 政 省の 委託 調 査)に よ り11成

(注)1該 当す る もの すへ て を 挙げ る複 数回 答 方式 て あ る

2各 項 目の割 合 は回 答 全体 に 占め る割 合て あ る

第3-3-21図 情報化施策 実施 に当たっての利用メデ ィア

(%)
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5

0
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.1

0.9
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1.81 .40
.30・40,0.10.3

7.27.4

5,1

2・92
.2 α912

0.0

3.3
1.9

7.3

4,5

11.8

5.4

09α1α21・0

13.0

35・ ㌃.8

聯 一舖 ノ享「♂轡 噸 撫 瞥撫 灘 髪 鷺能硫.㌶ 享7。蜂 獄 飛 贈LAN嶺1胴VAN乳 ζ=;そ ノ'1也
lE話 会 議 パ ー

「地方公共団体の地域情報化施策等に関するアンケート」(郵 政省の委託調査)に より作成

(注ll該 当するものすべてを挙げる複数回答方式てある

2各 項目の割合は回答全体に占める割合てある

(ウ)地 域における情報化推進に向けての課題

地域 における情報化 を推進 してい く上での課題 として、都道府県等で は、「インフラの整備が

不十分」、「通信費が高 い」が上位 となっている。 それに対 し、市区町村では、「行政側の専門知

識 が不足」が最 も多 く挙 げ られてお り、次いで 「システムの開発コス トが高 い」、「行政の他 の施

策 に比べ て優先順位が低 い」が続 いてい る。 このように、都道府県等では実行上の障害が問題 と

して挙げ られているの に対 し、市区町村で は、情報化施策の検討 に着手す るこ と自体が困難であ

るこ とが分か る(第3-3-22図 参照)。
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第3-3-22図 情報化推進 に向 けての課題

(%)
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5

0

18.5

10.1
10.6

15.2

9.3

7。8
8.6

5.4

73

16.2

6.0

8.2

6.6

14.0

4.0

ロ都道府県等

口市区町村

7,7

0.7
1.6

119

3.2

句

9.9

7.1

3.3
2.5

轟

3.3

0.9

インフラの 関連施設・ 関連施設・ 国の支援不 行政側の専 行政側の情 行政の他の 利用者の二 情報化に対 通信費が高
整備が不十 システムの システムの 足 門知識が不 報化のコン 施策より優 一ズが把握 し住民の理 い
分 開発整備コ 維持費が高 足 セブトが不 先順位が低 できない 解が得られ

ストが高い い 足 い ない

「地方 公 共 団体 の地 域情 報 化施 策 等 に関 す る ア ンケ ー ト」(郵 政 省の 委託 調 査)に よ り作 成

(注)1上 位3位 まで を問 う複 数 回答 方式 で あ る。

2各 項 目の 割合 は回答 全 体 に 占め る割 合 で あ る。

マ ンパ ワー サービスメ その他

の不足 ニューの貧

弱さ

(2)地 域内情報交流の充実

側)過疎地域 問題調査会の 「過疎地域 における定住推進方策 に関す る調査研究」{注64)(6年3月)

によると、都 市か らのUタ ー ン者 ・1ター ン者 の29.5%が 、地 方へ移 り住 んだ際の問題 点 として

情 報 が入手 しに くくな る」 と回答 してお り、同9.5%斌 「どこで地方の情報 を得 れば よいのか

わか らない」 と回答 している(第3-3-23図 参照)。

第3-3-23図 地方 に移 り住んだ際の問題点
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(複数 回答)
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地方での交通手段の問題
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ない
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住環境の問題
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地方の受入れ体制や対応
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どこで地方の情報を得れば
よいのかわからない

家族の同意が得 られない

その他

特に問題はなかった

不明

45.1

34.9

21.5

20.4

30.2

29.5

10,2

9.5

13.5

6.2

6.2

9,8

15

「過疎地域における定住推進方策に関する調査研究」((財)過 疎地域問題調査会)に より作成
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第3節 情報通信の高度化による国民生活の変化と新しい国土概念の展開一

この ように、地方 に移 り住 むに際 しては、情報不足が問題点の一 つであ るが、都市型ケーブル

テレビ及びコ ミュニティ放送が、各地域 において、放送の多チャンネル化 とい う側面のみならず、

地域 内の各種情報の交流手段 として活用 され出 して きている。 これ らは、従来 の放送 と異 な り、

地域密着情報 を地域住民 に提供す る とともに、住民が参加 しなが ら情報 を受発信す るための手段

として活用され、多様化す る地域住民の生活ニーズの充足や定住の促進 に貢献 している。

ア 都市型ケーブルテ レビ

都市型 ケーブルテレビは、地域密着型メデ ィア として地域密着1青報 を提供 してお り、施設数は

毎年増加 してい る。

山形県のあ るケーブル テレビ会社で は、地域の幼稚 園 ・小中学校、加入者宅、職場等 を訪問す

る番組の提供、地域で行 われ るスポーツ大会や各種行事等の中継、視聴者制作 ビデオの放映等地

域 に密着 した放送 を充実させ るこ とによ り、元年の開設以来、加入率 は拡大 し、54.0%(8年3

月1日 現在)に 上っている。

イ コミュ.=テ ィ放送

コ ミュニティ放送は、4年 か ら順次開局が進 み、地方都市 を中心 に全国で27局(8年3月31日

現在)が 開局 されてい る。阪神 ・淡路大震災後は、非常災害時の生活1青報提供 メデ ィア としての

有用性 について認識 が高 くなっているこ ともあ り、13局 が開局 している。

特 に、広大 な面積 を有 し、!47市 町村 が過疎地域 に指定 されている北海道で は、現在、 コ ミュ

ニティ放送局は6局 が開局され、 さ らに3局 が開局 される予定 になっている。道内のあ るコ ミュ

ニティ放送局で は、携帯電話の活用によるリアルタイムの地域生活情報の提供 を中心 に放送 して

いるほか、地元の高校生が企画出演す る住民参加型の番組等 を採 り入れている。

(3)イ ンターネ ッ トを利用 した地域か らの情報発信

ア インターネッ トの利用

現在、首相官邸 や郵政省等国の行政機関、地方公共団体、個 人や企業 において全国か らインタ

ーネ ッ トを活用 した情報発信 を行 っている。

8年3月31日 現在のインターネ ッ トのホームページ数を地域別 にみ ると、東 京が39.4%を 占め

てお り、東京 か らの情報発信が多いが、全都道府県か ら発信 されてい る(第3-3-24図 参照)。

インターネ ッ トの特 長 としては、過疎地

域、離 島、半 島、山村等条件不利地域 に

おいて も世界 に向 けて情報 発信で きるこ

とであ り、 また、 どこか らで も必要 とす

る情報 にアクセスで きることであ る。

イ 利用事例

7年6月 、富 山県で は産学官 の約30団

体が インターネ ッ トによる地域 のネ ッ ト

ワー ク構築 を目的 とした協議 会 を設立 し

た。 この協議 会のね らいは、県内の優秀

な企業 が首都圏へ流 出す るこ とを防 ぐた

めの情報通信基盤整備 による地域産業 の

振興 で あ る。「学術 ネ ッ ト」 と 「商 用 ネ

ッ ト」の相互接続が実現 され、会員 に対

R}}anhaPrc止ecture[h)nlePage一
類 響

羅鰯
♪

ll"8【bhl

こ ん に らは

富 山県のホームページ
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第3-3-24図 都道府県別 インターネッ トのホームページ数
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ORIONS(大 阪 地域大学 ネ ットワーク)に よ り作成(8年3月31日 現 在)

してニュー スを提供 した り、電子会議 による産学官の情報交換等が行 えるようになっている。 ま

た、7年12月 には、富山県の企画による仮想会議が インターネ ッ ト上で行 われた。 この仮想会議

とい うの は、人 口の流 出問題 に取 り組んで いる同県が、 インターネ ッ トのホー ムペー ジ上で アン

ケー トを行 い、 そのアンケー トに対す る全国の回答者か ら選ばれた人が電子 メール を利用 して会

議 を行 った ものであ る。

また、佐賀県のあ る銀行で は、インターネ ッ トを使って、銀行業務の案内のみ な らず、地 元のベ ン

チャー企業の紹介、地元で開催 され る世界的 にも有名な気球 フェステ ィバ ル等の地域の トピ ック

スを発信 してい る。7年9月 にホームページが開設 されたが、気球 フェ スティバルが開催 された7

年11月 には特 にアクセスが多 く、オー ス トラ リア(2,314件)、 米国(1 ,490件)、 南 アフ リカ(295

件)等 世界各国か ら競技結果 を知 りたい人がアクセス して きた とこの銀 行で は分析 してい る。

(4)情 報通信の利用による企業の機能分散及び地域での起業

ア 企業の地方展開の可能性

国1二庁の 「就業環境 の変化 と企業の対応等 を踏 まえた人口の社会移動の展望 に関す る調査」{「165}

(6年3月)に よる と、 「事業所の立地 、人材配置」に関 して 「首都圏以外 を現在 よ り重視す る」

と回答 した企業が34.2%あ り、 その うち、首都 圏以外で重視 す る地域 は、「地 方中枢都市」(札 幌 、

塾鍵 ゴ、礁竹324



第3節 情報通信の高度化による国民生活の変化と新 しい国土概念の展開

仙 台 、広 島 、福 岡)が32.3%、 「その 他 の地域 」(3大 都 市 圏 と地 方 中枢 都 市以 外)が38.5%と な

っ て い る。 また、「事 業 所 の立地 の見 直 し」 に関 して、「見 直す」 と回答 した企 業 が31.7%あ り、

その うち、本 社機 能 移転 の可 能1生につ いて、 「移転 す る可 能性 が あ る」企 業 が、25.8%、 「一 部 の

み 移転 す る可 能1生が あ る」企 業 が33.7%あ る。 さ らに、 「事 業所 の地 方展 開 に最 も必 要 な社 会資

本」 として は、 「地 方都 市 で の都 市基 盤 整 備」 に次 いで 「全 国規模 で の 高度情 報 通 信網 の整 備」

が 多 くな って い る(第3-3-25図 参照)。

第3-3-25図 事業所の地方展開にもっとも必要な社会資本

[=]地 方都市ての都市基盤整備 口 首都圏と地方間の高速交通体系の整備

[=コ 全国規模ての高度情報通信網の整備[=コ 地方都市間を結ぷ高速交通体系の整備[==コ その他

0 20 40 60 80 100(%)

全 体 40.8 23.1 17.8 11α71乳6

金 融 業1 46.3 27.5 18.81・5.・ 愚

サ ビ ス 業 39.2 23.8 1a81・1219・

商 業1 37,5 23.0 197 19211α6

基礎 素材産 業 431 218 208 7964

生活関連製造業 397 212 178 13.77.6

鉱業建諜[=ニー 國
加 工 組 立 産 業 373 176 116 243 92

「就業環境の変化と企業の対応等を踏まえた人口の社会移動の展望に関する調査」(国 土庁)に より作成

イ テ レワークセンターへの期待

情報通信 を活用 して仕事 を行 うテレワー クが最近注 目されてお り、テレワークによる在宅勤務

等 を利用 して企業の機能分散 も可能 となる。郵政省の委託調査 による 「地方公共 団体 に対す るテ

レワークセンターのニーズ調査」(欄(6年6月)に よる と、テレワー クセンターに関心があ る

地方公共団体 は、73%に のぼっている(第3-3-26図 参照)。 また、地域 においてテレワー ク

0

第3-3-26図 地方公共団体のテレワークセンターに関する関心度

20406080 100(%)

「田園型テレワーク
センター」に関心が

ある30%

両 方に関心が
ある27%

両 方 とも関心が
ない23%

「都 市 型 テ レ ワ ー クセ ン タ ー」 に 関 心 が あ る16%無 記 人4%

「地 方公 共 団 体 に 対す る テ レ ワ ー クセ ン ターの ニ ー ス調 査」(郵 政 省の 委 託 調 査/に よ り11成

(注)1都rlf型 テ レ ワー クセ ン ター は 、遠 距離 通 勤 の 負担 ・降減 、 都 市の 交通 混lil庭の緩 和な どを 目的 と した もの で あ る

2旧 園 型 テ レワ ー ク セ ン ター は 、新 た な雁 用機 会 の 創rliliによ る地 域 の 人 材 の 活 川 、Uタ ー ン人 材 の 受 けHll

作 り等 を 目的 と した もの で あ る
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セ ンターが必要だ と思 われ る理 由 として、雇用機会の拡大、地域経済 ・産業の活性化 を期待す る

回答が多 くなっている(第3-3-27図 参照)。

第3-3-27図 地域においてテレ ワークセンターが必要 だ と思われ る理 由

0 5

(単位:団 体数)

101520253035404550

雇用機会の拡大(雇
用の創出 ・潜在労働
力の活用)

地域経済 ・産業の活
性化

人口の定住化

地域情報化拠点とし
て活用

情報格差 ・一極集中
の是正

通勤負担の解消

環境保全効果

行政サービスの向上

その他

難欝懸 驚簗雛灘雛灘灘難雛
25

36

11

11

8

3

4

11 回答数91(複 数回答)

「地方公共団体 に対 するテ レワークセ ンターの ニーズ調査」(郵 政省の委託調査)に より作成

ウ 利用事例

東京都のあ る日用品製造業の会社 は、国内9か 所 に分散 す る工場の操業 を1か 所で コン トロー

ル し、 あたか も一つの工場 として機 能 してい るようなバーチャル ファク トリーの構想 を持 ってい

る。7年4月 か ら和歌 山工場(和 歌 山県)と 九州工場(福 岡県)を 高速デ ジタル回線で結び、和

歌山工場か ら九州工場 を遠隔制御 し、製造工程 において、バルブやポ ンプの開閉等 をコン トロー

ルす る実験 を行 ってい る。 この会社で は、9年3月 まで実験を行 い、以後全国の各工場 をネ ッ ト

ワーク接続す る計画であ る(第3-3-28図 参照)。

広 島県のある家電小売業の会社 は、 インターネ ッ トを利用 した洋書 の販売事業 を6年2月 か ら

開始 して いる。 この会社で は、洋書販売 にお いて無在庫販売の形態 を とり、5名 で事業 を行って

いる。注文 を受 けた洋書 は、提携 している米 国の書店か ら直接顧客 に届 ける仕組 みで
、決済 もク

レジッ トカー ドが中心 になっている。 この会社が行 うの は、 インターネ ッ ト等 による注文 を取 次

ぎ米国の書店 に発注す る というオペ レータ的な役割であ る。 インターネ ッ トを利用す るこ とによ

り、広 島県 にいなが ら全国規模 の展開が可能 となっている。

郵政省の補助金 を受 け設立 された山形県のあ るテレワークセンターで は、6年8月 か ら電話 回

線 を利用 したパ ソコン通信 によ りモ ンゴル との間での翻訳業務 を行っている。 この翻訳業務 は、

li本国内か らの依頼原稿 をパ ソコン通信、 ファクシ ミリ、郵便で受 け付 け、 その原稿 をパ ソコン

通信で モンゴルへ送 り、モンゴルの現地 スタ ッフが翻訳す るものであ る。今後は、モ ンゴルのみ

な らず韓国、中国等 ともネ ッ トワー クを広 げ、翻訳業務の拡大 を図ってい くこ ととしてい る
。 こ
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第3-3-28図 バ ーチャルフ ァク トリーのシステム概要
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の地域 は過疎地域等 に指 定されてお り、

テレワー ク とい う勤務形態 を とるこ とに

よ り、都心で仕事 をす るの と変わ らない

就労環境 が整 うこ とにな る。 また、 この

ような条件不利地域 にお ける起業 に よ り

地域活1生化、人材確保が期待 されている。

(5)非 常災害 ・緊急事態 における情報通

信の役割

7年1月 に起 こった阪神 ・淡路大震災

をは じめ として、近 年、被害が甚大で、

広域的 な災害 が発生 してお り、国土の安

全i生の向上 に対す る要請が飛躍的 に高 ま

っている。

非常災害 その他緊急事態 が発生 した と

篠 瀬購

山形県 のテレワークセンター

きには、まず、情報 が迅速 に、かつ、正確 に伝 わるこ とが必要であ る。 そのために携帯電話等最近 の

新 しいメデ ィアの登場 とあい まって、情報通信が果 たす役割 はます ます重要 になってきている。

ここで は、阪神 ・淡路大震災を中心 に過去 に起 こった非常災害 ・緊急事態において、情報通信

が果た した具体的役割 について記述す るとともに、地 方公共団体 による防災情報 システムの構 築

状況 につ いて記述す る。

ア 情報通信が果た した役割
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阪神 ・淡路大震災で は、一時 は30万 回線 を超 える加入電話が途絶 した り、停電等 によ り、情報

通信機器が使用で きな くな るな ど甚大 な被害が発生す るに至った。 そのた め、被災地が 情報か ら

隔絶 された り、連絡が とれな くな り対応が遅れ るなどしたため、被害が拡大 した り被災者 が不便

な生活 を強 い られ るこ とになった。

NHK放 送文化研究所の 「阪神大震災の放送 に関す る調査」(注67)(「放送研究 と調査」5月 号)

による と、地震 が起 きたその 日の夜 まで に被災者が一番知 りたかった ことは 「余震情報」、「安否

情報」 が多 くなっている(第3-3-29図 参照)。 総合研究開発機構iの 「大都市 直下型震災時 に

第3-3-29図 地震が起 きたその 日まで に被災者が知 りたか った情 報

0 10 20 30 40 50(%)

余震に関する情報 8,,『 審 撫鱗灘灘灘46.4
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地震の規模 ・震源地
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水 ・食料等の情報

安全な場所 ・避難場

所の情報

地域の被害状況

その他
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1.4
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「阪神大震災の放送に関する調査」(NHK放 送文化研究所)に より作成

おけ る被災地域住民行動実態調査」(1主68}(7年10月)に よると、地域 ・近 隣で の救急、災害復 旧

で被災者 に とって必要だ った情報 として は、「災害 ・被害 に関す る情報(被 害状況、避難勧告 発

令状況、安否等)」が一番多 くなっている。 また、兵庫ニューメデ ィア推進協議 会の 「災害時 にお

ける情報通信のあ り方 に関す る研究」 〔`主69'(7年5月)に よる と、被災地 及び周辺住民が必要 と

していた情報 は、地震発生直後 にお いては 「被害状況」、「安否情報」で あったが、時間の経 過 と

ともに 「ライフライン復旧」、「交通情報」、「生活i青報」等へ と変化 している。必要 な情報 を入手

す る手段 は、 「被害状況」及 び 「交通1青報」で は 「テレビ」及び 「ラジオ」、 「安否情報」で は 「電

話」及び 「テレビ」、 「生活晴報」で は 「テレビ」及 び 「ロコミ」、 「ライフライン復 旧」で は、 「テ

レビ」及び 「新聞」が 多 くなっている(第3-3-30表 参照)。 さ らに、「大都 市直下型震災時 に

おける被災地域住民行動実態調査」 による と、 自宅や近隣の防災 ・救急、災害復旧で役 に立 った

生活 情報 を被災者が どの ように入手 したのか についての情報媒体 の変化 は、地震発生直後 におい

ては、「近 隣の人達」や 「ラジオ」か ら情報入手す る人が多かったが、時間の経 過 とともにこれ

らは減 少 し、代 わって 「テレビ」や 「新聞」が多 くなって いる(第3-3-31図 参 照)。 以上、
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第3-3-30表 被災地及び周辺住民が必要 と していた情報等

1/17

1/18

1/19

～

1/31

2月

～

3月

1目
疲害状況63)

テ レビ(35)

ラ ジ オ(32)

電 話(10)

新 聞(2)

波害状況38)

テ レ ビ22)

ラ ジ オ(16)

電 話(7)

新 聞(4)

ライフラインそ夏 旧

(33)
テ レ ビ(26)

新 聞(21)

ラ ジ オ(7)

電 話(5)

交通情報
(22)

テ レビ18)

新 聞(12)

電 話(3)

ラ ジ オ(2)

必 要 と し て い た 情 報 回答数)
情 報 入 手 方 法(回答数)
2番 目

女否情報32)

電 話24)
テ レビ(6)

女否情報34)

電 話(18)

テ レ ビ(13)

ラ ジ オ(7)

新 聞(3)

交通情報27)

テ レ ビ23)

新 聞(13)

ラ ジ オ(7)

電 話(6)

ライフライン復 旧

(21)
テ レ ビ13)

新 聞(ll)

3番 目

交通情報(22)

テ レ ビ(17)

ラ ジ オ(11)

父通情報27)

テ レ ビ(13)

ラ ジ オ(3)

生活情報12)

ロ コ ミ(ll)

テ レ ビ(3)

ラ ジ オ(2)

新 聞(2)

行政情報 続寺
(15)

新 聞8)
テ レビ(8)

広報誌(6)
電 話(1)

4番 目

生活情報

(水 ・食料)(17)

テ レビ(8)

ロ コ ミ(6)

ラ ジ オ(4)

生 活 情 報

(水 ・食料 ・ライフ

ライン)(19)

テ レ ビ(8)

ラ ジ オ(6)

ロ コ ミ(5)

新 聞(1)

女否情報7)

電 話(7)
テ レビ(5)

新 聞(2)

ホ"ランティア{青幸艮

(2)

電 話 1)

5番 目

避難誘導(4)

な し(3)

ロ コ ミ(1)

矢 寮情 艮!)

な し(1)

行政情報 続等
(3)

電 話(3)
テレビ(2)

牙ミ震{青 幸艮2)

テ レビ(!)

出所:「 災害時 における情報通信のあ り方 に関する研究」(兵庫ニ ュー メデ ィア推 進協議 会)

(注)1ひ とつの情報に対 して複数の情報入手方法があ るため、回答数 の合計 は合わない、
2被 害状況 とは、震度 、震源地、被害地の様子 、会社 の被害状況等であ る、,

3安 否情報 とは、家族 、親類、友 人 ・知人、会社の同僚等の安否である。
4交 通情報 とは、道路 の状況、鉄道 の状況等 である,,

5生 活情報 とは、水 ・食料の配給場所、風呂が 入れる場所等である 、

6避 難誘導 とは、安全 な避難場所 、 どう行動す れば よいかであ る。
7ラ イフラ イン復旧 とは、水道、ガス、電気等 の復旧状況で ある。

8行 政情報 とは、各種 申請手続 き等である。

9医 療情報 とは、治療が受け られる病院等である、

10ボ ランテ ィア情報 とは、 どこにボランテ ィアに行けば よいのか、救援物資の届け先等である

1ユ 余震情報 とは、余震はいつ起 こるのか などである、

各種 アンケー トの結果 をみ ると、阪神 ・淡路大震災 において情報通信が果 た した役割は大 きい。

(ア)携 帯電話

携帯電話 は、加入者線部分 は無線 を使用 しているので、有線 とは異 な り、災害時で も断線 によ

る被害がな く、基地局が復旧すれば使用す るこ とがで きる。 また、持 ち運 びがで きるので、一部

の基地 局が使用不可能 になって も、隣接 す る使用可能 なエ リアへ移動す るこ とにより、使用す る

こ とがで きる。

阪神 ・淡路大震災 において、被災地への救援活動や復 旧活動のために各地 か ら被災地 にきたボ

ランティア等 は、携帯電話を使用す ることによ り互 いに連絡 を取 りなが ら機動的 に活動す ること

がで きた。 また、ある大手 スーパーで は、阪神 ・淡路大震災後の道路渋滞の際において、各店舗

や運転者が携帯電話 を使用 して物流 肩報 をや りとりした という例があ る。
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第3-3-31図 被災者が入手 した主な情報媒体の変化
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1～2日 3～6日

「大都市直下型震災時における被災地域住民行動実態調査」
7年10月28日 発行)に より作成

7日 以降

(総合研究開発機構、

(単位:%)

ラジオ

テ レビ

新聞

近隣の人達

家族 ・親戚

行政

1～2日

68。2

44.1

23.0

65,5

44.4

2.5

3～6日

39。5

58.1

43.8

45.5

33.4

8.8

7日 以降

24.4

65.8

59.5

28.2

23.3

26.8

これ らの こ とか ら携帯電話 に対す るニー ズは高 ま り、阪神 ・淡路大震災後 は、兵庫県で は携 帯 ・

自動車電話の加入者の増加率が全国の増加率 と比べ て も大 きくなっている(第3-3-32図 参照)。

第3-3-32図 阪神 ・淡路大震災後の携帯 ・自動車電 話加入数の推移
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6.127,172

郵 政 省資料 により作成

7.3 7.4 7.5 7.6(年 月)
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また、非常災害時 に限 らず緊急時 にお いて も、携帯電話が活用 された例 として、登山の際、道

に迷 って遭難 しか けたが、携帯電話で連絡 し、救助 された というこ とがあ る。

さらに、警察庁の 「平成7年(!月 ～11月)の110番 の通報概要」 による と、携帯 ・自動車 電

話か らの110番 受理件数は、約58万5,600件(全 受理件数の11.3%)で 、対前年同期比122.8%増 と

なってお り大幅 に増加 している。

(イ)衛 星通信

衛星通信 は、通信可能区域が広 く、双方向通信及び映像等 を含む大容量通信が可能であ り、 ま

た、災害時 において も回線の設定が容易であ る。

阪神 ・淡路大震災において、あ る大手 スーパーで は、本社 と全国の店舗 を衛星通信で結び内線

電話網 を構築 していたので、 いち早 く被災地の情報 を収集す ることがで き、被災地 に必要 な商品

をそろ えることがで きた。

また、郵政省は、衛星通信地球局であ るスペースポス ト号 を利用 してレタ ックスの引受 け業務、

貯金 ・保険業務のオンライン業務 を7年1月21日 か ら行 い、2月6日 の終了 まで に約4千6百 人

の利用があった。

(ウ)ラ ジオ ・テ レビ

ラジオ ・テレビは、視聴区域が広 く、災害時 において も、同時 に多数の人に対 して同 じ情報 を

伝達す ることがで きる。

阪神 ・淡路大震災 において、兵庫県 を放送対象地域 とす る超短波放送 を行 うあ る放送事業者は、

震災の当 日か ら地域 に密着 した生活情報 を放送 した。 また、 この放送事業者 は、 日本語のほか英

語、ポル トガル語等7つ の外国語 による放送を実施 し、在 日外国人向 けに も生活 情報 を放送 した。

また、兵庫県 は、国の現地対策本部やNHK等 の協 力の もと、臨時災害FM局 を開局 し、神 戸

市を中心 とす る被災地 にお ける住民 に対 して、行政 情報、 ライフライン復旧情報及び交通1青報等

の生活関連情報 を提供 した。

一方、兵庫県 を放送対象地域 とす るテレビジ ョン放送 を行 うある放送事業者で は、震災 当日か

ら6日 間にわた り、 コマー シャル抜 きで避難 場所、給水、給食等被災地住民のための緊急生活1青

報 を中心 に地震関連情報 を放送 した。

国 ケーブルテ レビ

ケーブル テレビは、地域密着型 メデ ィアであ り、平常時か ら防災、広報等の各種行政サー ビス

の提供 も行っている。

阪神 ・淡路大震災 において、兵庫県のあるケーブルテレビ事業者 は、震災 当日及び翌 日は映像

を中心 に被災状況を放送 したが、3日 目か らは文字情報 に切 り替 えるとともに、24時 間の放送体

制を組み、生活1青報 を放送 した。

㈲ パ ソコン通信 ・インターネッ ト

パ ソコン通信 は、マ スメデ ィアで は伝達 す ることが難 しいきめ細 かい情報 も伝達可能で あ り、し

か も情報の蓄積が可能であ るため、利用者 は自分の都合が よい ときにいつで も見ることが可能で ある。

阪神 ・淡路大震災 において、あるパ ソコン通信ネ ット局は、地震特 設 コーナーを無料で利用で

きるように し、通信社 か らのニュー ス速報の配信 や被災者名簿 を掲載 した。 また、特定の地域の

被災状況や個人の安否の情報 につ いて利用者間の情報交換が なされた。

また、神戸市 はインターネ ットを利用 して、焼失地域の地図、避難斬 一覧、静止画像 による被

災地 の状況等の情報 を発信 した。
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第3-3-33図 地方公共 団体 における防災情 報システムの運用状況

(都道府県等〉
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運 目」(51.4) 開 発 中

(0.9)

未 着f(47.7)

「地方公共団体における地域情報化施策の概要 平成7年 版」(自 治省)に より作成

(注)1運 用 しているものの中には、一一部運用しているものを含んでいる

2「 地方公共団体における地域情報化施策の概要 平成7年 版」の中で、

に開発中とあるものは、運用 しているものとして数えている

8年3月 まで

第3-3-34図 地方公共団体における防災情報システムの運用時期及び見直し時期
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「地方公共団体の地域情 報化施策等に関するア ンケー ト」(郵 政 省の 委託調査)に よ り作成

(注)ア ンケー トの回答数は都道府 県等が59、 市 区町村 が1,166で あ る、、
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米国においては、94年1月 のノースリッジ地 震の際、通勤困難 あ るいは不可能な状 況 ドにおいて、

テレワー クを活用す るこ とによ り円滑 に業務が遂行 された。地震直後 に設置 された連邦テレワーク

センター において、連邦職員がテレワークを行い、災害時における連邦政府の公共サー ビスを提供した。

イ 地方公共団体による防災情報システム構築

自治省の 「地方公共団体 にお ける地域情報化施策の概要 平成7年 版」 によると、7年 度末現

在、現行の防災1青報 システムを運用(一 部運用 を含 む)し ている都道府県等は全都道府県等の う

ち88.1%、 開発中は同3.4%、 未着手 は同8.5%で あ る。市区町村 においては、運用 中は全市区町

村(7年 度末現在3,243)の うち51.4%、 開発中は同0.9%、 未着手 は同47.7%と なってい る(第

3-3-33図 参照)。

また、郵政省の委託調査 による 「地方公共団体の地域情報化施策等 に関す るアンケー ト」 を見

ると、防災情報 システムを運用 している都道府県等 は83.1%、 その うち現在運用 している防災 肩

報 システムの見直 しを している(又 は見直 しをす る予定があ る)都 道府県等 は53.1%で あ る。回

答のあった市区町村(1,166)の うち防災情報 システムを運用 してい る市区町村 は56.1%、 その

うち現在運用 している防災情報 システムの見直 しを してい る(又 は見直 しをす る予定があ る)市

区町村が31.5%あ り、見直 し時期 は、7年(見 直 しを している市区町村 の24.8%)及 び8年(同29.6

%)が 多 くなってお り、阪神 ・淡路大震災が契機 になっていると思 われ る(第3-3-34図 参照)。

コラム10

関西における外国語放送 ・神戸市のコ ミュニテ ィ放送

7年10月 、関西地区を放送エ リア として、 日本で初 めての多言語FM放 送 局が開局 した。 この

放送局は、関西在住の外国人 を対象 に、アジア ・太平洋を中心 とす る14か 国の言語で、外国の情

報 や 日本の生活1青報 ・ニュー ス等 を放送 している。 また、番組の制作 において、関西 に在住す る

外国人がボ ランティア として企画、構 成、取材、編集等を行ってい る。

阪神 ・淡路大震災か ら1年 たった8年1月 に、神戸市で は、 コ ミュニティ放送の本放送が開始

された。 この放送局は、 日本語を含 む7か 国語で、地域 に住む外 国人を対象 として生活 情報、行

政情報、地域情報等 を放送 している。 また、災害等の緊急時には、外国人を含 む地域住民 に迅速

で正確 な地域避難1青報等 を伝達す ることとしている。
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(注60>

郵政省郵政研究所が委託 して行った 「阪神大震災発生後 における通勤及び仕事環境の変化に関す る調査」 に

基づ くもので、 この委託調査は神戸市内4区(中 央区、東灘区、灘区、長田区)に 事業所を持つ企業及び その

従業員に対 して、7年10月13日 か ら23日までの期間実施 した。回答サ ンプル数は、組織編が33名 分、個 人編が

113名分である。

(付表61)家 庭の情報化に関する日米比較のデータ項 目

項 目 名

パ ソコン普 及率

ケーブルテ レビ普及率

VTR普 及率

電話加入率

電話通信料への支出額

郵便料金への支出額

内 容
パソコン保有世帯数/全 世帯数

ケーブルテレビ加入世帯数/全 世帯数

VTR保 有世帯数/全 世帯数

電話加入世帯数/全 世帯数

世帯当た り電話通信料への支出額/物 価指数

世帯当た り郵便料への支出額/物 価指数

単 位

%

%

%

%

円

円

(付表62)家 庭の情報化に関する日米比較のデー タ項 目

パ ソコ ン普及率

日本

米国

経済企画庁 「家計消費の動向月報」(6年 度末)

InternatlonalDataCorporatlon,1995

ケーブルテ レビ普 及率

日本

米国

郵政省資料(6年 度末)、 自治省 「平成7年 住民基本台帳人口要覧」

NationalCableTelevisionAssociation資 料(1995年2月)

StatisticalAbstractoftheUnitedStatesl995(U.S.Departmentof

Commerce)

VTR普 及率

日本

米国

経済企画庁 「家計消費の動向月報」(6年 度末)

InternatlonalDataCorporatlon,1995

電話加入率

日本

米国

NTT統 計資料集(6年 度末)、 自治省 「平成7年 住民基本台帳人口要覧」

StatisticalAbstractoftheUnitedStatesl995(U.S.Departmentof

Co㎜erce)

電話通信料への支出額

日本

米国

総務庁 「家計調査年報 平成6年 」、総務庁 「消費者物価指数年報」

CPIDetaiIedReport(DepartmentofLabor)(1994年1月)

ConsumerExpenditureSurvey(DepartmentofLaborBureauofLabor

Statistics)(1993)

郵便料への支出額

日本

米国

総務庁 「家計調査年報 平成6年 」、総務庁 「消費者物価指数年報」

CPIDetailedReport(DepartmentofLabor)(1994年1月)

ConsulnerExpenditureSurvey(DepartmentofLaborBureauofLabor

Statistics)(1993)
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第3節 情報通信の高度化による国民生活の変化と新しい国土概念の展開一

(注63)

郵政省が委託 して行ったアンケー トで、全地方公共団体 を対象に7年12月1日 現在 における地方公共団体の

地域1青報化施策等を調査 した もので ある。回答数は、都道府県が47、政令指定都市が12、 市区町村が1 ,166で

ある。

(注64)

働過疎地域問題調査会が行ったアンケー トであ り、人口の社会増が2年 続いている過疎市町村54団 体か ら各

6名 、人口の社会増が2年 続 いている非過疎市町村48団体か ら各6名 を抽出 し、5年9月 か ら10月まで行った

ものである。6名 の選定基準 は①30歳 前で、転入 して3年 以内の男性2名 、②30歳 前で、転入 して4年 以上の

男性2名 、③独身で、転入 して3年 以内の女1生である。有効同答数は、275サ ンプノレである。

(注65)

国土庁が委託 して行ったアンケー トで、5年12月 に東京証券取引所第1部 、第2部 上場及び店頭登録 してい

る企業2,140社 を対象 とし、1,122社 か ら回答を得ている。

(注66)

郵 政 省 が委託 して行っ たアンケー トで、6年6月 に全国 の1,000の 地 方公共団体 を対象 とし、628団 体 か ら回

答 を得 て い る。

(注67)

NHK放 送文化研究所 と大阪、神戸放送局が被災地で行ったアンケー トである。調査は、7年2月9日 ～!2

日に神戸市東灘区、兵庫区、中央区、長田区、須磨区、垂水区、芦屋区、西宮区(以 上は各50人)及 び淡路 島

北淡町(100人)の9行 政区画の17の避難斬 で、被災 した16歳以上の男女500人 に対 して個人面接法 を行った も

のである。有効回答数は498人(男 性243人 、女性255人)で ある。

(注68)

側)神戸都市問題研究所が行ったアンケー トであ る。調査は、7年3月 末か ら4月 末にかけて、区役所、生協、

大学等の各種団体 を通 じて実施 された ものであ る。阪神 ・淡路地域 において大 きな被害を受 けた神戸市、阪神

地域の住民に対 して約1,200の調査票を無作為 に配布 し、5月 上旬までに368の回答を得た ものである(男 性87

人、女性281人)。

(注69)

兵庫ニューメデ ィア推進協議会が、7年3月 末に兵庫ニューメディア推進協議会会員(約300名)に 対 して

アンケー トを行った ものであ り、81の回答を得ている。
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一 第3章 情報通信が牽引する社会の変革

＼

第4節 情報通信政策の課題と取組

∠

1情 報通信の高度化に向けた「中期計画」の策定

(1)社 会の変革の基礎にある情報通信の高度化

これ まで見 て きた ように、「世界情報通信革命」が幕 を開 け、産業 ・経済構造、国民生活 とい

った社会の様 々な側面で変革が起 こりつつあ る。

政府の高度情報通信社会推進本部 において7年2月 に決定 された 「高度情報通信社会推 進に向

けた基本方針」 にお いて も、高度情報通信社会 を、制度疲労 を起 こした従 来のシステムに代 わる

新 たな社会経済 システム として、 その早期構築 の必要性 が述べ られてい る。

また、7年12月 に閣議決定 された 「構造改革のための経済社会計画一活力あ る経済 ・安心で き

る くらし一」 において も、高度1青報通信技術 の活用が、時間的 ・空間的制約 を取 り払 い、個 人 と

地域、組織 社会 との関係や、企業 における組織や就業 の形態 に変化 を もた らす こ と、 また、情

報通信の高度化 は、情報やモ ノの流れ を一変 させ、産業 の生産i生の向上 を もた らす とともに、新

たな関連産業を創出す ることが見込 まれ るとされている。 また、同計画 にお いては、高劇 青報通

信社会の早期構築 を目指す必要性が述べ られ、発展基盤 の確立のためなど、 それぞれの対応すべ

き重点課題 における情報通信の高度化 の重要性 が述べ られてい る。

この ような高度情報通信社会の構築 に向 けて、社会 の各分野 における変革 を推進 してい くため

には、情報通信 の高度利用 を可能 とす る高度 な情報通信基盤の整備が必要で あ る。

(2)情 報通信基盤の整備 に向けた情報通信政策

情報通信基盤の整備 に当たっては、基本的 に民間主導で進 めるべ きであ るが、 多大の投資 を伴

うものであ るこ とか ら、公的部門 も一定の役割 を果 たすべ きであ り、情報通信政策の主要 な役割

の一つ として、情報通信基盤整備 の方向1生を示 し、 その支援 を行 うこ とが挙 げ られ る。

郵政省で は、 このよ うな観点か ら、情報通信基盤整備 のための政策 として、光 ファイバ網の全

国整備 の 目標時期を2010年 とし、 その実現 のために様 々な施策 を実施 している。

具体的 には、加入者系光 ファイバ網 の整備 を行 う第一種電気通信事業者及 びケーブルテレビ事

業者を対象 とした、投資負担軽滅のための特別融資制度(加 入者系光 ファイバ網整備特別融資制

度)を7年 度か ら創設 した。 また、近年の技術革新 を受 けた通信 と放送 の融合動向 に対応 した、

ニュー ビジネスの振興、メデ ィア産業の再編成、関連 す る法制度の在 り方等 につ いて総合的な検

討 を行 うため、6年7月 か ら 「21世紀 に向 けた通信 ・放送の融合 に関す る懇談会」 を開催 してい

る。

また、情報通信基盤整備 に当たっては、GIIを は じめ とす る国際的 なネ ッ トワー ク構築 の潮

流 に対応す るこ とが必要であ り、7年6月 の電気通信審議会答申 「グ ローバル な知 的社会の構築

に向けて一情報通信基盤 のための国際的指針一」 を踏 まえて、各国 との連携 ・協力を進 めてい く

こととしている。

さらに、情報通信の高度化 を推進す るためには、情報通信基盤の整備、情報通信技術の研究開
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発等の施策 を総合的 ・計 画的 に進 めてい くこ とが必要であ ることか ら、「中期計画」を策定す る

ため、8年1月 に電気通信審議 会に対 し、高度情報通信社会の構築 に向 けて、2000年 までの情報

通信高度化 の推進 目標 とその実現のために講ずべ き推進方策について諮問を行っている。

2惰 報通信産業の振興の推進

(1)情 報通信産業の成長 と産業 ・経済構造の変化

「第2節 情報通信が リー ドす る我が国経済 の構 造変革」で見たよ うに、近年、情報通信 の高

度化 によって、企業 にお いては、企業内の生産性の向上 ・協調的な業務遂行、企業問のオープン

かつ機動的な関係 の形成、企業 と消費者 との新 しい関係の構築 といった新 しいビジネス ・スタイ

ルが登場 して きている。 このような中、中小企業や個人 も、グ ローバルなビジネス展開等、従来

の大企業 を越 えるような活力を見せつつあ り、 まさに 「世界情報通信革命」の流 れが我が国経済

に も変革 を もた らしてい る。

情報通信産業 自身 も、電気通信業 ・放送業 において新 しいサー ビスが登場す るなど著 しい成

長 ・変化 を見せ、情報通信技術の開発の重要性が改 めて認識 されつつあ るほか、情報通信産業は

高 い成長 を続 け、 その成長が他の産業 ・我が国経済全体の成長に及ぼす影響 も大 きな ものがある。

こうして、情報通信産業 は新 たなリーデ ィング産業 として、新規産業創出 ・雇用拡大 による産業 ・

経済構造の改革 に貢献で きるもの と期待 されている。

(2)情 報通信産業の振興 に向けた情報通信政策

現在、成長著 しい情報通信産業であ るが、世界的な情報通信 の高度化の潮流 に対応す るために

も、 その一層の成長、 ひいては産業 ・経済構造の変革 を推 進 してい く必要があ り、 そのために、

資金的 な支援、官民の協 力による研究開発の推進、マルチメデ ィア化 に対応 した制度の見直 し等

が求 められている。

この ような観点 か ら、情報通信産業の振興のための政策 として、税制支援、政策金融支援等の

資金面での支援 や、情報通信技術の研究開発の推進 ・支援 が行われている。

具体的 には、事業者 に対す る税制の特例措置、NTT株 式売払収 入を活用 した無利子融資、 日

本開発銀行等の融資、通信 ・放送機構 の出資、基盤技術研究促進センターの出融資等の充実 を図

って きている。 また、8年3月 の 精 報通信産業 に対す る公的サポー トに関す る研究会」の最終

報告 においては、税制支援制度及び政策金融支援制度 を中心 とす る公的サポー トについて、マル

チメデ ィア等の情報通信 の新 しい トレン ドに適切 に対応 してい くための今後の政策支援の在 り方

につ いて提言 を行っている。

また、7年 度か ら、通信 ・放送分野 における新規事業の創出を促進 す るための 「通信 ・放送分

野の先進技術型研究開発助成金制度」 を創設 し、通信 ・放送機構 か ら通信 ・放送分野の先進的 な

技術開発 を行 うベ ンチャー企業等 に対 し助成金 を交付 している。

さ らに、情報通信分野 における技術開発 につ いては、通信 ・放送機構等 を通 じた民間の研究開

発の支援のほか、通信総合研究所や通信 ・放送機構 において も、情報通信基盤技術の研究開発を

推進 している。

また、7年6月 の電気通信技術審議 会答申 「未来創造型技術立国に向けて一情報通信先端技術

開発プ ログ ラムー」 における、今後研究開発を推進 してい くべ き分野や国が早 急に取 り組むべ き
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施策 についての提言 を受 け、8年!月 には、情報通信技術 の研究開発 を総合的 ・計画的 に推進 し

て い くため、電気通信技術審議 会 に対 し 「技郁槍」造立国 に向 けた情報通信技術 に関す る研究開発

基本計画」 について諮問を行 ってい る。

3国 民生活の向上と新しい国土概念の展開

(1)情 報通信 と国民生活の変化 ・新 しい国土概念の展開

「第3節 情報通信の高度化 による国民生活の変化 と新 しい国土概念の展開」で見た ように、

近年、家庭生活や保健 ・医療 ・福祉等の公共分野 における情報通信 の高度化 によ り、単に生活利

便が向上す るだ けで な く、 ライフスタイルが変化 しつつあ る。

また、情報通信の高度化 によ り、地理的制約が緩和 され、過疎地域、地方都市等 において も世

界へ情報発信す るこ とが可能 とな り、活力を持 つ ことがで きるようになって いる。こ うして、「世

界情報通信革命」の流れは経済面のみな らず、社会全体 に浸透 して きている。 こうした動 きの中、

地方公共団体等 による地域1青報化の取組、地域か らの情報発信、情報通信 を利用 した機能分散等

の取組が積極的 に行われている。

② 国民生活の向上と新 しい国土概念の展開に向けた情報通信政策

郵政省で は、通信 ・放送機構 による遠隔嚇 相談 システムの研究開発 をは じめ とす る身体障害

者 ・高齢者用情報通信 システムの研究開発 を推進 している。 また、7年6月 の 「電子i青報 とネ ッ

トワーク利用 に関す る調査研究会」の報告 においては、個人1青報 ・プライバ シーの保護 と電子1青

報の安全 ・信頼1生の確保 について提言がなされ、7年8月 の 「電気通信 と消費者保護 に関す る研

究会」の報告 においては、消費者保護 の課題 につ いての検討の方向1生について提言がなされてい

る。

また、「マルチ メデ ィア時代のユニバーサルサー ビス ・料金 に関す る研究会」 において、新た

なユニバ ーサルサービス ・料金の在 り方 につ いて検討 を行 ってい る。

次 に、ケーブル テレビ等 を活用 して地域の情報化 を促進 し地域社 会の活1生化 を図 るための 「テ

レ トピア構想」、携帯 ・自動車 電話、民間 テレビジ ョン放送等 を利用で きな い地域の情報格差 を

な くすための公共投資であ る 「電気通信格差是正事業」が、 それぞれ実施 されてい る。 また、地

方公共団体等 が高度なネ ットワー クインフラを利用 して公的サー ビスを提供す るための先導的な

施設整備 を支援す る公共投資で ある 「地域 ・生活i青報通信基盤高度化事業」が実施 されている。

さ らに、情報通信の 「信頼性 向上施設整備事業」 を推進 している。

4NTTの 在り方の検討、規制緩和の推進等の「第2次 惰報通信改革」に向けての取組

1980年代半 ばの時期 は、我が国にお いて電電公社 の民営化、米国 にお いてAT&Tの 分割、英

国 においてBTの 民営化が行われた時期 で あ り、世界的 にみて 「第1次1青 報通信改革」 と呼ぶべ

き時期であった。

現在、「第1次1青 報通信 改革」か ら約10年 が経 過 し、急速 な技術革新、 マルチメデ ィア化、 イ

ンターネッ トの急速 な普及をは じめ とす るグ ローバル化等、情報通信分野 をめ ぐる状況 は大 き く
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変化 してお り、「第1節 世 界の情報通信のダ イナ ミックな展開」で見たよ うに、現在、欧米 の

先進諸国においては、米国の1996年 電気通イ識去の成立、英国の反競争行為の防止 の取組、EUに

おける1998年 を期限 とす る音声電話サー ビス ・電気通信 インフラの完 全自由化 といった競争、通

信 ・放送 の融合 を推進 す るための政策が展開 されている。 また、アジア ・太平洋地域 においては、

移動通信、衛星放送 をは じめ とす る情報通信 市場の急速な拡大が見 られ、 シンガポール等のハブ

政策 をは じめ、情報通信 インフラの積極的整備 のための政策が推進 されている。

この ような状況の中、郵政省 は、NTTの 在 り方について、2年3月 の政府の 「日本電信電話

株式会社法附則第2条 に基づ き講ず る措置」 を踏 まえ、7年4月 に電気通信審議 会に諮問 し、8

年2月 に 「日本電信電話株式会社の在 り方について一情報通信産業のダ イナ ミズムの創出 に向 け

て一」 と題す る答申を得 た。本答 申においては、NTTを 長距離通信会社 と2社 の地域通信会社

に再編成 し、長距離通信会社を完 全民営化、地域通信会社 を特殊会社 とす ること等が提 言されて

いる。 そして、8年3月 の政府決定 において、NTTの 在 り方 について、電気通信審議 会の答申

の趣 旨に沿 って、関係者の十分 な意見 も聴取 しつつ、規制緩和 と、接続関係 の円滑化 を積極的に

推進 す るとともに、次期通常国会に向 けて結論を得 るこ とがで きるよう引 き続 き検討を進 めるこ

ととされた。

郵政省 は、競争の一層の促進 を通 じて情報通信の活 陛化 と我が国の高 コス ト構造の是正 を図 る

ため、規制緩和の一層の促進 に向け当面講ず る措置 について、8年1月 、「「第2次1青 報通信改革」

に向 けた規制緩和の推進」 と題 して公表 した。
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参 考 資 料

電気通信審議会答申(平成8年2月29日)

「日本電信電話株式会社の在 り方について

一情報通信産業のダイナミズムの創出に向けて一」

概 要





1検 討の視点

求められる経済 ・社会構造の変革

一
不可分一

21世 紀の リーデ ィング産業であ る

情報通信の改革

〈第2次 情報通信改革〉

視

点

① 国断ll用者の利益の増進

(低廉 な料金、多様なサービスの実現)

② 情報通信産業の活性化

(経済成長、雇用の創出への貢献など)

(考慮すべき環境変化)

① 技術革新の進展

② 通信 と放送の融合

③ グローバル化

④ スピードの経済1生

⑤ 世界的な政策潮流

(競争促進の強化)

2第1次 情報通信改革(昭 和60年)の 成果

1 多数の事業者の参入
(昭和60年)

NTT・KDDの み

(平成8年2月 末)→

第一種!23社 、第二種2,959社

2 料金の低廉化
(例)① 自動車 ・携帯電話の基本料

3万 円(昭 和60年)→7,400円(平 成7年)

② 長距離電話(東 京一大阪、3分 間、平 日昼 間)

400円(昭 和60年)→140円(平 成7年)

3 サー ビスの多様化

4 経済成長、雇用の創出

(注)情報通信産業・電気通信事業、放送事

業、通信放送機器、通信線、情報機器、AV

・ゲーム機器、計算機ソフト、コンテント

市場規模

(GDP比)

設備投資額

(対全産業比)

雇 用

移動体の飛躍的発展

(昭和60年 度)(平 成6年 度)

14.5兆 円(4.5%)→25.4兆 円(5.4%)

2.2兆 円(8.7%)→3.8兆 円(9.2%)

72.4万 人(1.2%)→102.9万 人(1.6%)

(対全雇用者比)

5
(例)

移動電話の加入数:4万(昭 和60年)→!,038万(平 成8年2月)
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3 我が国の情報通信市場の課題

1 独占的分野の料金

○ 料金引上げ → 低廉化へ

6 相互参入の促進

内外価格差の解消

(例)国 内/国 際、長距離/地 域、通信/放 送

2 7

○ 諸外国に比べ割高感

国際競争力の向上

3 サ ー ビスの多様 性

0米 国 に比べ少 ないサ ービスメニュー

4 地域通信分野の競争促進

0県 内通話の99%はNTTが 独占

(例)・ 海外市場への展開

・海外事業者 との提携

8

9

情報化格差の解消

研究開発力の向上

5 公正有効競争の促進

○ 現状を低下させないといった防御

的な視点でなく現状を改革 し向上さ

せていくとの視点に立つべき

①

②

③

接続をめぐるトラブル

個人情報の目的外利用

取引条件の不公平

10 コン テン トの発展

日本 と米国 との情報化格差の例

電子メール

ボツクス数(万)

インターネット

接続ホスト(千台)

パソコン出荷

台数(万 台)

デー タベー ス

売上 高(億 円)

CD-ROM

市場規模(億 円)

CATV

加入数(万)

移動電話の
加入数(万)

米国

4,000

6,053

1,840

14,315

6,300

6,102

2,815

日本

313

269

335

2,108

830

221

535

企業の研究開発力の日米比較

1人当たり

米/日

(注)

6

11

3

3

4

13

3

備 考

テ レコム高度利用推進

セ ンター(1994年)

NetworkWizards社

(1996年1月)

日:日本電子機械振興協会

米:IDC社(日 米とも!994年)

目:情報通信年鑑95

米:USI・dustrialOutlG・k94(日米とも1993年)

日:マルチメディア白書

米:lnfoTech社(日 米とも1993年)

日:郵 政省(1995年)

米:NCTA(ユ995年)

日:郵政省 米:CTIA

(日米とも1995年6月)

1.0

日本 優 位

0.5

0

-0 .5

米 国 優 位

一1,0

・く}-1991

+1994

、

全 鉄 精 自 機 電 通 化 医

産 鋼 密 動 械 気 信 学 薬

業 業 機 車 機 電 品
械 械 子

出典:科 学技術庁 「民間企業の研究活動に関す
る調査報告(平 成6年 度)」

注:企 業の回答について、我が国優位の場合十
1点、同等0点 、米国優位一1点 として算出 した

得点を、評価 を回答 した企業数で割って比較優

位の指数を算出している。

(注)1人 当たり米/日 の数値は、(米国の数値/日本の数値)x(日 本の入口/米国の人 口)

として計算
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4第2次 情報通信改革 一国民利用者にとって望 ましい姿一

1 多様 なサー ビス 4 簡便な利用

○ 豊富な選択肢 → 利用者主導へ

2 料金の低廉化

Oワ ンス トップ ショッピング

(1社 が代表 して申込み受付ぐ料金

請求、故障時の対応等)

(例)① 内外価格差の抜本的是正

② 遠距離料金の引下げによる遠

近格差の抜本的是正

③ 低廉で多様な定額制の料金メニュー

④ 新規加入料の撤廃又は大幅引下げ

5 ユニハーサルサービスへのアクセス機会の偲 章

3 安心 して利用可能

○ 情報 を 「持つ者」 と 「持たざる者」

の二極化 を回避

6 個人の情報発信の拡大

○ インターネットによる新たなコミュニティー形成

① 高品質、高信頼のサー ビス水準

② プライバ シーの保護 など
7 福祉サービスの確保

① 高齢者 ・障害者の社会参加

② 在宅介護・過疎地の医療サービス向上

5第2次 情報通信改革 一情報通信産業のダイナミズム創出一

1 相互参入の促進 6 研究開発力の向上

国内/国 際、地域/長 距離、放送/通 信

2 多様 なネ ッ トワー クの形成

① 儲 樋信基盤の整備(光ファイベ 衛星 移重㈱

② インターネ ッ トワーキングの促進

③ 柔軟なネットワーク構築の推進(電力会

社、自治体の管路 ・光ファイバの活用)

① 多元的主体による研究開発競争の1刮生化

② 通信事業者とメーカの共同研究開発

③ ベンチャー企業の育成

④ 標準化への対応

⑤ 基礎的 ・先端的研究開発の推進

7

地域の競争の促進

ネ ッ トワー クビジネ スの推 進

3

○ 地域 通 信 メデ ィアの促進

(CATVに よる通信、地域バイパス、携帯電話、PHSな ど)

4 接続の確保

国際競争力の向上

① コンテン トの発展

② ネ ッ トワー クビジネ ス(サ イバービ

ジネス等)の 発展

5

8 NTTの ボ トル ネ ック独 占への対処

①NTTの 地域通信網との接続が不可欠

② ボ トルネック独占解消の困難i生

③ 多元的な競争軸の創出が必要

① 海外市場への展開(通信 メーカ滴 社等の1毎外展開)

② 国際通信市場での展開(グローバノレな捌焦 ハブり
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我 が国の通信市場(NTTの ボ トル ネック独 占)

N

T

T

●平成4年7月 、分離

●平成4年4月 ●平成5年7月 ・9社 に地域 分割

事業部 制の導 入・徹底

NTTの 長距離網

NTTの

移動体通信

重

NTTの

衛星網

●11'{利]63年7月 、分 離i

回
重

端 末機 器

販'ノ1じ業 務

●平成6年10月 設立

[]
1

NTTの 地 域 網

1繰 撃⑪

1[一 艦

験
回
騰
耀

1組
NCの

衛星網

第一種

事業者網

組 組1
襟難[!]
1組1
CATV

電 話

NCの

地麺網

〔灘/

6 公共性の確保

1 ユ ニバ ーサルサ ー ビスの確 保

○ 地域通信市場における競争の進展 → すべての事業者がユニバ ーサルサ ービス確保の

ために応分 の負担 をす る仕組 みの検討

(例)ユ ニバ ーサルサ ー ビス基金(仮 称)の 設置

2 災害時 その他非常時の通信の確保

① 非常 ・災害時のふ くそう ・途絶 の防止

② 公的機関の優先利用の確保

→

消費者行政の推進

① ネットワークの耐災性の向上

② 非常時通信技術の研究開発

③ 通信事業者からなる 「中央安全 ・信頼

センター(仮 称)」の設置検討

④ 地方自治体の防災無線の充実

3

① 苦情処理体制の充実 → 行政に対する苦情申告制度の法制化を検討

② 電気通信の利用の適正化に関する法的整備 → 迷惑電話の防止、インターネットでの

公序良俗に反する通信の規律

③ 情報通信ネットワーク上の取引に関する制度の整備 → 電子商取引における本人確

認、認証に関する制度の整備
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7 NTTに 期待 され る役割

1 低廉 な料金 、サー ビスの 多様 化 4 国際競争力の強化

① 低 コス ト構 造の情報 通信 産業 実現

のために通信料金全般 の低廉 化

② 地域網の料金は接続料金として、我力書国のあ

らゆる情報通信サービスの料金水準を左右

③ 利用者ニーズに対応したサービスの実現

2 公正有効競争条件の整備

○ 背景 に、長距離 ・地域の一体 経営

① 海外展開、海外事業者 との提携の積極化

② 一定の経営規模 をもつ複数の主体が国

内においてダイナミックに競争を行 うこ

と斌 国際競争力の向上につながる。

5

接続の円滑化

研究開発力の向上

3

① 競争促進、新 しいサービスの早期実

現のため円滑な接続確保は不可欠

② 背景に、長距離 ・地域の一体経営

① 多元的主体 によるダ イナ ミックな

競争の必要性

② マルチメデ ィア化、グ ローバル化 と

いった環境 変化 に対応 した研究開発

力の向上が期待 され る

6 情報通信基盤整備への寄与

ONTTも 、CATV事 業者 その他 の

事業者 と競争 しつつ、早期かつ全国的

に均衡 の とれた通信 に大 きな役割

8 NTT再 編成 を必要 とする理由

1 ボ トルネック独 占解 消による競 争促 進

① 独 占部門 と競争部門の分離

→ 競争部門の競争を一層促進

② ヤードスティック競争、長期的には直手妾競争

→ ボ トルネック独占解消を目指す

③ 競争促進

→NTTの 経営効率化のインセンティブ向上

低 廉 ・多様 なサ ー ビスの実現

3 強力な競争単位創出による国際競争力の向上

①NCC、CATV、 コンテン ト事業

など との多様 な提携、競争創 出

② 再編成後 のNTT各 社 がメーカ、商

社との連携強化による海外市場へ進 出

③ 長距離NTTは 国際通信へ参入

→ 世界的事業者連携への多元的な対応

2

0強 力な競争単位の創出によ り、市場

全体 の競争が進展

→ 料金の低廉化・サービスの多様化

を通じた国民利用者の利便の増進

4 再編成を行わない際の問題

①1～3の 効果が得 られない

② 公平有効競争上の問題 が継続す る

③ 競争のダイナミズム捌 乎来とも生じにくい

④ 独 占力か ら、国際通信等新分野進 出

が制限 されざ るを得ない

⑤ スピー ドの緻 剤生の追求が困難 となる
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9 NTT再 編成の基本的視点

7つ の視 点

1

2

3

4

5

6

7

NTTの 潜在力を全面的に開花 させ得 る、自由化を目指 した体制

多元的な主体による公正有効競争を促進する体制

再編成会社間の間接競争 とともに、相互参入による直接競争を創出する体制

再編成後の会社の業務範囲を可能な限 り弾力化する体制

我が国の国際競争力の強化につながる体制

我が国の研究開発力が向上する体制

情報通信産業のダイナミズム創出、料金の低廉化 ・サービスの多様化等、国民利用者の

利便の向上を図る体制

10再 編成の具体像(平 成10年 度 中の再編成 を目途)

量距

離
通
信
市
場

株式保有

NTTパ ー ソ ナ ル

NTTト コ モNTI'テ ー タ

長距離NTT
(完全民営化) 鞠 麟1

,
再編成後直ちに可能
=地 域r{ 場への参入

「一 〒'
(当面、特殊会社)

将来競争が進展すれば可能

地
域
通
信
市
場

＼、＼7長 距離 ・国際通信市場への 参人

騨
相1∫参 入鱒 東NTT

(当面、特殊会社)

〔再編成 後直ちに1犀∫能〕

①1・1浮」山域ての電話 ・CATv参 入 ② 村lr地 域 での コ ンテン ト参人 ③ 海外市場

〔競 争の進展 に応 じて可能 〕

臼エ リア内におけ る

① 長踊ll通 信 ②IK際1出ll亨 ③CATV④ コ ンテ ン1・

① 匪編成 は、 ウ1法措置 を講 じて行 う

② 以[の 措置 は、株 ド、偵権 占の権利確保 に1・分配慮 しつつ 行う
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〔現行NTT〕

11NTTの 研 究所 の 姿

研 究 所

人宗 を承継

一・部

部

〔再編 後〕

東NTT

費用負担

西NTT

長 距 離NTT

12KDDの 在 り方

1NTTの 再編成 に先立 ち、願 月に、国内通イ諜 務の提供 を認 める。

2KDD法 については、KDD以 外の事業者 によ りKDDに そん色のない対地が安定的に

確保 された段階で、廃止す る方向で検討 を行 う。

347



13政 府 の役割 一第2次 情報通信改革 に向けて一

1

①

②

③

規制緩和

電気通信分野の規制緩和

土地等の利用関係の規制緩和

教育、医療等情報通信の高度利用が期待される分野での諸制度の見直 し

2

①

②

接続に関する政策の推進

接続の義務化、条件の約款化等を接続ルール.として規定

接続ルールの策定、監視、裁定を行うための機能の強化

・専門的スタッフを擁する新たな部署設置

・審議会に接続に関する部会を設置 など

3

①

②

NTTの 再編成の実施

平成10年 度中を目途 にNTTの 再編成 を実施

政府 は、再編成計画案の策定等の検討作業を直ちに開始するとともに、所要の立法措

置について準備を進めるべきである。

【参考】

米 ・英の政策及び規制機関

米 国

連邦通信委員会

(FCC)

(長官は大統領が任命)

○政策の策定

○州際 ・国際通信事業者に対する規制

○接続 に対す る規制

・接続ルールの策定 ・見直 し

・接続ルールの遵守状況 の監視

・接続条件 の裁定

英 国

貿易産業省

(DTI)

○政策の策定

○免許の交付

電気通信庁

(OFTEL)

(長官は貿易産業大臣

が任命)

○貿易産業大臣への助言

○免許条件の修正 ・履行

状況の監視

・接続ルールの策定 ・見

直し

・接続ルールの遵守状況

の監視

・接続条件の裁定

・BTの 接続料金の決定

舗
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1 参入規制

○ 過剰設備防止条項の廃止

前提:公 益事業特権付与の仕組み確立

3 専用線の利用自由化

国内:「 公専公接続」の平成8年 中実施

国際:完 全自由化の平成9年 中実施

2 料金規制

① 地域通信(NTTの 再編成後)

NTT:ヤ ー ドスティック方式など導入

その他=事 前届 出制へ移行

② 長距離通信

・NTT再 編成後 →事前届出制へ移行

・支配的事業者に対して現行認可制に代えて

インセンティブ規制導入

③ 国際通信

・KDD以 外の事業者の対地拡大 →事前届出制へ移行

・支配的事業者に対して現行認可制に代えて

インセンティブ規制導入

④ 移動体通信

事前届 出制へ移行

4 外資規制

①WTOの 結果を踏 まえ、一層の緩和検討

② 長距離NTT:

他の第一種事業者 と同様の扱 い

③ 地域NTT:競 争の進展に応じて緩和

④KDD:KDD法 廃止検討の際、我が

国及 び国民の安全確保 等 の観

点 を含 め検討

鋪


